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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

研究代表者  近藤久禎 

(国立病院機構本部・DMAT事務局・次長) 

研究要旨 

 本研究は、国内外のネットワークを通じて最新の科学的・政策的知見を集約し、各

国の政策・実事例の分析を行い、その結果を厚生労働省に提示し、本邦における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生及び医療に予防・検知・対応能力の現状

の課題と改善点を提案する。また、これら明らかにされた課題・改善点に継続的に対応

していくために、本邦の健康危機管理対応に資する人材の強化に必要な事項を検討し、

その成果を素案として厚生労働省に報告する。更に、令和元年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）2020 年オリンピック・パラリ

ンピック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対応能力構築のための研究（R1 小井

土班）との連携の中で、本邦における公衆衛生及び医療分野における継続的な CBRNE

テロ対応を行う。

≪各分担研究概要≫ 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に資す

る人材の強化に関する研究 

本研究では、CBRNE テロ対応能力の拡充及び本邦における継続的な CBRNE テロ対応能

力の向上を図るため、MED-ACT の改訂と社会医学系専門医研修プログラムにおけるテロ対

応課題も含めた研修プログラム（案）を作成した。 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する国内外の最新の科学的・政策的知見に関わる

研究 

≪放射線テロ≫ 

WHOが放射線被ばくや放射性物質による体内汚染時の備蓄医薬品と治療の概要を示

す。今まで WHO は放射線に関わる医療にはあまり寄与してこなかったが、報告書の改

訂は重要な意味をもつ。体内被ばくは、感染症対策のみならず化学物質や重金属による

中毒と共通する部分が多く、中毒治療学などのくくりで講義や実習を行うなど、テロ対

応医療者に共通項目として系統的な研修が求められる。さらに放射線テロ対策としての

薬剤の備蓄、事象発生時の特定医療機関の役割、病院前医療体制の整備、研修の充実が

図られるべきである。 

≪生物テロ及びリスクマネジメント≫ 

GHSAG BioWG 会合に２回出席し国際動向を把握。COVID-19 対応による生物テロ対策強

化の考察と課題を取りまとめた。 
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≪化学テロ≫ 

わが国は松本サリン事件、東京地下鉄サリン事件（同時多発）や VX 殺傷事件など一連の

化学剤を用いたテロを経験してきたが、化学テロのリスクについての認識は専門家にも市民に

も乏しいのが現状である。英国ソールズベリーでのノビチョク事件やマレーシアでのVX事件を

見るまでもなく、化学兵器は今日厳然として存在する危機であり、常に新たな化学剤が開発さ

れている。世界的に懸念されている Opioid を用いたテロ（多数傷病者事案）は現実にある危

機として認識を改める必要がある 

≪爆弾テロ・爆傷≫ 

爆傷の基礎研究を行ったところ、中動物に防弾チョッキを装着させると呼吸停止の発生率

を下げて救命効果があった。また、胸部全体と延髄を含む脳幹部を護ると爆発による即死が

免れ、爆発直後の血圧低下に対してはノルアドレナリン投与が有効であった。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国際知見（NBC 関連）≫ 

CBRNE テロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資する基

盤構築のために、Web開催された放射線防護に関する国際軍事医学会議(ConRad 2021)、

および生物剤防護に関する国際軍事医学会議(Medical Biodefense Conference 2021)

に参加し、自衛隊/軍事関連分野における国際知見に関する情報収集を行った。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国内知見（救急・災害対応）≫ 

台湾～石垣は、約270km、尖閣～石垣は約170kmの距離がある。石垣～那覇間は、約410

ｋｍあり、陸自ＵＨ－６０では、約 100 分、ＣＨ－４７では、約 120 分を要する。重症戦傷患者後

送は、尖閣・台湾に最も近い公的病院である当院でＤＣＳ等の処置を行う必要がある。 

≪医療と法執行機関との連携≫ 

戦術的戦傷者救護研修を法執行機関職員、消防職員、医療者に実施し、本邦で事態対処

医療を実施する上での課題を抽出し、対応策を検討した。医療者、消防職員が、敵の脅威に

直接さらされている状況下での救護（CUF）を実施することは極めて困難であり、法執行機関

隊員が事態対処医療、特に過去に経験した、または直面すると予想される課題を調査し、そ

れらに対応すべき CUF の知識・対処方法を習得する必要がある。 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する国内外の知見を基に、予防・検知・対応能力

の現状と課題を明らかにする研究 

今年度は「オリパラにおける NBCテロ対応の振り返りと今後のマスギャザリングイベ

ントにおける方針」をテーマに、国立感染症研究所感染症危機管理研究センター長 齋

藤智也氏（厚労科研「大規模イベント時の健康危機管理対応に資する研究」の成果報告）

及び藤沢市民病院副院長/神奈川県医療危機対策統括官 阿南英明氏（厚労科研「2020

年オリンピック・パラリンピック東京大会等に向けた化学テロ等重大事案への準備・対

応に関する研究」における自動注射器関連成果の報告）より知見共有を行うべく調整を

図ったが、両氏及び主任研究者共に新型コロナウイルス感染症対応のため非常に多忙で

あるため、今年度の開催は見送った。 
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研究代表者 
近藤久禎  国立病院機構本部・DMAT 事務

局・次長 
研究分担者 
明石真言  東京医療保健大学・東が丘看護

学部・教授 
木下 学   防衛医科大学校・医学教育部医 

学科免疫微生物学講座・教授 
齋藤大蔵  防衛医科大学校・防衛医学研究 

センター外傷研究部門・教授 
大西光雄  国立病院機構大阪医療センタ 

ー・救命救急センター・救命救急 
センター長 

竹島茂人  沖縄県立八重山病院・救急科・ 
       部長 

若井聡智  国立病院機構本部・DMAT 事務 
局・次長 

齋藤智也  国立感染症研究所・感染症危機 
管理研究センター・センター長 

高橋礼子  愛知医科大学・災害医療研究セ 
ンター・助教 

 

Ａ．研究目的  

 東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題となっている。現在、わが

国は、東京オリンピックや大阪万博など

様々なマスギャザリングイベントを控え、

近年の国際状況を背景に、CBRNEを用いた災

害、テロの脅威もある。このようなリスク

の増大の中で、厚生労働省の健康危機管

理・テロリズム対策の強化、特に公衆衛生

及び医療における対策の強化は喫緊の課題

である。そこで、本研究においては、世界

健康安全保障行動グループ会合（GHSAG）を

含む、国内外のネットワークを通じて国内

外の最新の科学的・政策的知見を集約し、

各国の政策・実事例の分析を行う。その結

果を厚生労働省に提示し、本邦における

CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関する

公衆衛生及び医療に予防・検知・対応能力

の現状の課題と改善点を提案することを目

的とする。また、これら明らかにされた課

題・改善点に継続的に対応していくために、

本邦の健康危機管理対応に資する人材の強

化に必要な事項を検討し、その成果を素案

として厚生労働省に報告することを目的と

する。 

更に、R1 年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業）2020 年オリンピック・パラリンピ

ック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テ

ロ対応能力構築のための研究（研究代表

者：小井土雄一）との連携の中で、「CBRNE

テロ発生時の包括的行政対応に関する研究

（高橋礼子 研究分担者）」での成果の活用

及び「CBRNEテロ発生時の傷病者対応アウト

リーチツール作成に関する研究（高橋礼子 

研究分担者）」で作成したアウトリーチツー

ルの改訂を行い、本邦における公衆衛生及

び医療分野における継続的な CBRNE テロ対

応を行う点が、本研究における特色・独創

的な点である。 

 

Ｂ．研究方法 

⚫ CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関

する公衆衛生及び医療の予防・検知・

対応に資する人材の強化に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

【医療分野】 

1. MED-ACT の各分野掲載資料のブラッシ

ュアップ（特に人材育成の観点） 

 コンテンツ収集 

 H31・R2 小井土班及び今年度研

究班での新規作成資料の確認・

収集 

 CBRNE 各分野における文献・既

存資料等の情報収集 

 レイアウト・構成等の検討、コンテンツ

掲載 

2. R3 版 MED-ACT のモニター評価 

 評価ツール：WEB アンケート 

 アンケート項目：資料 1 参照 

 モニター対象者： 

 DMAT インストラクター・タスク 

（DMATインストラクターML（登録
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者約 2000 名）にて周知） 

3. モニター評価を踏まえた MED-ACT の改

訂 

評価結果より、必要に応じて MED-ACT の

改訂を行う。 

 

【公衆衛生分野】 

1. 各論的課題（健康危機管理）での実践

に関する研修プログラム（案）を作成 

2. 研修プログラム（案）に沿った課題の

実施 

 「国立病院機構本部 DMAT 事務局を

基幹とする社会医学系専門医研修

プログラム」にて、専攻医の経験課

題として提供する 

 課題に対する計画・実施・評価・改

善の一連のプロセスを経験させる 

3. 研修プログラム（案）のブラッシュア

ップ 

 専攻医及び指導医より研修内容・難

易度等についてヒアリングを行う 

 必要に応じて研修プログラムの内

容・実施時期・指導方法等について

再検討する 

 

⚫ CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知

見に関わる研究 

GHSAGを通じて、参加国における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する科

学的・政策的知見の状況を把握すると共

に、CBRNE テロ災害・マスギャザリング

に関する国内外の最新の学術研究・政

策・指針・ガイドライン、関連する技術

の開発の動向等の国際的な情報を収集・

分析する。特に、CBRNE 分野において先

進的な学術研究を行っている国際軍事医

学関連会議等に参加し、国際的な動向や

新たな知見を得る場として活用を図る。

各分野の研究分担者及び具体的な研究方

法は以下の通り。 

 

 放射線：明石真言 研究分担者 

令和 4 年 3 月までの国内外の研修や

関連する会議に参加し、教育・研修の

内容、構成等について事例の分析を行

う。また分析を基に、我が国における

対応能力の現状の課題と改善点を提案

する。 得られた現状の課題の改善のた

め、我が国の健康危機管理対応に資す

る人材の強化 に必要な事項（強化が必

要な分野、人材に求められる能力、育

成プログラム、育成後の受け皿等）を

検討する。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：

齋藤智也 研究分担者 

① GHSAG を通じて、参加国における

CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する科学的・政策的知見の状況を把握

した。グループの活動には、定期的な

電話会合及び年２回程度の対面会合

への参加を通じて行い、情報の収集と

分析、政策・人材育成強化に向けた課

題と改善点のフィードバックを実施し

た。 

② 公衆衛生を担当する組織及び行政

執行機関が発出した通知・通達、活動

マニュアル、ＨＰ等における COVID-19

に関する対応を振り返り、バイオテロ対

策に繋がる教訓を抽出し、課題を検討

した。 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

世 界 健 康 安 全 保 障 イ ニ シ ア テ ィ ブ

（GHSI）の化学イベントワーキンググルー

プ（CEWG）への参画 
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日本は化学イベントワーキンググループ

の当初からの主要な構成国であり、近藤

久禎氏（主任研究者）が議長を務めてきた

が、2013 年より英国の David Russell 教授

とともに嶋津岳士氏（前研究分担者）が本

WG の共同議長を務めることとなった。今

年度の CEWG には大西が web 会議やメ

ールを通じて各国・各組織からの CEWG

への参加者と意見・情報交換を行った。 

○ CEWG 会議の開催時期と場所 

・2021 年度は対面の会議は開催せず。  

○ web 会議の日程 

いずれも午前 8:00-9:30（オタワ時間）に開

催（日本時間で同日の午後 9:00～10:30）

された。 

 2021年 4月 14日 

 2021年 5月 20日 

 2021年 7月 29日 

 2021年 10月 6日 

 2021年 12月 2日 

 2022年 2月 3日 

 2022年 3月 31日 

 

 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分

担者 

防衛医科大学校防衛医学研究センタ

ー内に設置したブラストチューブを用

いて、駆動圧 3.0MPa で鎮痛剤・鎮静剤

麻酔下のブタ約 40kgを使用し、自衛隊

で用いている Type2 の防弾チョッキの

装着が超急性期の救命に繋がるか否か

の研究を行った。また、胸部や後上頸

部を守る鋼鉄製の防護具を作成して、

その救命効果についても研究した。さ

らに、麻酔をかけたマウスにレーザー

誘起衝撃波（LISW）を曝露する防衛医

科大学校の爆傷オリジナルモデル等を

用いて、両側胸背部に LISW照射後の致

死的モデル等に対するカテコラミンの

救命効果について研究した。 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分

担者 

ConRad 2021（放射線防護に関する国

際軍事医学会議）（ドイツ連邦軍放射線

生物学研究所主催）において、「ビタミ

ン C が放射線防護効果と放射線治療時

の抗腫瘍効果に与える影響」をワーク

ショップ形式で口頭発表し、本内容を

International Journal of Radiation 

Biology に論文発表した(Ito et al. 

Ascorbic acid-2 glucoside mitigates 

intestinal damage during pelvic 

radiotherapy in a rat bladder tumor 

model. Int J Radiat Biol doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145) 。 

Medical Biodefense Conference 2021

（生物剤防護に関する国際軍事医学会

議）（ドイツ連邦軍微生物学研究所主

催）において、「ヒト化マウスを用いた

経気道的 SEB ショックモデルの作製」

を発表したので、本内容と共に生物剤

防護に関する若干の考察を行う。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国内

知見（救急・災害対応）：竹島茂人 

研究分担者 

各方面からの電話等による情報収集。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究分担者 

 国際的に戦術的戦傷者救護 TC3 の指

導を行なっている、救急救命士資格を

持つ１等陸曹を講師として招聘し、独

立行政法人国立病院機構大阪医療セン

ターにおいて、２日間にわたり 30名（法
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執行機関職員、消防職員、医療者）が

参加した研修・実戦訓練を実施し、参

加者から聞き取り調査を行って課題を

抽出し、対応策を検討した。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究（若井聡 研究分担者） 

 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係

の専門家リストを基に、専門家ネットワ

ーク構築を行い、CBRNE 関係の専門家の

会合を実施する。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては特定の個人、実験動物

などを対象とした研究は行わないため倫理

的問題を生じることは少ないと考えられる。

しかし、研究の過程おいて各機関、それに

所属する職員等の関与が生じる可能性があ

るため、人権擁護上十分配慮すると共に、

必要であれば対象者に対する説明と理解を

得るよう努める。   

 

Ｃ．研究結果 

CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関する

公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に資

する人材の強化に関する研究 

（高橋礼子 研究分担者） 

【医療分野】 

1. MED-ACT の各分野掲載資料のブラッシ

ュアップ 

 本研究班の分担研究者及び各種研究班の

情報収集を行ったところ、人材育成に関す

る新規資料としては、以下の資料を入手し

た。 

➢ 自動注射器研修関連資料（H31・R2小井

土班にて作成・実施） 

 講義資料（スライド） 

 講義動画 

 試験関連資料（筆記試験問題、実技

試験評価票） 

 Q&A 

 資料掲載の際、各種資料はＷＥＢ上での

閲覧だけでなく、ダウンロードも可能な設

定とし、オフラインでも利活用出来るよう

にした。但し、当該研修自体が自動注射器

使用を想定した実働部隊（消防官・警察官・

自衛隊員・海上保安官）向けの研修であっ

たため、本研究担当課室（厚生労働省大臣

官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室）

とも協議の上、ID・パスワード付きの限定

公開とした。 

 

2. R3 版 MED-ACTのモニター評価 

ML 登録者約 2000 名の内、22 名から回答

を得た。以下に、主なアンケート結果を示

す（詳細は、資料 2を参照）。 

  

【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際

の内容として十分ですか？   

 専門的すぎる 4 

 丁度良い 16 

 内容が不足している 2 

  

【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際

に読みやすい・見やすいですか？  

 読みやすい・見やすい 8 

 普通 12 

 読みにくい・見にくい 2 

  

【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 3 

 丁度良い 19 

 内容が不足している 0 
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【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？  

 読みやすい・見やすい 6 

 普通 14 

 読みにくい・見にくい 2 

  

【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 1 

 丁度良い 21 

 内容が不足している 0 

  

【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？  

 読みやすい・見やすい 5 

 普通 16 

 読みにくい・見にくい 1 

  

【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨

床現場で活用する際の内容として十分です

か？  

 専門的すぎる 3 

 丁度良い 19 

 内容が不足している 0 

  

【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、

臨床現場で活用する際に読みやすい・見や

すいですか？  

 読みやすい・見やすい 6 

 普通 16 

 読みにくい・見にくい 0 

  

【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 4 

 丁度良い 18 

 内容が不足している 0 

  

【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？  

 読みやすい・見やすい 8 

 普通 14 

 読みにくい・見にくい 0 

  

【Q11】PWA 機能（オフラインでも資料閲覧

が可能な機能）は有用ですか？  

 有用である 15 

 機能自体は有用だが使いにくい 2 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 5 

  

【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザ

ー別に各資料及び個別項目をピックアップ

して表示）は有用ですか？  

 有用である 12 

 機能自体は有用だが使いにくい 3 

 不要である 1 

 使っていないのでわからない 6 

  

【Q13】単語からのページ移動機能は有用で

すか？  

 有用である 16 

 機能自体は有用だが使いにくい 3 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 3 

  

【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリ

ンク追加は有用ですか？  

 有用である 14 

 機能自体は有用だが使いにくい 2 

 不要である 1 

 使っていないのでわからない 5 
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【Q15】検索機能は有用ですか？  

 有用である 18 

 機能自体は有用だが使いにくい 1 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 3 

  

【Q16】MED-ACT を CBRNE テロ等発生時の対

応資料として活用したいですか？  

 活用したい 20 

 活用したくない 0 

 わからない 2 

 

3. モニター評価を踏まえた MED-ACT の改

訂 

 モニター評価の結果から、以下について

改善の要望（一部抜粋・要約）があった。 

 （総論）資料のリンク切れ（厚労省 HP）

の対応をして欲しい。 

 （各論：化学）情報量が多いので、緊

急時向けに重要事項をピックアップし

て欲しい。 

 （各論：生物・化学）：対応をフローチ

ャート化して欲しい。 

 （検索機能）大まかな位置が示される

だけで、どこに記載されているかがわ

かりづらい。 

しかし、 

 リンク切れ資料については改訂版の発

出があるが、厚労省 HP に公開が無い。 

 重要事項ピックアップやフローチャー

ト化は、既存資料を改変せず掲載する

形をとっているため、即応が難しい。 

 検索時にピンポイント表示させるため

には高度なシステムが必要であり、即

応が難しい。 

の理由から今年度の改訂は見送り、来年度

以降の課題として継続的に対応することと

した。 

 

【公衆衛生分野】 

1. 各論的課題（健康危機管理）での実践

に関する研修プログラム（案）を作成

（詳細は資料 3参照） 

 研修プログラム（案）として、以下の 3

項目に分けて整理・作成した。 

➢ 研修全体の大まかな流れ・概要 

 テロ関連課題に先行して、総括的課

題で災害対応を主軸にしたものを

経験したり、各論的課題の大規模災

害対策を経験する 

 テロ対応は実践例が非常に稀であ

るため、訓練企画や対応計画策定等

をベースに課題付与する 

➢ 課題の具体例 

 テロ関連訓練の企画・実施 

 災害 BCPへのテロ事案の組込み 

➢ 課題実施時のプロセス 

 情報収集→情報の分析→解決のた

めの計画の立案→実行→評価 

 

2. 研修プログラム（案）に沿った課題の

実施（詳細は資料 4参照） 

I. 研修実施状況・課題設定（関連分野の

み抜粋） 

➢ 研修 1年目  

【総括的な課題】 

 組織マネジメント：札幌市における

コロナ対応体制作り 

 プロセスマネジメント：R2 大規模

地震時医療活動訓練（北海道）の企

画 

【各論的な課題】 

 大規模災害対策：R2 大規模地震時

医療活動訓練（北海道）での対応計

画策定・検証 
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➢ 研修 2 年目 

【各論的課題】 

 テロ対策：『神経剤解毒剤自動注射器

の配備・配送訓練』の企画・実施を

課題として設定 

 

II. 課題実施プロセス 

① 情報収集 

本邦における Cテロ対策全般と自動

注射器導入の経緯について確認 

② 情報の分析 

R2小井土班（国家備蓄・自動注射器

の配備・配送についてのコンピュータ

ーシミュレーション）での結果を踏ま

えた問題点の整理 

③ 解決のための計画の立案 

対応計画として、以下のステップを

設定。 

i. 国家備蓄の備蓄場所から医療

機関への配送 

ii. 自動注射器の事前配備場所か

ら発災現場への配送 

iii. 発災現場における自動注射器

の使用も含めた現場活動 

iv. 発災現場から医療機関への傷

病者の搬送 

v. 医療機関における受入れ・外来

診療・入院 

④ 実行 

対応計画の内、有識者・関係機関等

へのヒアリングにて検証するパート

（ⅱ）、机上訓練で検証するパート（ⅲ、

ⅳ、ⅴ）、実動訓練で検証するパート

（ⅰ）に分けて設定 

⑤ 評価 

当初のシミュレーション結果より

も、時間が掛かる/条件が増えること

が判明。 

⑥ 評価結果に基づく継続的改善 

検証結果を踏まえ、追加/新規デー

タを踏まえた配備・配送シミュレーシ

ョンを実施予定。 

 

3. 研修プログラム（案）のブラッシュア

ップ 

≪専攻医ヒアリング≫ 

➢ 課題の内容 

オリパラのタイミングもあり、実動のみ

では検証が難しい事案について、小井土班

でのコンピューターシミュレーション等も

含めた検証に携わることが出来、非常に良

い経験になった。 

➢ 課題の難易度 

一般論として、指導医含めて前例・経験

が少なく、決まり事も少ないので、『セオリ

ー通りの課題経験』という事にはなりにく

い。また、教科書や勉強会等が少なく、知

識を身に着ける機会がどうしても少ないた

め、相対的に課題の難易度は高く感じると

思われる。 

➢ 先行課題との関連付けの必要性 

危機管理対応全般の基礎として学ぶこと

が出来るため、先行して大規模災害等の課

題を経験出来るとよい。 

➢ 課題実施のタイミング（研修年次とし

て適切か） 

副分野での学習をどの程度重点的に行う

かにもよるが、3年目に副分野経験及び主分

野経験課題の論文化等を行うならば、1年目

で大規模災害関連課題を先行経験した上で、

2 年目でのテロ関連課題の経験が良いかと

思う。一方で、DMAT 事務局での経験ベース

に考えれば、1 年目で基礎（DMAT 養成研修

等）、2年目で災害訓練主担当、3年目でCBRNE

（特殊災害）という流れがスムーズと思わ

れる。 
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≪指導医ヒアリング≫ 

➢ 課題設定の一般化にあたっての課題 

 DMAT 事務局では、指導医の専門分野によ

りテロ関連課題の設定も比較的容易だが、

指導医の専門性により設定困難な場合は、

テロ対策研修等の実績のある施設との連携

（例：新潟大学災害医療教育センターの教

育プログラム等の活用）を行うと良い。ま

た可能であれば、専門センター（中毒情報

センター・放医研・感染研等）との連携を

図ると、より専門的な学習が可能である。 

更に、テロ対策は医療関係者だけでなく

実動部隊（消防・警察・自衛隊・海保等）

との連携も重要であるため、指導医により

意見交換等の場を積極的に設けることも、

課題経験の中で必要である。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知見

に関わる研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

【原子炉等規制法または放射性同位元

素等規制法に基づく報告からの情報】1) 

原子力規制委員会の上記サイトには、

治療を必要とする放射線被ばくもしく

は放射性物質による汚染事故・災害・

テロの報告はなかった（令和 4 年 3 月

31 日現在）。なお 5 月 29 日兵庫県姫路

市の日本製鉄瀬戸内製鉄所広畑地区で

起きたとされる事故に関しては記載無

かった。 

【IAEA と OECD/NEA が運営する事故

報告サイト NEWS が示す情報】2) 

2021 年には治療を必要とする放射線

被ばくもしくは放射性物質による汚染

事故・災害・テロの報告はなかったが、

放射線源の盗難の報告は 1 件あった 3), 4)。

2021 年 2 月 8 日、メキシコ中部のグア

ナフアト州 (Guanajuato)のサラマンカ

市(Salamanca)で、車に積まれていた工

業用非破壊検査用のカメラ DELTA 880 

(D2766)が盗難されたことが、同国の原

子力規制当局である Comisión Nacional 

de Seguridad Nuclear y Salvaguardias 

(CNSNS)に報告された。このカメラは、

2.035 TBq の γ 線を出すイリディウム

Iridium-192が線源として使われていた。

幸いにもこの線源は、約 17 km 東南に

ある同州のサラビア(Sarabia)で遮蔽さ

れたままで見つかり、回収された。被

ばくした者はいなかった。 

 

 

図 盗難されたカメラと同型の DELTA 

880 シリーズ 

https://i2.wp.com/irss.ca/wp-content/uploa

ds/2016/07/880Delta-Large-with-Logo.jpg

?fit=3600%2C3115&ssl=1 

 

1) https://www.nsr.go.jp/activity/bousai/tr

ouble/houkoku/index.html 

2) https://www-news.iaea.org/EventList.a

spx 

3) https://www-news.iaea.org/ErfView.as

px?mId=84250c7f-2e93-4b30-8915-a

a5297e2d88a 

4) https://www.iaea.org/newscenter/press

releases/mexico-informs-iaea-about-th

e-theft-of-a-radiography-camera-in-sa

lamanca-guanajuato-state 
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【UNSCEAR 原子放射線の影響に関す

る国連科学委員会の動向】 

 "2011 年東日本大震災後の福島第一

原子力発電所における事故による放射

線被ばくのレベルと影響：

UNSCEAR2013 年報告書刊行後に発表

された知見の影響"と題する報告書の日

本語版が公開された。テロとは直接関

係がないが、放射線の健康影響を科学

的に評価するという点では、参考にな

る報告書である。 

1) https://www.unscear.org/unscear/en/fu

kushima-japanese.html 

2) https://www.unscear.org/unscear/en/fu

kushima.html 

【国際研修に関する情報の収集】 

今年度は主だった国際研修はなく、

国際会議に専門家として参加し、放射

線被ばくに関する情報を収集した。 

(1) WHO 世界保健機機関（スイス） 

WG on Revision of WHO's 2007 report 

on stockpile for radiation emergencies 

Web 開催にて会合を 2021 年 5 月 27 日、

8 月 17 日、9 月 23 日、10 月 15 日の 4

日間行った。 

 WHO は 2007 年 2 月 14-16 日に”WHO 

consultation meeting on development of 

stockpiles for radiation and chemical 

emergencies”を開催し、”Development of 

stockpiles for radiation emergency” とい

う報告書を刊行している。この報告書

は、放射線緊急時に必要な薬剤備蓄に

関する考え方を述べたものである。今

回この報告書を改訂し、より多くの内

容を含むための会合が開催され、参加

した。原子力・放射線災害/テロ時医療

に必要な医薬品にとどまらず、治療法

にも言及しており、研修のテキストと

しても有用である。” WHO POLICY 

ADVICE Establishing National Stockpiles 

of Medical Countermeasures for Radiation 

Emergencies” として来年公開される予

定である。 

【プルトニウムやアメリシウムによる

体内汚染時の除染剤に関する情報】 

DTPA を健常人に 4 日間 1g の静脈注

射またはエアロゾル吸入により投与す

ると、血清 Znのレベルを減少させ、尿

中の Znの排泄速度を増加させた。同時

に血清 AP を減少させたが、投与を止

めると Zn も AP レベルは回復している

。また DTPA は Pb や Cd などの有毒金

属の排泄速度を上昇させ、Hg の増加も

観察された。これらの結果は AP が

DTPA による体内の必須元素の低下を

示す指標であることを示唆している。

またこれらの結果は、DTPA が Pb、Cd

、またはHgによる急性重金属中毒の治

療に有用である可能性があることも示

した。 

【国内の教育・研修に関する情報の収

集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、

情報を分析した。 

(1) 特定非営利活動法人 NPO 等 

1) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推

進機構 第 4 回消防職員等や医療

従事者のための CBRNE テロ・災

害と現場の対応 担当者養成講習

会「放射線テロ・放射線災害と対

策－東京オリパラ大会等で気を

付ける点等－」2021 年 6 月 

2) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推

進機構 医療従事者・消防職員等

のための CBRN 災害医療対策講

習「放射線テロ・放射線災害の動

12

https://www.unscear.org/unscear/en/fukushima-japanese.html
https://www.unscear.org/unscear/en/fukushima-japanese.html
https://www.unscear.org/unscear/en/fukushima.html
https://www.unscear.org/unscear/en/fukushima.html


向と対策－消防職員のための基

礎知識－」2021 年 12 月 

3) 特定非営利活動法人災害医療 ACT

研究所 2021 年度 災害医療従

事者研修（オンライン）「原子力

災害への対応の実際」2021 年 6 月 

(2) 教育・学術関連 

1) 第 9 回日本放射線事故・災害医学会

年次学術集会「教育講演 1 

UNSCEAR2020 レポートの概要」

2021 年 9 月 

2) 国立研究開発機構法人量子科学技

術研究開発機構 令和 3 年度_全

国原子力災害医療連携推進協議

会「演題 今、原子力災害医療機

関求められていること」2022 年 2

月 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーシ

ョン：齋藤智也 研究分担者 

① GHSAG BioWG会合は、COVID-19の影響

で対面会合は行われなかった。令和 3 年

度は、関係する電話会合が計 2 回行われ

た。2021年 6月に COVID-19対応に関する

活動を終了することをメンバー内で確認

し、同年 11 月に電話会合で生物学的脅

威・バイオテロに再度焦点を当てること

を確認した。2022 年 1 月に、類鼻疽のア

ウトブレイク事例等、関連事例に関する

情報共有をおこなった。また、2022 年度

の議題として、机上演習や SOP について

議論を行うとともに、SOPを向上するため

の国際実働演習に関与していく方向性を

確認した。 

 

② COVID-19 対応から得られた生物テロ

に関する教訓 

新型コロナウイルス感染症対策（以下、

COVID-19 対策）は、社会全体の感染症

に対するレジリエンスを大幅に強化する

結果となった。生物テロ対策強化という

観点でもこれは大いにプラスになると考

えられるが、特に検知、対応、事前準備

の３フェーズの中では、対応に関する強

化につながっていると考えられる。強化

につながったと考えられる部分について

振り返りつつ、引き続き問題となる点を

考察する。 

 

• サーベイランス体制の拡充 

➢ COVID-19 に対しては、新型コロナ

ウイルス感染者等情報把握・管理支

援システム（HER-SYS）が開発され、

感染者等情報に関する電子的入力、

一元的管理、共有がなされ、さらに

感染者の健康状態のフォローアップ

等も一元化された。また、集計や各

種資料作成の自動化も進められてい

る。 

➢ HER-SYS は COVID-19 のみが対象

であり、また導入当初は不備も多く、

各種改善を図り活用が進められてい

るが、開発経験は次期システムのコ

ンセプトにも生かされ、より簡便で

迅速な情報収集・分析システムの開

発が進められている。 

• 検査室診断体制の拡充 

➢ 生物テロ発生時には、多数の曝露者

が発生した場合等、大量の検査需要

が発生することが想定されるが、

COVID-19 対応を通じて病原体検

査のサージキャパシティが大幅に

拡大した。国立感染症研究所におい

て、検査判定を速やかに実施する多

量検体検査システムの緊急整備を

行い、検査可能検体数を大幅に増加
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させ、ゲノム解析体制も大幅に拡充

した。また、地方衛生研究所におい

て次世代シークエンサー及びリア

ルタイムＰＣＲ装置の整備を支援

し、体制を拡充させた。加えて、大

学や民間検査機関への外部委託も

活用し、サージキャパシティを確保

した。また、検査法についても、迅

速ウイルス検出機器を新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）に対

応可能にする開発が開始され、変異

株に対するスクリーニング検査等

も迅速に開発して配布した。 

• 積極的疫学調査（接触者追跡）体制

の拡充 

➢ 生物テロ発生時には、大規模な積極

的疫学調査（接触者追跡）の実施が

求められる可能性がある。積極的疫

学調査（接触者追跡）についてはキ

ャパシティが大幅に拡大した。外注

による体制の拡大や外部からの専

門人材の活用も進められている。そ

のための専門人材の育成と活用の

仕組みとして、IHEAT 人材の登録、

育成プログラムも開始した。 

• 基本的な感染管理が関係諸機関に浸

透 

➢ 秘匿的な散布による生物テロでは、

発生に気づかず初動対応者（医療関

係者、消防、警察等）が無防備なま

ま曝露することによる被害拡大が

懸念される。 

➢ 一方で、感染管理の標準予防策を浸

透させるには、意識の面でもコスト

の面でも難しい側面があった。発熱

者、呼吸器症状がある者への対応も、

動線や対応時間を分けるなどの対

応が医療機関で行われてきたとは

言い難い。 

➢ しかし、コロナ禍では、これら感染

症が疑われる患者に対する基本的

な意識と PPE を着用しての対応等

が相当に浸透するきっかけとなっ

たと考えられる。 

➢ 救急隊においても消防庁から２０

２０年２月１日、通達『新型コロナ

ウイルス感染症に係る消防機関に

おける対応について』が発出され、

加えて、救急隊員の感染防止対策、

ワクチン接種の推奨、資器材の消毒

等を適切に実施するための現場の

マニュアルも改訂され、消防におけ

る疑い患者及び陽性患者の搬送に

ついて、感染防止の観点から具体的

な対策が示された。 

• 患者搬送体制の拡充 

➢ 感染者の搬送キャパシティが大幅

に増加し、公用車や消防等に加え、

民間救急サービスもフルに活用さ

れるようになった。 

• 大規模予防接種体制の構築 

➢ 新型インフルエンザ等対策の中で

大規模予防接種体制の検討は進め

られてきたが、COVID-19 ワクチン

の接種体制は 1 日 100 万回接種を

達成する大規模接種体制が実現さ

れた。 

• 警察との連携機会 

➢ 生物テロ発生時には、特に捜査・調

査の過程で保健所等公衆衛生当局

と警察の連携が必要とされる。また、

対応にあたって、感染者との接触や、

汚染された現場の立ち入り等曝露

機会があることから、感染対策等で

保健所が助言を求められる機会も

想定される。 
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➢ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

（COVID-19)の自宅療養等の対象

者について、保健所において行方を

把握することができない事例につ

いて、保健所から行方不明者として

都道府県警察に行方不明者届を提

出する枠組みが整理された（新型コ

ロナウイルス感染症の軽症者等に

係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向け

た準備について（令和 2 年 4 月 2

日付事務連絡）」。 

➢ この届出に係る行方不明者は、感染

症の発症や感染拡大の可能性があ

ることから、特異行方不明者（規則

第２条第２項第５号）として、規則

第 30 条に基づく警察署長の措置に

より保健所長から行方不明届を受

理すること、としている（保健所長

から新型コロナウイルス感染症の

患者に係る行方不明者届がなされ

た場合の対応上の留意事項につい

て（通達））。この場合、特異行方不

明者として必要な手配を行うとと

もに、立ち回り見込み先の調査等、

所要の発見活動を行うこととされ

る。また、発見時には、各都道府県

の個人情報保護条例に従い、保健所

に対し、当該行方不明者の居所や連

絡先に関する情報を提供すること、

としている。 

 

平成21年国家公安委員会規則第13

号行方不明者発見活動に関する規

則 

第２条２ この規則において「特異

行方不明者」とは、行方不明者のう

ち、次の各号のいずれかに該当する

ものをいう。 

五 精神障害の状態にあること、危

険物を携帯していることその他の

事情に照らして、自身を傷つけ又は

他人に害を及ぼすおそれがある者 

第三十条 警察署長は、行方不明者

届がなされていない場合又は行方

不明者届をしようとする者が第六

条第一項各号に掲げる者でない場

合であっても、生活の本拠を離れそ

の行方が明らかでない者のうち、第

二条第二項各号のいずれかに該当

すると認められるもの、他の法令に

基づき行方の調査等を求められた

ものその他特に必要があると認め

られるものについて、この規則によ

る措置をとることができる。 

 

➢ 本通達には留意事項として、「発見

活動においては防護具等が必要と

認められる場合は、保健所に提供を

求めるなど、警察職員の感染防止に

十分配意すること」「受理時におい

ては、当該行方不明者を発見した場

合における保健所側の対応や、夜

間・休日の連絡窓口等について確認

しておくなど、必要な調整を図るこ

と」としており、感染対策や保健所

との連携強化を求める文言が示さ

れている。 

➢ 通達では、感染症法には、警察が行

使し得る特別な権限に関する規定

は設けられておらず、一般的な警察

権限に関する法令の枠内での対応

が原則となることを明示している。 

【今後の課題】 

• 新規感染症の報告体制 

➢ COVID-19 発生当初は、感染症法の
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位置付けがまだ無い中でどのように

感染者の報告を得て情報収集を行う

かが問題となり、疑似症サーベイラ

ンスの枠組みを活用して報告を得て

検査を行った。感染症法外の感染症

で、指定感染症等の感染症法の位置

付けが与えられる前段階での感染者

報告・情報収集を得る枠組みについ

ては、生物テロ対策のコンテクスト

でも課題となり得る。 

• 法執行機関との連携 

➢ 上記のように、COVID-19 対応を通

じて警察との連携強化につながる局

面はあったものの、具体的に人為的

散布が疑われる事例において必要と

される警察と公衆衛生機関の連携に

ついては、引き続き検討が必要であ

る。 

➢ 感染性の環境検体の採取や検査等に

おいて、COVID-19 対応関連で警察

と地衛研が連携強化につながる事例

はなかったと考えられる。 

➢ 事案現場の交通封鎖や除染について

も、特段連携強化につながる事例は

なかったと考えられる。 

➢ また、生物テロ発生の認知過程にお

いては、脅威情報に関する公衆衛生

関係機関への共有や合同評価も不可

欠な要素であるが、当然今回の

COVID-19 対応ではカバーされてい

ない。 

➢ COVID-19 対応を通じて、両機関の

コミュニケーションの機会は増えた

と考えられ、今後もまずはその機会

を増やすこと、さらにはシナリオ演

習等を通じ、問題点の共有や合同で

の検討を行う機会を設定することが

必要であると考えられる。 

• 自然発生とテロによる発生のリスク

認知のギャップ 

➢ 同じ感染症の患者発生であっても、

未知の要素や人為的な要素が加わ

ることで、社会のリスク認知は大き

く異なる。病院や搬送機関のキャパ

シティが増加したものの、それが未

知の病原体やテロによるものであ

った場合、同様に活用できるとは限

らないことに留意する必要がある。 

• 拡充された体制の維持 

➢ 今回 COVID-19 対応で拡充された

体制がいかに維持されるかが課題

である。感染管理については、基本

的な文化として定着していくこと

が求められる。サージキャパシティ

については、再度拡張可能な体制を

維持・構築していくことが求められ

る。 

• 発生時のリスクコミュニケーション 

➢ COVID-19 対応においてもリスク

コミュニケーション（発生状況の周

知、対策に関する周知や双方向的な

コミュニケーション）については多

くの経験を詰んだ一方、課題があっ

たところである。特に国民の不安を

解消し、対策に納得を得るコミュニ

ケーションのあり方については引

き続き検討が必要である。 

➢ 特に生物テロについては、それが人

為的なものであるとの評価が必要

であるが、誰がどのように評価して、

国民に対して説明するのか、という

点が、特にコミュニケーション上問

題 と な る と 考 え ら れ る が 、

COVID-19 対応ではそのような要

素はなく、引き続き検討が必要であ

る。 
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 化学剤：大西光雄 研究分担者 

GHSI の CEWG を通じての情報収集と発信 

①  電話会議を通じての情報収集 

 資料 1～5 に各会議において取り上げられ

た主要な議題について示す。 

  2021 年 4 月 14 日 （資料１） 

  2021 年 5 月 20 日 （資料２） 

  2021 年 7 月 29 日 （資料３） 

 2021 年 10 月 6 日 （資料４） 

 2021 年 12 月 2 日 （資料５） 

 2022 年 2 月 3 日 （資料６） 

 2022 年 3 月 31 日 （資料７） 

 

 Web 会議の主要なトピックスとしては、(1)

従前からの課題であるが、フェンタニル系薬

物の散布による化学テロの危険性が増して

い る 。 Opioid の 脅 威 に 関 す る レ ビ ュ ー

（Public Health and Medical Preparedness for 

Mass Casualties from the Deliberate Release 

of Opioids）の最終稿が出来上がった状態

（12 月現在）であり公開され次第、日本でも

周知していく必要がある。 

 

(2)広範囲に影響を及ぼす災害からの回復

に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ （ Recovery 

Workshop）。化学災害（加えて爆発、原子力

災害、COVID-19 パンデミックを含む）後の

コミュニティーの回復に関するシンポジウム

が 2022 年 1 月に開催された（資料 8）。シン

ポジウムの目的は 5 つ挙げられている。 

1. 化学物質事故の危険にさらさ

れているコミュニティーの特定

すること 

2. 事故の影響を受けながらも利

用可能な公衆衛生ツールの

評価すること 

3. 事故後のコミュニティーの回

復を促すために利用・展開で

きる公衆衛生介入に関して説

明すること 

4. 事故後のコミュニティーにお

けるコミュニケーションおよび

エンパワーメントに関する方

法論を説明すること 

5. 事故の影響を減弱させ、それ

によって回復力を高め、回復

を促進するためのツールや手

順の概要を示すこと 

が挙げられている。取り上げられた事故事案

をシンポジウムが開かれた日程順に示す。

本シンポジウムは録画記録され、公開される

予定となっているが、本報告書作成時点で

はまだ公開されていない。（発表時の画面情

報を資料として本報告書を作成した。） 

 

シンポジウムを通して注目されていた課題は 

・ 医療システムと公衆衛生に関する準備

と対応における体系的な取り組み 

（systemic challenges in the healthcare 

system and public health preparedness 

and response） 

であった。 

 

2022 年 1 月 13 日開催 

テーマ：危険にさらされているコミュニティー

の特定） 

⚫ ベイルート港爆発事故（2020 年） 

この事故では、硝酸アンモニウムが爆

発したが、人的影響として年齢、性別、

体重、フィットネス、個人防護具、栄養、

治療へのアクセスで検討されていた。ま

た環境要因として、開放空間、閉鎖空

間、建造物の崩壊、衝撃波の反射や防

護の影響、粉塵やその他のハザードに

関して検討されていた。 
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化学物質暴露を伴う爆傷の性質があっ

たが、トキシドロームとして認識されたも

のはなかった。 

SNS による誤った情報の拡散が認めら

れた。 

環境へのリスクアセスメントが行われた。

影響を受けたエリアを特定し、情報を収

集し大気のモニタリングや放射線量測

定が行われた。調査内容としては、粉

塵に含まれるアスベストのモニタリング

や、損壊した建造物から漏出した化学

物質、火災の危険性、港湾に運搬され

ていた食品の安全性、飲料水や排水

の汚染が挙げられた。アクションプラン

として、記録すること、廃棄物の処理方

法や移送方法、飲料水の評価、火災予

防が挙げられ、緊急リポートとしてハザ

ードを特定し、曝露時の評価、危険性

の内容、リスクマネージメント/リスクコミ

ュニケーションを発出し順次アップデー

トした。 

これらのアクションプランを実行に移す

にあたり、SNS では放射性物質への曝

露が問題となっていたため、客観的情

報（空間放射線量がバックグラウンドレ

ベルのままであることなど）をレバノン原

子力エネルギー委員会から発出した。

アスベストの飛散に関する不安も高まっ

ていたが、実際に港湾地区の大気から

アスベストが検出されたため、広範囲に

アスベストのモニタリングを行ったが他

の地域からは検出されなかった。しかし、

アスベストが懸念された建造物を解体

する場合には評価を行った。爆発 1 ヶ

月後に二次火災が発生し、煙を吸入し

ないように勧告がなされた。さまざまな

瓦礫が集積されたエリアからの火災で

あったが、タイヤやプラスチック、油や

電化製品が燃えたものと考えられた。ア

スベストは含まれない建造物の火災で

あった。しかし、広域火災となった場合

の避難所や退避方法に関しては調整

がなされていない課題が明らかとなっ

た。 

地域コミュニティーとのコミュニケーショ

ン方法における課題としては、さまざま

な利害関係者に対して導入可能な内

容であり、目的（例：行動変容）、対象者

（例：爆発エリアの周囲の居住者）、特

定の課題に対する対処（例：所有物の

清掃法）、時期の設定、これらコミュニケ

ーションの効果のモニタリングが挙げら

れた。 

労働衛生に関しては、瓦礫を処理する

ボランティアや NGO 職員などの個人防

護具（PPE）が適切であるか、アスベスト

の危険性などが含まれたが、国際労働

機関（ILO）などのアドバイスを受けるこ

ととなった。 

このような取り組みの結果、復興時の健

康に関する助言が出された。その中に

は、ハザードに関して詳述され、アスベ

スト含有の瓦礫や汚染された所有物の

清掃法、マスクの使用、子供の屋外活

動、被災地域内で働くNGO職員を通じ

た地域住民とのコミュニケーションが含

まれた。 

健康管理に関して、短期および長期の

健康管理のために登録業務を行なった。

曝露レベルを被災場所との位置関係か

ら５段階で評価し、居住者、緊急対応

者、ボランティア、訪問者等に分類し登

録した。ベイルート病院やレバノン赤十

字が把握している傷病者データ等を基

本に WHO の健康管理プロトコールに

準拠して行われた。 
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一連の対応における成果物として、環

境公衆衛生レポート、WHO レバノン火

災通知文書、科学技術ワーキンググル

ープ設立、健康管理プロトコールガイド

ライン、環境公衆衛生通知戦略、復興

での防護的活動文書が挙げられた。こ

れらにより、利害関係者同士での協働

や意思疎通が図られ、国内外の関係者

に対してアクションプランが明らかとなり、

大衆への連絡が改善され防護的な行

動が促された。 

現在では、化学物質に関する安全トレ

ーニングや PTSD を含む精神的な評価

等が取り組まれている。また、発災三週

間以内にヘルスケアシステムは回復し

ていたことや、地域コミュニティーが心

理的応急対応や心理社会的サポート

に取り組んでいることが強調された。 

 

2022 年 1 月 20 日開催 

テーマ：コミュニティーとの関わり 

⚫ ミシガン州フリントの水質汚染（2016

年）：長期にわたる鉛等での水質汚染 

フリントは 1908 年に設立されたゼネラ

ルモータースが 1940 年代に工場群を

建設し、1960 年代に人口は 20 万人に

増加し、1986 年ごろから 1999 年にかけ

てすべての工場が閉鎖された地域であ

る。2014 年 4 月から飲料水をフリント川

から取水し始め、住民は当初から異臭

に気づいていたが、市は安全であると

宣言した。しかし、2016 年 1 月にミシガ

ン州はフリントの飲料水に対して鉛が含

まれているとして緊急事態宣言を出す

ことになった。 

オペレーションは、５つのタスクフォース

（水質、保健福祉、栄養学と教育、健康

と医療、公衆衛生）から構成された。地

域コミュニティーとの関わりで念頭に置

いていたのは“People want to know 

that you care, before they care what 

you know.（住民が気にしていることは、

我々が知ったことで何を気にしているか

ではなく、我々は何を気にしているか？

である。）”であった。シンポジウムでは

フリントでの当時の調査結果において”

信頼“軸と”有用“軸に分けた四分表が

示されコミュニティーに関わる機関等を

分類していた。例としては、大学の科学

者や家族、教会のコミュニティーが比較

的高く評価され、州の科学者や州の公

式見解は低く評価されていた。このよう

な背景を理解した上で、アクションプラ

ンが練られた。例えば、水質検査にお

いては州と利害関係のない科学者立

会のもとで行い、信頼性を高めた。また、

コミュニティーグループ、オープンハウ

ス、広告塔となる人材、円卓会議、草の

根活動を通じて地域住民に積極的に

関与し、合意形成や教育を図っていっ

た。 

結果的には、この事件において、現在、

信頼を得れているか？と考えた場合に

は、まだ信頼を得ているとは言えないと

判断されていた。“People want to know 

that you care, before they care what 

you know.”が最後にもう一度強調され

た。 

 

⚫ メキシコ湾原油流出事故（2010 年） 

メキシコ湾の特徴としては、598,000 人

の労働者が存在し、その 90％以上が石

油やガス産業に従事している。また、数

百万ドル規模の海洋建築や海運産業

があり、２千万ドル相当の観光や漁業と

いった産業がある。そのような背景から、
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化学事故災害をもたらす自然災害や人

為災害の危険性が存在する。 

現在の緊急の課題は、今回の話題であ

る2010年のディープウォーターホライゾ

ン社の爆発火災に伴う原油流出事故

以外に、2014 年に燃料流出、2016 年と

2021 年のテキサス市のフッ化水素漏出

事故、2021 年の メルカプタン漏出事

故（当初は硫化水素漏出事故とされ

た）など数多くの化学物質が関与する

事故が示された。 

コミュニティーに対して、なぜ、どのよう

に関与していくかが課題であった。使

命として、コミュニティーのニーズに対

応する研究に通じる関係性を構築する

ことが挙げられた。具体的には、科学知

識を普及させて環境公衆衛生に関する

理解を深め情報に基づいた環境衛生

と健康政策を進めること、科学者と公衆

衛生の関係者の間で多方向性のコミュ

ニケーション戦略を構築すること、最善

と考えられる事例を検討しそれを普及さ

せることでコミュニティーの関与と環境

衛生コミュニケーションという分野を発

展させること、とされた。 

原油流出事故はメキシコ湾の海洋油田

で発生した。2010 年 4 月 22 日から 7

月 19 日まで火災および海洋への原油

流出が続いた。6 月 21 日までにメキシ

コ湾の約 40％が漁業の操業停止となっ

た。また、データ（流出データと衛生写

真データ等）に大きな乖離があり、ほと

んど何も合意が得られない状況に陥っ

ていた。（特に油の分散剤に関して）説

明責任がほとんどなされておらず、さら

に、海岸の被害状況の把握は 2014 年

までかかった。地域コミュニティーには

漁業に従事しているものがいたが、そ

の大半は海洋油田に関する労働にも

従事していた。 

地域への関与では、最初にコミュニティ

ーのニーズと関心の把握が行われた。

（長期的な健康への影響、汚染された

海産物に関しての関心が示された。）

次に、オイル漏出に関連した調査や教

育等のインタビューが行われた。（地理

的、民族的に異なるコミュニティーから

の参加者を募るべきとの提案があっ

た。）その後、４つの州の 24 のコミュニ

ティーに対して対面の会合を開き、調

査する課題を収集した。（目的を特定し、

それぞれに対する調査課題を抽出し

た。）最後にルイジアナ、ミシシッピ、ア

ラバマ州で科学者、臨床家、コミュニテ

ィーを含む会合を何度が開かれた。 

その結果、メキシコ湾での懸念事項とし

て、油と分散剤がもたらす長期的な健

康への影響（特に海産物の摂食に伴う

もの）が合意された。この問題に対応す

るための４つの州からなるコンソーシア

ムが作られた。調査プロジェクトはコンソ

ーシアムにより決定された。具体的には、

湾岸の住民に対する臨床的な調査、海

産物と住民に対する汚染の評価と生物

学的モニタリング方法の研究、コミュニ

ティーの脆弱性と回復力に関する調査、

コミュニティーに対する教育、知識の普

及に関する積極的な働きかけであった。

コンソーシアムの構成メンバーは非常

に多岐にわたることがシンポジウムでは

示された。 

以上の対応から学ぶべき事項として以

下のことが述べられた。 

・対応することは必須であるが健康への

リスクを正確に特定するには不十分とな

る。そのため複数の機関と共に取り組
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むことが必要となる。 

・災害の状況に応じて効果的、迅速か

つ適切に対応するため、公衆衛生と緊

急事態対応部署が連携する必要があ

る。 

・資料を収集、分析してエビデンスに基

づく計画を推進し、結果をコミュニティ

ーに提供しなければならない。 

・災害対応の研究と倫理審査を迅速に

行うための組織や政策を策定しなけれ

ばならない。 

・平時からのハイリスクコミュニティーに

関する研究が必要である。 

 

⚫ ラック・メガンティック鉄道事故（2013

年） 

この事故は、2013 年 7 月 6 日に発生し

たカナダケベック州のラック・メガンティ

ックにおける 72 輌編成の原油積載貨

物列車の脱線・爆発・炎上事故である。

ラック・メガンティックの住民は６千人で

あり、死亡者 47 名、44 棟の建物の倒壊、

2 千人の避難、比類のない原油流出事

故となった。 

この事故災害の特徴は、予期せぬ突然

の発災であり、恐怖や混乱、ストレスを

もたらし、人的・物的・経済的損失、避

難や行動制限、インフラや社会サービ

スの途絶、複雑な政府の対応、メディア

の関心、長期に及ぶ影響、コミュニティ

ー全員に影響した、といったことが挙げ

られた。 

このような背景から、この事故が地域住

民に与えた精神的な課題の評価や対

応が述べられた。 

心理学的な影響として、ストレスや苦痛、

睡眠障害、不安障害、うつ、PTSD、希

死念慮、貧困、アルコールや薬物依存、

家庭内暴力、不信と無礼な行動、とい

ったことが挙げられた。 

これら心理学的な問題から地域の復興

を図るために、健康や適応能力の増進、

敵対感情反応の防止、心理社会的リス

クからの保護を目的として、健康生成論

（salutogenesis）に基づいた方策がとら

れた。方策のための３つの要素が示さ

れた。 

理解度：ストレスの多い状況を理解して

分析する能力 

意義：一般的に人がストレスの多い状況

での生活に与える意義 

管理能力：ストレスの多い状況に対処す

るために利用可能なリソースを特定し動

員する能力 

 コミュニティーに対する調査は発災後１

年、２年、３年、５年経過時に行われた。

マイナスの結果（例：PTSD）、プラスの結

果（例：sense of coherence）が調査する

ステップ、市民参加を促しコミュニティー

の回復を促進するため地域の関係者と

市民と共に行動計画を構築するステッ

プといった二つのステップが踏まれた。 

コミュニティーを動員するための計画は

５段階で取り組まれた。１心理社会的イ

ンパクトに気づくこと、２集団で回想する

日、３コミュニティーの行動計画、４経済

的支援を含む支援、５地域における積

極的介入チームの組織づくりがなされ

た。 

例えば２の回想する日では、50 名の市

民や専門家が集い、復興の過程への理

解、現在までコミュニティーが経験したこ

と、これらから学ぶこと、解決への視点の

共有、明瞭で共通なポジティブなメッセ

ージをコミュニティーに伝達することを課

題とした。 
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３の行動計画では、心理社会的サービ

スの維持と適応、コミュニティーとの繋が

りの維持、住民の関与の促進を目標とし

て、市民の憩いの場、ポジティブな活動、

若者に対する健康学習、積極的介入チ

ームの常設がなされた。 

こ れ ら の 取 り 組 み は ”Promising 

Initiatives to Mobilize the Local 

Community in a Post-Disaster 

Landscape”としてケベック州から出版さ

れた（2021 年）。 

https://www.santeestrie.qc.ca/clients/

SanteEstrie/Publications/Sante-publiq

ue/Promising_Initiatives_DSPublique_20

21-10-31.pdf 

憩いの場の開設や、市民それぞれの

経験を共有できるような写真展（コミュニ

ティーが魅力的であることを再認識する

ための写真）、経験を語ってもらい傾聴

する仕組みが紹介された。この取り組

みにより、発災５年経過後の 2018 年の

調査では、カナダの他の地域と比べて

“親戚からの支援”、“相互支援の風土”

に関する指標が良くなっていることが示

された。 

以上の対応から学ぶべき事項として以

下の５つが示された。 

・心理社会学的な影響に関する長期モ

ニタリングは妥当である。 

・さまざまなグループの声を聞き、特定

のニーズや能力を考慮に入れる必要が

ある。 

・公衆衛生は健康を守ることと健康を増

進することのバランスを求めなければな

らない。 

・公衆衛生は地域機関や市民グループ

と密接に協力しなければならない。 

・公衆衛生は災害後の戦略と介入の開

発とその適応のために既存の知識を活

用するべきであろう。 

最後に災害のリスクに関して、心理社

会学的リスクを含み共通の認識を形成

しなければならないこと、調査と解決の

両方に関わるものが共に取り組むこと

が強調された。言い換えれば、災害そ

のもののマネージメントに限定するので

はなく、関連するすべてのリスクマネー

ジメントを含まなければならないと強調

された。 

 

⚫ インシデントからの回復の行動的・心理

社会的側面：COVID-19 以降の対応か

ら学ぶ 

英国での COVID-19 への対応が示さ

れたが、本研究の内容とは離れている

ためこの報告書では割愛する。 

 

2022 年 1 月 27 日開催 

テーマ：コミュニティーの強化“より良い復

興” 

⚫ 福島第一原発事故（2011 年） 

上村昌博氏（復興庁統括官付参事官 

原子力災害復興班 福島総括）がご講

演された。 

発災後から現在までの過程、帰還した

住民の数、帰還困難区域、放射性物質

に関する調査、風評被害対策、福島の

浜通りへの産業の誘致、原子力災害対

応の教育法の開発などが述べられた。 

 

⚫ 2017 年のハリケーンから学ぶこと 

自然災害からの復興に関する、多機関

連携の実際が報告された。本研究の内

容とは離れているためこの報告書では

割愛する。 

 

22

https://www.santeestrie.qc.ca/clients/SanteEstrie/Publications/Sante-publique/Promising_Initiatives_DSPublique_2021-10-31.pdf
https://www.santeestrie.qc.ca/clients/SanteEstrie/Publications/Sante-publique/Promising_Initiatives_DSPublique_2021-10-31.pdf
https://www.santeestrie.qc.ca/clients/SanteEstrie/Publications/Sante-publique/Promising_Initiatives_DSPublique_2021-10-31.pdf
https://www.santeestrie.qc.ca/clients/SanteEstrie/Publications/Sante-publique/Promising_Initiatives_DSPublique_2021-10-31.pdf


⚫ ハンガリーアルミニウム赤泥流出事故

（2010 年） 

2010 年 10月 4 日にアルミニウム産業廃

棄物である赤泥を貯留池の堤防が決

壊し 100 万立方メートルもの赤泥が流

出した事故である。 

健康被害から住民を守るため、即時対

応としてマスクを配布し最も影響を受け

るエリアの住民を退避させた。また、大

気のモニタリングを行い市民とのコミュ

ニケーションが図られた。発災 10 日後

の 10 月 14 日に復興への概要が示され

た。その一つとして、住民に対する起こ

りうる健康被害のモニターや更なる潜

在的な健康リスクを防ぐために環境健

康監視システムが被災地域に導入され

た。 

大気汚染においては、粉塵の電子顕

微鏡による解析や PM10 の濃度が計測

された。PM10 の濃度はハンガリーの他

地域と有意差は認められなかった。し

かし、小児でも成人でも PM10 の濃度と

呼吸器症状は密接に関連した。他地域

でも認められたことから、この PM10 への

暴露は赤泥からではなく共同暖房施設

から発生したのではないかと考えられて

いる。 

また小児において尿中の金属排出量

（赤泥に含まれる毒性の高い金属であ

るヒ素、カドミウム、コバルト、クロム、ニ

ッケル、バナジウム）の調査も行われた。

その結果、他の地域と比べて優位な差

は認められず、他国のデータとも差は

認めなかった。 

政府の健康スクリーニングセンターが

2011 年 12 月まで開設された（発災から

1 年 3 ヶ月間）。成人と小児の一般的な

医療、肺のスクリーニング、呼吸器脳評

価、眼科や耳鼻科、婦人科的な対応、

および被災地の外科的処置が含まれ

た。高血圧や心疾患、糖尿病に関して

もハンガリーの他地域と差はなく、癌に

関してもバイオマーカーや白血球やリ

ンパ球の検査が繰り返し行われたが、

癌のリスク上昇も認められなかった。 

この事故災害をきっかけに、対応を改

善するため対応する組織が強化された。

発災時に危機管理センターやリスクア

セスメント部門、現地健康対策部門や

政府の s クリーニングセンターが開設さ

れることが決まった。また、地域自治体

では、元の居住地にできるだけ早く戻

れるようにすること、被災エリアの大気

のモニタリングを行うこと、大気の微粒

子の測定に関して被災住民に説明す

ることが重要とされた。 

（これまでの他の災害対応と異なり）単

一チャンネルでのコミュニケーションが

一貫性のある明確な情報を伝えるとい

う意味において利点があるが、専門家

から情報を得る欠点もあるとされた。（こ

の部分の意味は不明瞭でした。） 

スウェーデンや国連からの第三者評価

を受けたことも示された。 

赤泥の影響を受けた土壌は 5cm より赤

泥の堆積が厚い場合には除去され、

5cm 以下の場合には赤泥ではなく土壌

として扱われた。 

被災エリアには 120 棟の居宅があった

が、赤泥の影響のないエリアに新しい

集落として移されたことが報告された。 

 

以上が本シンポジウムで紹介された主

として化学物質が影響する被災したコミ

ュニティーへの対応および復興への方

策である。 
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(3)GHSI が 予 定 し て い る Evewnt 

Management Response Framework 作成の

準備。 

GHSI は 現 在 、 Risk Management and 

Communication Working Group: RMCWG

を通じて global health security に関して早

急の対応が望まれる、あるいは新たに発

生した脅威に対処するための Evewnt 

Management Response Framework の作成

に取り掛かっている。CEWG はその中で

化学イベントに対応するための部分に関

わっており、現時点では化学イベント対応

に役立つと考えられる資料の確認がなさ

れている。代表的な資料を本報告書の末

尾に付記する。 

 

 

 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分

担者 

自衛隊で用いている Type2 の防弾チ

ョッキを装着すると、呼吸停止の発生

率を下げて、爆発に対する救命効果が

あることが明らかになった。また、鋼

鉄製の防護具を装着して、胸部全体と

延髄を含む脳幹部を護ると呼吸停止が

発生せず、爆発よる即死を免れる可能

性が示唆された。さらに、爆発直後に

発生する神経学的反射等による血圧低

下に対してノルアドレナリンを投与す

ると、著しく低下した末梢血管抵抗を

改善させて血圧低下を回復させ、生存

率を上げることが分かった。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分

担者 

ドイツ連邦軍放射線生物学研究所が

主催して ConRad 2021（放射線防護に関

する国際軍事医学会議）が 2021年 5月

10日から 12日まで行われた。例年はミ

ュンヘンで開催されていたが、今回は

Web 開催となった。我々は、「ビタミン

C が放射線防護効果と放射線治療時の

抗腫瘍効果に与える影響」をワークシ

ョップ形式で口頭発表した。内容は、

ラット膀胱癌を移入生着させた担癌ラ

ットにビタミン C を経口摂取させると

共に、骨盤内放射線治療を行い、ビタ

ミン C の放射線抗腫瘍効果に与える影

響と放射線による腸管傷害への防護効

果を検討したものである。結果として、

ビタミン C の大量経口投与は放射線に

よる抗腫瘍効果を減弱させることなく、

放射線による腸管傷害を軽減していた。

これにより、ヒトでもビタミン C の大

量経口投与で、骨盤照射治療を行う癌

患者において治療効果を減弱させるこ

となく、放射線腸炎を抑制できること

が示唆された。本研究は日独共同研究

であり、担癌モデルは日側が作製し、

放射線による治療効果と組織傷害は独

側 が 評 価 し た 。 こ の 研 究 内 容 を

International Journal of Radiation 

Biologyに発表した（Ito Y, Yamamoto T, 

Miyai K, Take J, Scherthan H, Rommel 

A, Eder S, Steinestel K, Rump A, Port 

M, Shinomiya N, Kinoshita M. Ascorbic 

acid-2 glucoside mitigates 

intestinal damage during pelvic 

radiotherapy in a rat bladder tumor 

model. Int J Radiat Biol, doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145.）。 

ドイツ連邦軍微生物学研究所が主催

して Medical Biodefense Conference 

2021（生物剤防護に関する国際軍事医
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学会議）が 2021年 9月 28日から 10月

1日まで行われた。Webでの開催となっ

た。我々は、「ヒト化マウスを用いた経

気道的 SEB ショックモデルの作製」を

ポスター発表した。スーパー抗原であ

る SEB（ブドウ球菌腸管毒素 B）は、熱

や光などに安定性が高く、かつ極微量

でも致死性があることから、かつて米

ソで生物兵器として開発されていた。

残念なことにマウスなどの実験動物で

は、ヘルパーT細胞と SEBの結合性が弱

く、スーパー抗原としての最大の特徴

である SEB ショックが誘導できない。

このため、医療対処手段（MCM; medical 

countermeasure）の開発研究ができな

かった。そこで、倫理委員会の許可を

得た後に、ヒトのリンパ球（T 細胞、B

細胞）やマクロファージを持ったヒト

化マウスを作製し、これに SEB を経気

管投与して、SEBショックを作製するこ

とに成功し、これを発表した。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国内

知見（救急・災害対応）：竹島茂人 

研究分担者 

台湾～石垣は、約２７０km、尖閣～

石垣は約１７０km の距離があり、石垣

～那覇は約４１０ｋｍである。陸自ヘ

リである、ＵＨ－６０では約 100 分。

ＣＨ－４７では約 120分が必要である。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究分担者 

【講師】１等陸曹、救急救命士 

【参加者】30名  

 資格（医師５、歯科医師２、救

急救命士 20、警察官１、刑務

官１、その他１） 

 職域（病院５、大学２、警察１、

法務省１、海上保安庁４、自衛

隊２、消防 11、一般企業２、

その他２） 

【研修内容】 

1. TC３概論 

• TC3における３つの目標 

➢ 負傷者の治療 

➢ さらなる負傷者の発生防

止 

➢ 任務の完遂 

• 良い医療と良い作戦行動は、常

に同一とは限らない。 

• Take On Your Feet. 迅速な判

断 

• 防ぎ得る戦闘死の原因 

➢ 圧迫可能な大出血 

➢ 気道閉塞 

➢ 緊張性気胸 

➢ 低体温 

2. TC3（CUF/TFC/TACEVAC） 

• Care Under Fire: CUF（砲火下

の救護） 

➢ 敵の脅威に直接さらされ

ている状況下での救護で

ある。 

➢ 安全確保のために、撃ち返

す、または隠れなければな

らない。 

➢ 主眼は、四肢の大出血であ

り、致死的な四肢大出血へ

の緊縛止血以外の処置は

実施しない。 

• Tactical Field Care: TFC（戦

術的野外救護） 

➢ 敵の直接的な脅威が収ま

った、あるいは、制圧でき

た状態での救護である。 
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➢ 提供可能な範囲で、全ての

救護 

が実施可能である。しかし、

依然として作戦 地域内で

あるため「安全」ではなく、

いつCUFの段階に戻っても

いいように 、常に脅威に

対し 360°警戒を継続する

必要がある。また、武器を

安定化させる必要がある。 

➢ 主眼は、圧迫可能な大出

血・気道閉塞・緊張性気

胸 ・ 低 体 温 で あ り 、

MARCH*1/PAWS*2 による救護

を実施する。 

• Tactical Evacuation Care: 

TACEVAC（戦術的後送救護） 

➢ 後送の段階である。 

➢ 救護におけるTFCとの大き

な違いは、衛生要員の存在

と各種の電子医療機器が

利用可能になることであ

る。 

➢ 実施すべき救護はTFCとほ

ぼ同じである。 

 

 

＊1 MARCHと実施すべき対応 

M（大出血の止血）：止血帯、止血剤、 

圧迫包帯 

A（気道管理）：前傾座位、回復対位、 

用手気道確保、経鼻エアウェイ、 

輪状甲状靭帯切開 

R（開放創の閉鎖、緊張性気胸の脱

気）： 

弁付き・なしチェストシール、 

胸腔穿刺 

 C（止血、循環動態回復）： 

   止血

の再評価と完全な止血、静脈路 

   また

は骨髄路の確保、輸液、輸血 

H（低体温対応）：保温 

＊2 PAWS  

P（疼痛管理） 

A（抗生剤投与） 

W（眼外傷を含む創傷保護） 

S（副木固定） 

3. Skill Station1（TQ Application） 

• Combat Application 

Tourniquet○R（CAT)と他の四肢

用止血帯の使用方法、リセット

法の実習 。 

4. Skill Station2（開放創の露出、評

価と止血法の実習） 

 

5. Skill Station3（気道管理, 経鼻エ

アウェイ, 負傷した眼の保護 

etc.） 

6. Skill Station4（TCCC 診療記録, 

LINE-9*3：医療搬送を要請する際に

伝えるべき情報, Drag & Carry：離

脱・後送の方法） 

*3 LINE-9 

① 患者を迎えに行く場所 

② 無線周波数など 

③ 優先カテゴリー別の患者

数 
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④ 必要とされる特殊な機器 

⑤ 必要な搬送方法毎の患者

数 

⑥ ①の安全性 

⑦ ①の目印 

⑧ 傷病者の国籍・身分 

⑨ CBRNE汚染 

7. MARCH の実践 

8. 安全境界線の考え方と行動, 傷病

者集積所, 武器の管理・無力化・安

全管理  

9. チームでの対応練習、チームビルデ

ィング、実戦訓練対応の打ち合わせ 

10. Trauma Lane1 （実戦想定訓練１） 

屋上で実施。複数の傷病者に CUF

を実施し、敵の脅威に直接さらされ

ている状況下から離脱して TFCを

実施しながら医療搬送要請をして

救出。 

 

11. Trauma Lane2 （実戦想定訓練２） 

 

草むらで実施。複数の傷病者に CUF

を実施し、敵の脅威に直接さらされ

ている状況下から離脱して TFCを

実施しながら医療搬送要請をして

救出。戦闘員も負傷する想定、武器

の無力化を実施。 

12. まとめ、質疑応答 

 

【抽出された課題と対応策】 

• 医療者、消防職員は戦闘経験がない

ため危険な状況に関して実感がわか

ず、武器（銃器）の取り扱いにも不

慣れである。 

• 安全管理を徹底するためにも、また

医療者・消防職員がテロ事案・事件

現場での医療救護の実施困難性を理

解するためにも、関係機関の職員が

充分な座学をした上で、実戦想定訓

練を繰り返すことが重要である。 

• 医療者、消防職員が CUF を実施する

ことは極めて困難であり、法執行機

関隊員が事態対処医療、特に CUF の

知識・対処方法を習得する必要があ

る。 

• 医療者・消防職員は CUF を理解し、

連携を深めるべきである。 

• TFC に関して、創傷処置・気道管理・

薬剤投与など法執行機関隊員が実施

可能な処置を考慮して、整備する必

要がある。 

• 今回の研修を、本邦における法執行

機関との医療連携に応用するために

は、法執行機関で過去に経験した、

または直面すると予想される課題

（対応を要するニーズ）を調査し、

それらに対応すべきである。 

• 法務省矯正局からの参加があり、矯
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正施設においてもニーズがあること

がわかった。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究 

（若井聡 研究分担者） 

今年度は「オリパラにおける NBC テロ対

応の振り返りと今後のマスギャザリングイ

ベントにおける方針」をテーマに、国立感

染症研究所感染症危機管理研究センター長 

齋藤智也氏（厚労科研「大規模イベント時

の健康危機管理対応に資する研究」の成果

報告）及び藤沢市民病院副院長/神奈川県医

療危機対策統括官 阿南英明氏（厚労科研

「2020 年オリンピック・パラリンピック東

京大会等に向けた化学テロ等重大事案への

準備・対応に関する研究」における自動注

射器関連成果の報告）より知見共有を行う

べく調整を図ったが、両氏及び主任研究

者・分担研究者共に新型コロナウイルス感

染症対応のため非常に多忙であるため、今

年度の開催は見送った。 

 

Ｄ．考察  

CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関する

公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に資

する人材の強化に関する研究（高橋礼子 

研究分担者） 

【医療分野】 

本研究におけるアンケートでは、回答数が

少なかったため、正確な検証を行う事は困難

であったが、MED-ACT は一般医療従事者に

よる CBRNE テロ対応に有用であるとして受け

入れられる傾向にあると考えられる。また、テロ

発生時のみではなく、病院マニュアル作成など

事前準備・学習に向けたツールとして有用との

コメントも頂いた。 

本ツールの内容の充実度としては、全体的

に丁度良いという回答が中心であった。但し、

総論部分については資料のリンク切れという事

もあり、内容不足との回答も見られた。こちらは

最新版の資料が掲載出来るよう、厚労省との

調整若しくは公開資料の確認を進める。 

また、本ツールの使いやすさについては、各

分野で構成が揃っていない事による見づらさ

の指摘や、フローチャートの活用・追加等の要

望が散見された。個別の分野で見ると、核・放

射線テロ及び爆発テロについては、読みにく

い・見にくいという意見はなかったが、それ以外

は意見が分かれる傾向にあった。この理由とし

ては、核・放射線及び爆発テロについては、1

つのガイドライン・指針としてまとまっているもの

であり、また両分野共に対応フローチャートが

盛り込まれていることが理由として考えられたが、

本ツールのコンテンツは既存資料の活用をメイ

ンとしているため、各分野での構成の不一致等

への対応には限界があった。但し、化学テロの

院内対応については、一般医療機関向け及び

三次救急・災害拠点病院等向け共に簡易的な

フローチャートが掲載されているため、構成の

変更含め、来年度以降の課題として対応する

こととしたい。 

更に本ツールの機能面では、検索機能が不

十分（大まかな位置表示しかされない）であるこ

とへの指摘があったが、ピンポイント表示のた

めには高度なシステムが必要となり、改訂に必

要な経費が高額となってしまうため、こちらも来

年度以降の課題として継続的に対応することと

したい。 

 

【公衆衛生分野】 

 社会医学系専門医研修において、テロ対

応能力の獲得・向上も含めた研修プログラ

ム（案）を作成し、それに沿って実際に専

攻医の課題実施・指導医による指導を行っ

た所、概ね好意的な評価を頂いた。しかし、

課題の難易度についてのヒアリングにおい

て「知識を身に着ける機会が少ない（教科

書・勉強会など）」という要望に対し、元々
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は NBC 専門家会合の場を活用する予定でい

たが、令和 3 年度は新型コロナウイルス感

染症流行及びその対応が続いており、NBC専

門家会合自体が開催されなかったため、十

分対応することが出来なかった。これを踏

まえ、研修プログラム（案）の「2．課題の

具体例」の中に『テロ関連研修等の運営サ

イドでの参加』を加え、プロジェクトマネ

ジメント等の経験及び基本的なテロ対応知

識を学習できる課題付与の例として提示す

ることとした。 

 今後は本研修プログラム（案）を踏まえ、

本研究班各研究者が関与する社会医学系専

門医プログラムにて、専門医を目指す医師

へのテロ対応能力の獲得・向上に向けた指

導を行うと共に、他施設プログラムにおけ

る活用に向けて周知を図っていく。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知見

に関わる研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

本来であれば、国際機関、NPO、消防、

警察、大学等が実施する研修があり、参

加し情報を集めることができるが、コロ

ナウイルスの影響で研修や会合自体が

行われず、十分な成果があげられたとは

言えない。国や自治体が正式な研修を行

いづらい環境の中で、NOP 法人が、コロ

ナ対策を講じながら、いくつかの対面で

の研修が行われた。 

WHO は、放射線被ばくや放射性物質

による汚染時に必要な医薬品の備蓄に

関する報告を、治療方法の概要なども含

めてまとまることに着手した。世界から

多くの専門家が 4 回に及ぶ Web 会議に

参加し、議論しながら報告書の原稿を執

筆した。備蓄に関しては、各国の事情が

異なるため、専門家が医療上必要と考え

る医薬品を提示するという立場である

が、一方では、多数傷病者が含まれる事

象をも考慮している。従って対象は医療

機関ばかりでななく放射線および原子

力事故/災害/テロに備える組織の公衆衛

生に従事する専門家も含まれる。また

外部被ばく以外に体内被ばくにも言及

している。また全体が 50 ページ以内と

いうこともあり研修の教科書として適

当である。 

昨年度の当該研究の報告書で言及し

た First responder であるが、「救急救命士

国家試験出題基準」（一般財団法人 日本

救急医療財団令和 3 年 3 月）にも、放射

線被ばくに関して「人体への影響と主な

障害」の項で、被ばくの分類、汚染の種

類、身体的影響(放射線症候群を含む)、

遺伝的影響、確定的影響、確率的影響が

あり、「放射線障害」には観察と処置が

含まれている。我が国の従来の RN 災害

やテロに対する医療対応の研修は、多く

の場合原子力施設のある自治体に限定

されているが、定常的に行われる、原子

力施設の有無に関係になく参加できる

研修は重要である。放射線による災害は、

どこの国でも、どこの地域、自治体でも

起こりうる。外国の、日本の救命救急士

に相当する職種にための学校教育の情

報入手も重要である。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーショ

ン：齋藤智也 研究分担者 

 本年度の GHSAG の活動は、ようやく本

来の活動である生物テロに関する対応の

検討を戻していく方向性が再確認され、

令和４年度より本格的に活動再開するた

めの準備が行われた。 
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COVID-19 への対応は、自然発生の感染

症への対応であったことから、バイオテ

ロで必要となるであろう、高病原体に曝

露された患者の搬送・検査・治療、その

ための警察や消防の連絡・連携体制、事

案現場の交通封鎖及び現場保存、サンプ

リング、適切な除染の実施、テロ実行者

に繋がるプロファイリング、国民に対す

る情報発信の要領などは、新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）のための「実

地訓練」では十分ではないことを理解し

ておかなければならない。 

COVID-19 対応からの生物テロへの教訓

をフィードバックしつつ、より生物テロ

を中心としたグローバルな感染症問題に

ついて、専門的な議論を行う機会を探っ

ていく必要がある。 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

2021年度もCOVID-19パンデミックのた

め CEWGの活動は種々の制約を受けた。 

オピオイド（麻薬系薬剤、Opioid）が

人為的に散布されて多数の死傷者が発生

する可能性はすでに想定されており、そ

の場合の対応は喫緊の課題であると考え

られた。例えば、ロシアの劇場で使用さ

れたと考えられているが、多数の死者が

発生している上に、当初の医療対応は縮

瞳という症状が似ているため神経剤を想

定していた可能性が示唆されている。わ

が国ではまだ十分に認識されておらず問

題である。治療には解毒薬（ナロキソン）

の備蓄が不可欠となる。適切に対応する

ためには、準備段階として新しい脅威で

あることを医療関係者に周知すること、

解毒剤の使用方法、あるいは自動注射器

や点鼻薬といった多数傷病者へ投与可能

な薬剤の国内承認を得ておくことが挙げ

られる。また、実際に発生した場合のた

め、覚知や鑑別するための方法や、その

情報を中毒情報センターおよび緊急時対

応機関で共有し、関係するすべての組織、

機関がその役割を発揮できるよう訓練が

必要である。また、市民にもそのリスク

の認識を広げるための活動が求められて

いる。 

化学災害からのコミュニティーの回復

に関するシンポジウムが 2022年 1月に開

催された。化学災害のみならず、COVID-19

感染症、原子力災害、爆発事故といった

コミュニティーに甚大な影響を及ぼす事

案が取り上げられた。それぞれの事案に

おいて、コミュニィティの課題、健康・

公衆衛生上の課題、環境面での課題、リ

スクコミュニケーションという側面から

討議された。 

CEWG の現在の取り組みは広範囲に影響

を及ぼす公衆衛生的な側面を中心に行わ

れている。しかしながら、昨今の日本で

の犯罪事情を考えた場合、多数傷病者を

発生させるための事件が複数生じており、

手段が化学物質であった場合に非常に対

応しにくい場面が想像される。具体的に

は避難・脱出路が限られた状態での化学

物質散布に対する準備ができているかど

うかという懸念がある。化学物質の除染

を含む初期対応の訓練は屋外で行われる

ことが多い。しかし、以下の事案が発生

した場合、現在の対応方法ではどこまで

傷病者を救出できるか疑問がある。 

 高層ビルの高層階での化学物質散

布 

 走行中の列車といった停車位置に

よっては救出が極めて困難な（トン

ネル内など）状況での化学物質散布 

このような場合には、従来の訓練で
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の対応は極めて困難となるであろう。

空調により他の空間へ拡散する（ロシ

アの劇場での opioid散布は空調を利用

したと言われている）、窓が開けられな

いために換気が不十分になる、水除染

を行う空間が確保しづらい、といった

ことが考えられる。除染ローションな

ど現場で対応可能な資機材の採用も考

慮しなければならないかもしれない。 

化学災害等からのコミュニティーの

復興に関するシンポジウムは WEB 開催

であったが日本からは私を含めて 2 名

程度しか参加していなかった。日本時

間の深夜 2 時ごろからの開催であった

ので聴講は難しかったと考えられる。

近日、シンポジウム内容が公開される

予定である。 

このシンポジウムでは被災地域のコ

ミュニティーの評価やリスクアセスメ

ント、心理社会学的な介入方法など多

岐にわたるものであったが、実際 CBRNE

災害が発生した時に必ず問題となる事

項であり、日本でも平時から取り組ん

でおく必要性がある。 

また、CEWG メンバーで話題になった

こととして、化学災害時の初動などを

一般市民に示すツールがある。少なく

とも二つ確認することができる。 

一つは米国疾病予防管理センター

（CDC）による一般市民への情報提供

“Chemical Emergencies”である。 

https://www.cdc.gov/chemicaleme

rgencies/index.html 

もう一つは米国国土安全保障省に

よる“Ready”サイトである。 

https://www.ready.gov/chemical 

ともに化学災害発生時の一般市民

に対する対応法が示されている。

“Ready”においては平時からの取り

組みに関しても示されている。 

発災時にできるだけ被害を軽減す

るためには一般市民に対する活動も

必要であろうと考えられた。このよう

な一般市民に対する取り組みは、以前

に吉岡敏治先生（現森ノ宮医療大学副

学長）が 2018年の第 40回日本中毒学

会総会（大阪）にて収録された“毒ガ

ス講談”があるが、前述の二つのサイ

トで示されるように、一般市民の自ら

を守るための行動指針を示すのも被

災地域コミュニティーの被害軽減を

考慮した取り組みであろうと考えら

れた。 

毒ガス講談（2019年 5月 7日公開） 

https://www.j-poison-ic.jp/top_

topic-2/ 

また、今回のシンポジウムでも地域

の水が汚染される事案が複数報告さ

れたが、日本の場合、特にビルの貯水

タンク等への有毒物質の混入は想定

しておくべきリスクであると考える。

故意ではないが地下水がヒ素化合物

で汚染されていた事案としては、茨城

県神栖市のジフェニルアルシン汚染

事案（2003 年）がある。和歌山毒物

カレー事件（1998 年）のような飲食

物への混入は現在も適切に対応でき

るであろうか。 

 

 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分担

者 

防衛医科大学校に設置されたブラスト

チューブでは 1次爆傷（衝撃波損傷）と 3

次爆傷（爆風による鈍的外傷）の複合型

損傷を再現性よく発生させることができ

る。また、閉鎖空間における衝撃波およ

31

https://www.cdc.gov/chemicalemergencies/index.html
https://www.cdc.gov/chemicalemergencies/index.html
https://www.ready.gov/chemical


び爆風の曝露によって、開放空間よりも

重度の爆傷が生体に生じる。駆動圧

3.0MPa のコントロールのブタの生存率は

約 50%であり、type2 の防弾チョッキを着

用させると呼吸停止の発生率が低下して、

呼吸停止したブタも自発呼吸が自然に回

復して生存率 100%であった。また、胸部

と上後頸部を保護した鋼鉄製の防御具装

着のブタは、呼吸停止を発生させず全て

生存した。以上のことより、胸部と上後

頸部の防御が即死を免れるには重要であ

ることが示唆された。 

一方、小動物のマウスに LISWを用いて

行った研究では、衝撃波の胸部への曝露

直後に発生する著しい血圧低下に対して、

ノルアドレナリンの直後投与がアドレナ

リンやドブタミンよりも血圧回復に有効

であり、救命率の向上を認めた。ブラス

トチューブを用いてブタに衝撃波・爆風

を曝露させた研究でも、直後に発生した

血圧低下に対してノルアドレナリン投与

が血圧上昇に有効であったので、爆傷の

救命即時治療にノルアドレナリン投与の

有用性が示唆された。 

 自衛隊・軍事関連分野における国際知

見（NBC関連）：木下学 研究分担者 

ビタミン C の放射線防護効果、とくに

腸管傷害減弱効果はいくつもの動物実験

により証明されているが、ヒトでの検討

は未だない。臨床試験の候補となるのは、

あらかじめ腸管への放射線照射が予定さ

れている担癌患者の骨盤照射症例である

が、放射線の抗腫瘍効果を減弱させない

ことが臨床試験の前提条件となるため、

今回の研究を実施した。今回の研究から、

ビタミン C の大量経口投与が放射線によ

る抗腫瘍効果を減弱させることなく、放

射線の腸管傷害を軽減できることが分か

った。ドイツ連邦軍放射線生物学研究所

があるミュンヘンはチェルノブイリ原発

から近く、今も草原地帯には原発事故に

よる残留放射能が認められている。今後

は日独で、担癌患者の骨盤照射症例での

ビタミン C の放射線誘発腸管傷害への防

護効果を検証していくことを予定してい

る。 

スーパー抗原である SEB はバイオテロ

に用いられる可能性の高い生物剤の１つ

で、かつて米ソで実際に生物兵器として

開発されていた。スーパー抗原はマクロ

ファージを介さず、直接、ヘルパーT細胞

を活性化することで大量の炎症性サイト

カインが産生され、ヒトに重篤なショッ

ク病態を誘導する。ソ連崩壊後はこれら

の生物兵器開発に携わった研究者の一部

が中華人民共和国や朝鮮民主主義人民共

和国に渡ったと言われている。SEBは極微

量でヒトに対して致死作用があり、エア

ロゾルでの吸入による攻撃が想定されて

いる。しかしながら、マウスなどの実験

動物のヘルパーT細胞はSEBとの結合性が

低く、ヒトで見られるような SEB ショッ

クが再現できない。スーパー抗原が直接、

ヘルパーT細胞を活性化するには、マクロ

ファージの存在も重要である。そこで、

マウスでヒトの T細胞や B細胞、NK細胞、

さらにマクロファージを持ったヒト化マ

ウスを作製し、これに SEB を経気管内投

与した。SEB 投与後、ヒトの IFN-γをは

じめとする大量のヒト由来の炎症性サイ

トカインが誘導され、SEBショックの病態

が実験動物でも再現できた。今後はこの

モデルを用いて、SEB に対する防護剤の研

究開発を進めて行く。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国内知
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見（救急・災害対応）：竹島茂人 研

究分担者 

重症戦傷患者を後送する場合、尖閣・

台湾に最も近い公的医療機関である、八

重 山 病 院 で 、 DCS （ Damage Control 

Surgery）等の処置を受けないと患者は、

後送に耐えられないと思われる。固定翼

LRを使用すると石垣～那覇間は約50分で

あるが、新石垣空港の滑走路が使用でき

る保証はない。複数の重症戦傷患者搬送

には、大型ヘリの使用が好ましい。 

 医療と法執行機関との連携：若井聡智 

研究分担者 

本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男立

てこもり事件」や「東京都大田区猟銃男

立てこもり事件」（共に令和 4 年）など、

銃器を使った立てこもり事件（事態対処

事案）が散発している。今後も、このよ

うな事案が増加する可能性が高いと考え

られる。そのため、事態対処医療の普及

と研修・訓練の実施が急務であると思わ

れる。今回実施した TC3 研修・訓練は、

戦闘現場を想定したものであるが、本邦

における法執行機関との医療連携に応用

するためには、法執行機関で過去に経験

した、または直面すると予想される課題

（対応を要するニーズ）を調査し、それ

を基にした研修・実戦訓練を実施してい

く必要があると考える。また、現時点で

は医療者・消防職員が、脅威にさらされ

ている状況下での救護・医療を実施する

ことは極めて困難であると考える。そこ

で、法執行機関隊員が事態対処医療の知

識・対処方法を習得する必要があり、医

療者・消防職員は脅威にさらされている

状況下での救護の困難性と重要性を理解

し、全関係機関が連携を深めるべきであ

ると考える。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究（若井聡 研究分担者） 

今年度は新型コロナウイルス感染症対応

のため NBC 専門家会合としては開催を見送

ったが、「オリパラにおける NBCテロ対応の

振り返りと今後のマスギャザリングイベン

トにおける方針」については今後のテロ対

策を考える上で非常に重要なテーマである

ため、後続研究班にて再度同内容・演者に

て実施できるよう調整を図る予定である。 

 

Ｅ．結論 

 今年度の研究では、世界的な新型コロナ

ウイルス感染症の流行を踏まえた感染症関

連分野での新知見の整理を行うと共に、各

分野におけるテロ対策・対応等について情

報収集・整理を行った。また H31 小井土班

から引き続き、MED-ACTの改訂・評価とテロ

対応人材育成に向けた社会医学系専門医研

修プログラム（案）の作成を行った。 

なお今年度は NBC 専門家会合の開催はで

きなかったが、専門的な知見から意見交換

する枠組みを保持すべく、後続研究におい

て継続した実施を図りたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

【海外】 

1) Akashi M, Maekawa K. Medical 

management of heavily exposed victims: 

an experience at the Tokaimura criticality 

accident. J Radiol Prot, 41, 2021 
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2) Kim E, Yajima K, Igarashi Y, Tani K, 

Hashimoto S, Nakano T, Akashi M, 

Kurihara O. Intake Ratio of 131I to 137CS 

Derived from Thyroid and Whole-Body 

Doses to Residents of Iwaki City in Japan's 

Fukushima Prefecture. Health Phys, 120, 

387-399, 2021 

3) Tominaga T, Shimomura S, Tanosaki S, 

Kobayashi N, Ikeda T, Yamamoto T, 

Tamura T, Umemura S, 

Horibuchi-Matsusaki S, Hachiya M, 

Akashi M. Effects of the chelating agent 

DTPA on naturally accumulating metals in 

the body. Toxicol Lett. 350:283-291, 2021 

4) Ogata T, Murooka M, Akashi M, Ishitsuka 

A, Miyazaki A, Osawa S, Ishikawa K, 

Tanaka-Taya K, Uehara R. The period from 

prodromal fever onset to rash onset in 

laboratory-confirmed rubella cases: a 

cross-sectional study. BMC Infect Dis. 

21:442, 2021 

5) Ito Y, Yamamoto T, Miyai K, Take J, 

Scherthan H, Rommel A, Eder S, Steinestel 

K, Rump A, Port M, Shinomiya N, 

Kinoshita M. Ascorbic acid-2 glucoside 

mitigates intestinal damage during pelvic 

radiotherapy in a rat bladder tumor model. 

Int J Radiat Biol, in press, doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145.  

6) Rump A, Eder S, Hermann C, Lamkowski 

A, Kinoshita M, Yamamoto T, Take J, 

Abend M, Shinomiya N, Port M. Modeling 

principles of protective thyroid blocking. 

Int J Radiat Biol, in press, doi: 

10.1080/09553002.2021.1987570. 

7) Rump A, Eder S, Hermann C, Lamkowski 

A, Kinoshita M, Yamamoto T, Abend M, 

Shinomiya N, Port M. A comparison of 

thyroidal protection by iodine and 

perchlorate against radioiodine exposure in 

Caucasians and Japanese. Arch. Toxicol. 

95; 2335-2350, 2021. doi: 

10.1007/s00204-021-03065-5 

8) 1) Sekine Y, Saitoh D, Yoshimura Y, Fujita 

M, Araki Y, Kobayashi Y, Kusumi H, 

Yamagishi S, Suto Y, Tamaki H, Ono Y, 

Mizukaki T, Nemoto M. Efficacy of Body 

Armor in Protection Against Blast Injuries 

Using a Swine Model in a Confined Space 

with a Blast Tube. Ann Biomed Eng. 2021 

Oct;49(10):2944-2956. 

doi:10.1007/s10439-021-02750-x. Epub 

2021 Mar 8. PMID: 33686618; PMCID: 

PMC8510944. 

9) 2) Seno S, Tomura S, Miyazaki H, Sato S, 

Saitoh D. Effects of selective serotonin 

reuptake inhibitors on depression-like 

behavior in a laser-induced shock wave 

model. Front. Neurol. 12: 602038, 2021. 

 

【国内】 

1) 近藤久禎、赤星昂己、市川学、久保達彦、

鈴木教久、若井聡智、三村誠二、阿南英

明 災害医療対応の最前線－近年の災

害対応からの教訓－ 週刊医学のあゆみ 

第 277 巻 8 号 2021.5.22 号 P.575-P.614 

2) 近藤久禎 災害医療としての感染危機

管理：ＤＭＡＴの対応 日本危機管理

防災学会誌 26 号 2021.8.31 P.11-P.20 

3) 近藤久禎 感染症対策の変化と進化―コ

ロナがもたらしたもの－ 「公衆衛生」85 巻

11 号 2021 年 11 月号 P.1 

4) 近藤久禎、河嶌譲 大規模事故と広域医

療対応 日本危機管理士機構「危機管理
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士教本」 2021 年５月 第 6 章 

 

2．学会発表  

【海外】 

1) Kinoshita M, et al. The effect of ascorbic 

acid 2-glucoside on the intestinal damage 

caused by fractionated pelvic radiotherapy 

against bladder tumor in rats. ConRad, 

Munich, Germany, 2021. 

2) Nakashima M, et al. Human IL-6- or 

IL-3/GM-CSF-transgenic NOG mice 

transplanted with human hematopoietic 

stem cells as a promising candidate model 

of lethal Staphylococcus aureus 

enterotoxin B shock. Medical Biodefense 

Conference, Munich, Germany, 2021. 

3) Seno S, Tomura S, Miyazaki H, Sato S, 

Saitoh D. Effects of selective serotonin 

reuptake inhibitors on depression-like 

behavior in a mouse model of mild blast 

traumatic brain injury. The 5th 

International Forum on Blast Injury 

Countermeasures (IFBIC 2021) Program. 

Sep 27-29. Web Conference. 

4) Kiriu N, Saitoh D, Sekine M, Yamamura K, 

Fujita M, Tanaka Y. A study of the 

effectiveness of body armor on blast injury. 

The 5th International Forum on Blast 

Injury Countermeasures (IFBIC 2021) 

Program. Sep27-29. Web Conference. 

 

【国内】 

1) 近藤久禎 新型コロナウイルス感染症に

対する災害医療対応 第 24 回日本臨床

救急医学会総会・学術集会 2021.6.10‐

12 

2) 近藤久禎 特別講演１ 新型コロナウイル

ス感染症に対する災害医療対応 第25回

日本救急医学会九州地方会 2021.6.26 

3) 近藤久禎 コロナ化におけるオリンピック・

パラリンピックについて 第 62 回全日本病

院学会 in 岡山 2021.8.21 

4) 近 藤 久 禎  特 別 シ ン ポ ジ ウ ム 3 

COVID-19に対する災害対応 第 75回国

立病院総合医学会 2021.10.23 

5) 近藤久禎 シンポジウム 13 【禍難を乗り

越えて】行政はいかにコロナと戦ったか 

第４９回日本救急医学会総会・学術集会 

2021.11.21-23 

6) 近藤久禎 シンポジウム１ 攻める 新型コ

ロナウィルス対応：医療崩壊と災害医療 

第 27 回日本災害医学会総会・学術集会 

2022.3.3-5 

7) 近藤久禎 特別企画 ダイアモンドプリン

セス号の真実 第27回日本災害医学会総

会・学術集会 2022.3.3-5 

8) 近藤久禎 基調講演 新型コロナウィルス

感染症に対する災害医療対応 第 27 回

日 本 災 害 医 学 会 総 会 ・ 学 術 集 会 

2022.3.3-5 

9) ○高橋礼子 他. CBRNE テロ対策医療・

救 護 支 援 ツ ー ル （ MED-ACT:Medical 

Emergency Directory Against CBRNE 

Terrorism）の作成【口演】第 49 回日本救

急医学会総会・学術集会 2021.11.21（東

京） 

10) ○高橋礼子 他. COVID-19 第 5波におけ

る愛知県入院待機ステーション設置の課

題と第 6 波での対応策【口演】第 27 回日

本災害医学会総会・学術集会 2022.3.3

（広島） 

11) 大西光雄 日本中毒学会合同シンポジウ

ム「化学テロと吸入剤による中毒-新しい

脅威（opioid）を踏まえて」第 48 回日本毒

性学会学術年会 2021.7.9（神戸） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3. その他：なし。 
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分担研究報告 

「放射線危機管理に関する研究」 

研究分担者  明石 真言 

（東京医療保健大学 東が丘看護学部 教授） 
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令和 3年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び 

人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「放射線危機管理に関する研究」 

研究分担者 明石 真言 

（東京医療保健大学・東が丘看護学部・教授） 

研究要旨 

 当該研究は、CBRNE テロの中でも特殊な範疇である放射線 NR 分野における

事故やテロ対応に関係する国内外の指針、ガイドラン、関連する技術の開発の動

向等の情報を収集、分析し、効果的な医療対応研修制度の構築に寄与することを

目的としている。新型コロナウイルスの影響で国内外の研修からの情報収集の

機会は著減した。今年度は、国際原子力機関 IAEAと経済協力開発機構／原子力

機関 OECD/NEA が運営する事故報告サイト NEWS からの事故情報の取得、世

界保健機関WHOの 2007 report on stockpile for radiation emergencies の改訂への参

加、国内研修からの情報収集、さらにプルトニウムによる体内除染剤

diethylenetriaminepentaacetate (DTPA)に関する論文を公開した。NEWS によると、

治療が必要な事故はなかった。WHO報告書は、基本的には事故や災害を考慮し

ているが、医療側にとって、被ばくや汚染があれば、その原因は事故でもテロで

その治療は変わらない。WHO報告書改訂は、読む対象に公衆衛生関係者を加え、

多数の傷病者を視野に入れるとともに、備蓄医薬品にとどまらず治療の概論も

加わった。一方公開した論文では、DTPAを投与すると、体内の Znの尿中排せ

つが亢進し、血中 alkaline phosphatase (AP)が減少するが、投与を止めると回復す

ることから、AP が DTPA の投与の制限因子になることが示された。また

UNSCEAR 原子放射線の影響に関する国連科学委員会が、"2011年東日本大震災

後の福島第一原子力発電所における事故による放射線被ばくのレベルと影響：

UNSCEAR2013 年報告書刊行後に発表された知見の影響"と題する報告書の日本

語版を公開した。体内から放射性及化学物質や重金属の体外排出促進を含む中

毒治療学などを NBCR 共通科目とし、講義や実習を行う等系統的に研修をこと

が重要である。 

Ａ．研究目的 

2021年に延期されていた 2020年東京オ

リンピックは、新型コロナウイルス(SARS-

CoV-2)の流行による影響はあったものの、

テロを含む災害もなく、無事に行われた。

我が国におけるテロリズム時の医療対策の

強化は、オリンピックの有無に関わらず依

然として喫緊の課題である。CBRNE テロ
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災害・マスギャザリングに関する公衆衛生

及び医療における対策について、国内外対

応能力の向上及び人材強化を行うために、

国内外の教育・研修の最新の政策的知見を

集約し、政策・実事例を分析し、その結

果、効果的な医療対応研修制度の構築に寄

与することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 令和 4年 3月までの国内外の研修や関連

する会議に参加し、教育・研修の内容、構

成等について事例の分析を行う。また分析

を基に、我が国における対応能力の現状の

課題と改善点を提案する。 得られた現状

の課題の改善のため、我が国の健康危機管

理対応に資する人材の強化 に必要な事項

（強化が必要な分野、人材に求められる能

力、育成プログラム、育成後の受け皿等）

を検討する。 

（倫理面への配慮） 

 すでに公表されている指針、ガイドライ

ン、マニュアル等あるいは、研修、講習、

訓練、事故報告等についての情報の取得、

技術の開発の動向等を収集、分析、提供す

ることに関しては、倫理面への配慮は必要

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

【原子炉等規制法または放射性同位元素等

規制法に基づく報告からの情報】1) 

原子力規制委員会の上記サイトには、治

療を必要とする放射線被ばくもしくは放射

性物質による汚染事故・災害・テロの報告

はなかった（令和 4年 3 月 31日現在）。な

お 5月 29日兵庫県姫路市の日本製鉄瀬戸

内製鉄所広畑地区で起きたとされる事故に

関しては記載無かった。 

【IAEAと OECD/NEA が運営する事故報

告サイト NEWS が示す情報】2) 

2021年には治療を必要とする放射線被

ばくもしくは放射性物質による汚染事故・

災害・テロの報告はなかったが、放射線線

源の盗難の報告は 1件あった 3), 4)。2021年

2 月 8日、メキシコ中部のグアナフアト州 

(Guanajuato)のサラマンカ市(Salamanca)

で、車に積まれていた工業用非破壊検査用

のカメラ DELTA 880 (D2766)が盗難された

ことが、同国の原子力規制当局である

Comisión Nacional de Seguridad Nuclear y 

Salvaguardias (CNSNS)に報告された。この

カメラは、2.035 TBq の γ 線を出すイリデ

ィウム Iridium-192が線源として使われて

いた。幸いにもこの線源は、約 17 km 東南

にある同州のサラビア(Sarabia)で遮蔽され

たままで見つかり、回収された。被ばくし

た者はいなかった。 

 

図 盗難されたカメラと同型の DELTA 880

シリーズ 

https://i2.wp.com/irss.ca/wp-

content/uploads/2016/07/880Delta-Large-with-

Logo.jpg?fit=3600%2C3115&ssl=1 

 

1) https://www.nsr.go.jp/activity/bousai/trouble/hou

koku/index.html 

2) https://www-news.iaea.org/EventList.aspx 

3) https://www-

news.iaea.org/ErfView.aspx?mId=84250c7f-

2e93-4b30-8915-aa5297e2d88a 

4) https://www.iaea.org/newscenter/pressreleases/m
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exico-informs-iaea-about-the-theft-of-a-

radiography-camera-in-salamanca-guanajuato-

state 

【UNSCEAR 原子放射線の影響に関する国

連科学委員会の動向】 

 "2011年東日本大震災後の福島第一原子

力発電所における事故による放射線被ばく

のレベルと影響：UNSCEAR2013 年報告書

刊行後に発表された知見の影響"と題する

報告書の日本語版が公開された。テロとは

直接関係がないが、放射線の健康影響を科

学的に評価するという点では、参考になる

報告書である。 

1) https://www.unscear.org/unscear/en/fukush

ima-japanese.html 

2) https://www.unscear.org/unscear/en/fukush

ima.html 

【国際研修に関する情報の収集】 

今年度は主だった国際研修はなく、国際

会議に専門家として参加し、放射線被ばく

に関する情報を収集した。 

(1) WHO世界保健機機関（スイス） 

WG on Revision of WHO's 2007 report on 

stockpile for radiation emergencies Web 開

催にて会合を 2021年 5月 27日、8月 17

日、9月 23日、10月 15 日の 4日間行っ

た。 

 WHOは 2007年 2 月 14-16日に”WHO 

consultation meeting on development of 

stockpiles for radiation and chemical 

emergencies”を開催し、”Development of 

stockpiles for radiation emergency” という報

告書を刊行している。この報告書は、放射

線緊急時に必要な薬剤備蓄に関する考え方

を述べたものである。今回この報告書を改

訂し、より多くの内容を含むための会合が

開催され、参加した。原子力・放射線災害

/テロ時医療に必要な医薬品にとどまら

ず、治療法にも言及しており、研修のテキ

ストとしても有用である。” WHO POLICY 

ADVICE Establishing National Stockpiles of 

Medical Countermeasures for Radiation 

Emergencies” として来年公開される予定で

ある。 

【プルトニウムやアメリシウムによる体内

汚染時の除染剤に関する情報】 

DTPAを健常人に 4日間 1gの静脈注射

またはエアロゾル吸入により投与すると、

血清 Znのレベルを減少させ、尿中の Zn

の排泄速度を増加させた。同時に血清 AP

を減少させたが、投与を止めると Znも AP

レベルは回復している。また DTPAは Pb

や Cdなどの有毒金属の排泄速度を上昇さ

せ、Hgの増加も観察された。これらの結

果は AP が DTPAによる体内の必須元素の

低下を示す指標であることを示唆している

。またこれらの結果は、DTPAが Pb、Cd

、または Hgによる急性重金属中毒の治療

に有用である可能性があることも示した。 

【国内の教育・研修に関する情報の収集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、情

報を分析した。 

(1) 特定非営利活動法人 NPO 等 

1) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推進

機構 第 4回消防職員等や医療従事

者のための CBRNE テロ・災害と現

場の対応 担当者養成講習会「放射線

テロ・放射線災害と対策－東京オリ

パラ大会等で気を付ける点等－」

2021年 6月 

2) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推進

機構 医療従事者・消防職員等のた

めの CBRN災害医療対策講習「放射

線テロ・放射線災害の動向と対策－

消防職員のための基礎知識－」2021

年 12月 
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3) 特定非営利活動法人災害医療 ACT研

究所 2021年度 災害医療従事者研

修（オンライン）「原子力災害への対

応の実際」2021年 6月 

(2) 教育・学術関連 

1) 第 9回日本放射線事故・災害医学会

年次学術集会「教育講演 1 

UNSCEAR2020 レポートの概要」

2021年 9月 

2) 国立研究開発機構法人量子科学技術

研究開発機構 令和 3年度_全国原子

力災害医療連携推進協議会「演題 

今、原子力災害医療機関求められて

いること」2022年 2月 

 

Ｄ．考察  

本来であれば、国際機関、NPO、消防、

警察、大学等が実施する研修があり、参加

し情報を集めることができるが、コロナウ

イルスの影響で研修や会合自体が行われ

ず、十分な成果があげられたとは言えな

い。国や自治体が正式な研修を行いづらい

環境の中で、NOP 法人が、コロナ対策を

講じながら、いくつかの対面での研修が行

われた。 

WHOは、放射線被ばくや放射性物質に

よる汚染時に必要な医薬品の備蓄に関する

報告を、治療方法の概要なども含めてまと

まることに着手した。世界から多くの専門

家が 4回に及ぶWeb 会議に参加し、議論

しながら報告書の原稿を執筆した。備蓄に

関しては、各国の事情が異なるため、専門

家が医療上必要と考える医薬品を提示する

という立場であるが、一方では、多数傷病

者が含まれる事象をも考慮している。従っ

て対象は医療機関ばかりでななく放射線お

よび原子力事故/災害/テロに備える組織の

公衆衛生に従事する専門家も含まれる。ま

た外部被ばく以外に体内被ばくにも言及し

ている。また全体が 50ページ以内という

こともあり研修の教科書として適当であ

る。 

昨年度の当該研究の報告書で言及した

First responderであるが、「救急救命士国家

試験出題基準」（一般財団法人 日本救急医

療財団令和 3年 3月）にも、放射線被ばく

に関して「人体への影響と主な障害」の項

で、被ばくの分類、汚染の種類、身体的影

響(放射線症候群を含む)、遺伝的影響、確

定的影響、確率的影響があり、「放射線障

害」には観察と処置が含まれている。我が

国の従来の RN災害やテロに対する医療対

応の研修は、多くの場合原子力施設のある

自治体に限定されているが、定常的に行わ

れる、原子力施設の有無に関係になく参加

できる研修は重要である。放射線による災

害は、どこの国でも、どこの地域、自治体

でも起こりうる。外国の、日本の救命救急

士に相当する職種にための学校教育の情報

入手も重要である。 

 

Ｅ．結論 

WHOが放射線被ばくや放射性物質によ

る体内汚染時の備蓄医薬品と治療の概要を

示す。特に多人数が含まれる事象を想定し

報告書に加える。今まで WHOは放射線に

関わる医療にはあまり寄与してこなかった

が、報告書の改訂は重要な意味をもつ。体

内被ばくは、感染症対策のみならず化学物

質や重金属による中毒と共通する部分が多

く、中毒治療学などのくくりで講義や実習

を行うなど、テロ対応医療者に共通項目と

して系統的な研修が求められる。さらに放

射線テロ対策としての薬剤の備蓄、事象発

生時の特定医療機関の役割、病院前医療体

制の整備、研修の充実が図られるべきであ
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る。 
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Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1) Akashi M, Maekawa K. Medical 

management of heavily exposed victims: 

an experience at the Tokaimura criticality 

accident. J Radiol Prot, 41, 2021 

2) Kim E, Yajima K, Igarashi Y, Tani K, 

Hashimoto S, Nakano T, Akashi M, 

Kurihara O. Intake Ratio of 131I to 137CS 

Derived from Thyroid and Whole-Body 

Doses to Residents of Iwaki City in Japan's 

Fukushima Prefecture. Health Phys, 120, 

387-399, 2021 

3) Tominaga T, Shimomura S, Tanosaki S, 

Kobayashi N, Ikeda T, Yamamoto T, 

Tamura T, Umemura S, Horibuchi-

Matsusaki S, Hachiya M, Akashi M. 

Effects of the chelating agent DTPA on 

naturally accumulating metals in the body. 

Toxicol Lett. 350:283-291, 2021 

4) Ogata T, Murooka M, Akashi M, Ishitsuka 

A, Miyazaki A, Osawa S, Ishikawa K, 

Tanaka-Taya K, Uehara R. The period 

from prodromal fever onset to rash onset in 

laboratory-confirmed rubella cases: a 

cross-sectional study. BMC Infect Dis. 

21:442, 2021 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。 

2. 実用新案登録：なし。 

3. その他：なし。 
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分担研究報告 

「自衛隊/軍事関連分野における国
際知見（NBC関連）に関する研究」 

研究分担者 木下 学 

（防衛医科大学校 免疫微生物学講座 教授） 

44



令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「自衛隊/軍事関連分野における国際知見（NBC関連）に関する研究」 

研究分担者  木下 学 

(防衛医科大学校・免疫微生物・教授) 

研究要旨 

 令和 3 年度も、前年度に引き続き COVID-19 パンデミックの影響で海外渡航が原則禁

止され、出席を予定していた米国軍事医学会 (MHSRS)も 2 年連続で中止となった。機

密保持の関係上、Web 開催はしないとのことであった。ドイツ連邦軍放射線生物学研究

所が主催する ConRad 2021（放射線防護に関する国際軍事医学会議）が５月に Web 開催

され、「ビタミン C が放射線防護効果と放射線治療時の抗腫瘍効果に与える影響」を発

表し、発表内容を International Journal of Radiation Biology に論文報告した（ドイツ連邦

軍との共同研究）。また、ドイツ連邦軍微生物学研究所が主催する Medical Biodefense 

Conference 2021（生物剤防護に関する国際軍事医学会議）が 9 月に Web 開催され、「ヒ

ト化マウスを用いた経気道的 SEB ショックモデルの作製」を発表した。今年度も厳し

い渡航制限のため face to face の国際交流が制限され、Web 会議によってのみしか情報

交流できず、激変する国際情勢の中で本領域に関係する情報不足が懸念された。 

Ａ．研究目的 

 CBRNE テロリズム等の健康危機事態にお

ける原因究明や医療対応の向上に資する基盤

構築を効果的に進めるために、今年度に我々

が参加したドイツ連邦軍放射線生物学研究

所主催の ConRad 2021（放射線防護に関する

国際軍事医学会議）やドイツ連邦軍微生物

学 研 究 所 主 催 の Medical Biodefense 

Conference 2021（生物剤防護に関する国際軍

事医学会議）から、最新の CBRN 脅威の動

向を検討することを目的とした。残念なが

ら、両会議とも現地での情報収集を予定し

ていたが、COVID-19 パンデミックの影響で

Web 開催となってしまった。また、当初参加

を定していた米国軍事医学会 (MHSRS)も 2

年連続で中止となってしまった。 

Ｂ．研究方法 

ConRad 2021（放射線防護に関する国際軍

事医学会議）（ドイツ連邦軍放射線生物学研

究所主催）において、「ビタミン C が放射線

防護効果と放射線治療時の抗腫瘍効果に与

える影響」をワークショップ形式で口頭発

表し、本内容を International Journal of 

Radiation Biology に論文発表した(Ito et al. 

Ascorbic acid-2 glucoside mitigates intestinal 

damage during pelvic radiotherapy in a rat bladder 

tumor model. Int J Radiat Biol doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145)。 

Medical Biodefense Conference 2021（生物

剤防護に関する国際軍事医学会議）（ドイツ

連邦軍微生物学研究所主催）において、「ヒ

ト化マウスを用いた経気道的 SEB ショック
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モデルの作製」を発表したので、本内容と共

に生物剤防護に関する若干の考察を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

 動物実験に関しては、防衛医科大学校動

物実験倫理委員会の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

 ドイツ連邦軍放射線生物学研究所が主催

して ConRad 2021（放射線防護に関する国際

軍事医学会議）が 2021 年 5 月 10 日から 12

日まで行われた。例年はミュンヘンで開催

されていたが、今回は Web 開催となった。

我々は、「ビタミン C が放射線防護効果と放

射線治療時の抗腫瘍効果に与える影響」を

ワークショップ形式で口頭発表した。内容

は、ラット膀胱癌を移入生着させた担癌ラ

ットにビタミン C を経口摂取させると共に、

骨盤内放射線治療を行い、ビタミン C の放

射線抗腫瘍効果に与える影響と放射線によ

る腸管傷害への防護効果を検討したもので

ある。結果として、ビタミン C の大量経口

投与は放射線による抗腫瘍効果を減弱させ

ることなく、放射線による腸管傷害を軽減

していた。これにより、ヒトでもビタミン C

の大量経口投与で、骨盤照射治療を行う癌

患者において治療効果を減弱させることな

く、放射線腸炎を抑制できることが示唆さ

れた。本研究は日独共同研究であり、担癌モ

デルは日側が作製し、放射線による治療効

果と組織傷害は独側が評価した。この研究

内 容 を International Journal of Radiation 

Biology に発表した（Ito Y, Yamamoto T, Miyai 

K, Take J, Scherthan H, Rommel A, Eder S, 

Steinestel K, Rump A, Port M, Shinomiya N, 

Kinoshita M. Ascorbic acid-2 glucoside mitigates 

intestinal damage during pelvic radiotherapy in a 

rat bladder tumor model. Int J Radiat Biol, doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145.）。 

 ドイツ連邦軍微生物学研究所が主催して

Medical Biodefense Conference 2021（生物剤

防護に関する国際軍事医学会議）が 2021 年

9 月 28 日から 10 月 1 日まで行われた。Web

での開催となった。我々は、「ヒト化マウス

を用いた経気道的 SEB ショックモデルの作

製」をポスター発表した。スーパー抗原であ

る SEB（ブドウ球菌腸管毒素 B）は、熱や光

などに安定性が高く、かつ極微量でも致死

性があることから、かつて米ソで生物兵器

として開発されていた。残念なことにマウ

スなどの実験動物では、ヘルパーT 細胞と

SEB の結合性が弱く、スーパー抗原として

の最大の特徴である SEB ショックが誘導で

きない。このため、医療対処手段（MCM; 

medical countermeasure）の開発研究ができな

かった。そこで、倫理委員会の許可を得た後

に、ヒトのリンパ球（T 細胞、B 細胞）やマ

クロファージを持ったヒト化マウスを作製

し、これに SEB を経気管投与して、SEB シ

ョックを作製することに成功し、これを発

表した。 

 

Ｄ．考察  

 ビタミン C の放射線防護効果、とくに腸

管傷害減弱効果はいくつもの動物実験によ

り証明されているが、ヒトでの検討は未だ

ない。臨床試験の候補となるのは、あらかじ

め腸管への放射線照射が予定されている担

癌患者の骨盤照射症例であるが、放射線の

抗腫瘍効果を減弱させないことが臨床試験

の前提条件となるため、今回の研究を実施

した。今回の研究から、ビタミン C の大量

経口投与が放射線による抗腫瘍効果を減弱

させることなく、放射線の腸管傷害を軽減

できることが分かった。ドイツ連邦軍放射

線生物学研究所があるミュンヘンはチェル
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ノブイリ原発から近く、今も草原地帯には

原発事故による残留放射能が認められてい

る。今後は日独で、担癌患者の骨盤照射症例

でのビタミン C の放射線誘発腸管傷害への

防護効果を検証していくことを予定してい

る。 

 スーパー抗原である SEB はバイオテロに

用いられる可能性の高い生物剤の１つで、

かつて米ソで実際に生物兵器として開発さ

れていた。スーパー抗原はマクロファージ

を介さず、直接、ヘルパーT 細胞を活性化す

ることで大量の炎症性サイトカインが産生

され、ヒトに重篤なショック病態を誘導す

る。ソ連崩壊後はこれらの生物兵器開発に

携わった研究者の一部が中華人民共和国や

朝鮮民主主義人民共和国に渡ったと言われ

ている。SEB は極微量でヒトに対して致死

作用があり、エアロゾルでの吸入による攻

撃が想定されている。しかしながら、マウス

などの実験動物のヘルパーT 細胞は SEB と

の結合性が低く、ヒトで見られるような

SEB ショックが再現できない。スーパー抗

原が直接、ヘルパーT 細胞を活性化するには、

マクロファージの存在も重要である。そこ

で、マウスでヒトの T 細胞や B 細胞、NK 細

胞、さらにマクロファージを持ったヒト化

マウスを作製し、これに SEB を経気管内投

与した。SEB 投与後、ヒトの IFN-γ をはじめ

とする大量のヒト由来の炎症性サイトカイ

ンが誘導され、SEB ショックの病態が実験

動物でも再現できた。今後はこのモデルを

用いて、SEB に対する防護剤の研究開発を

進めて行く。 

 

Ｅ．結論 

 今年度は、米国軍事医学会 (MHSRS)が 2

年連続で中止となり、情報収集に著しい支

障をきたしている。Web 開催が可能であっ

たドイツ連邦軍放射線生物学研究所主催の

ConRad 2021（放射線防護に関する国際軍事

医学会議）とドイツ連邦軍微生物学研究所

主催の Medical Biodefense Conference 2021

（生物剤防護に関する国際軍事医学会議）

の２つにオンライン参加し、各々放射線防

護剤と生物剤防護に関する発表を行い、情

報交換をした。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 とくになし。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1. Ito Y, Yamamoto T, Miyai K, Take J, 

Scherthan H, Rommel A, Eder S, Steinestel 

K, Rump A, Port M, Shinomiya N, 

Kinoshita M. Ascorbic acid-2 glucoside 

mitigates intestinal damage during pelvic 

radiotherapy in a rat bladder tumor model. 

Int J Radiat Biol, in press, doi: 

10.1080/09553002.2021.2009145.  

2. Rump A, Eder S, Hermann C, 

Lamkowski A, Kinoshita M, Yamamoto 

T, Take J, Abend M, Shinomiya N, Port M. 

Modeling principles of protective thyroid 

blocking. Int J Radiat Biol, in press, doi: 

10.1080/09553002.2021.1987570. 

3. Rump A, Eder S, Hermann C, 

Lamkowski A, Kinoshita M, Yamamoto 

T, Abend M, Shinomiya N, Port M. A 

comparison of thyroidal protection by 

iodine and perchlorate against 

radioiodine exposure in Caucasians 

and Japanese. Arch. Toxicol. 95; 2335-

2350, 2021. doi: 10.1007/s00204-021-

03065-5 
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2.  学会発表   

 Kinoshita M, et al. The effect of ascorbic acid 

2-glucoside on the intestinal damage caused by 

fractionated pelvic radiotherapy against bladder 

tumor in rats. ConRad, Munich, Germany, 2021. 

 

  Nakashima M, et al. Human IL-6- or IL-

3/GM-CSF-transgenic NOG mice transplanted 

with human hematopoietic stem cells as a 

promising candidate model of lethal 

Staphylococcus aureus enterotoxin B shock. 

Medical Biodefense Conference, Munich, 

Germany, 2021. 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし 

3.その他 ：なし 
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分担研究報告 

「爆傷に対して有益な防御・救護体
制・救急処置開発に関する研究」 

研究分担者 齋藤 大蔵 

(防衛医科大学校 防衛医学研究センター外傷研究部門 教授) 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「爆傷に対して有益な防御・救護体制・救急処置開発に関する研究」 

研究分担者 齋藤大蔵 

(防衛医科大学校・防衛医学研究センター外傷研究部門・教授) 

研究要旨 

 爆傷基礎研究を行い、爆傷の防護・治療法に関する新知見を得た。ブタに対する防衛

医科大学校内に設置したブラストチュープを用いた研究、あるいはマウスにレーザー誘

起衝撃波を曝露した爆傷モデルを用いた研究の結果等から、防弾チョッキを装着する

と、呼吸停止の発生率を下げて爆発に対する救命効果があることが明らかになった。ま

た、胸部全体と延髄を含む脳幹部を護ると爆発よる即死を免れる可能性が示唆された。

さらに、爆発直後の神経学的反射等による血圧低下に対して、ノルアドレナリンを投与

すると生存率が上がることが示唆された。 

Ａ．研究目的 

 防衛省・自衛隊において爆傷基礎研究を

行い、爆傷の新規防護・治療法に関して救命

救護に役立つ提言を行う。 

Ｂ．研究方法 

 防衛医科大学校防衛医学研究センター内

に設置したブラストチューブを用いて、駆

動圧 3.0MPaで鎮痛剤・鎮静剤麻酔下のブタ

約40kgを使用し、自衛隊で用いているType2

の防弾チョッキの装着が超急性期の救命に

繋がるか否かの研究を行った。また、胸部や

後上頸部を守る鋼鉄製の防護具を作成して、

その救命効果についても研究した。さらに、

麻酔をかけたマウスにレーザー誘起衝撃波

（LISW）を曝露する防衛医科大学校の爆傷

オリジナルモデル等を用いて、両側胸背部

に LISW照射後の致死的モデル等に対するカ

テコラミンの救命効果について研究した。

（倫理面への配慮） 

中動物を用いた爆傷研究であるが、急性

期の研究として静脈麻酔をかけたまま研究

を終了してエンドポイントを設定せず、防

衛医科大学校の動物倫理委員会の承認を得

て実施している。 

Ｃ．研究結果 

自衛隊で用いている Type2 の防弾チョッ

キを装着すると、呼吸停止の発生率を下げ

て、爆発に対する救命効果があることが明

らかになった。また、鋼鉄製の防護具を装着

して、胸部全体と延髄を含む脳幹部を護る

と呼吸停止が発生せず、爆発よる即死を免

れる可能性が示唆された。さらに、爆発直後

に発生する神経学的反射等による血圧低下

に対してノルアドレナリンを投与すると、

著しく低下した末梢血管抵抗を改善させて

血圧低下を回復させ、生存率を上げること

が分かった。 

Ｄ．考察 

 防衛医科大学校に設置されたブラストチ

ューブでは 1 次爆傷（衝撃波損傷）と 3 次
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爆傷（爆風による鈍的外傷）の複合型損傷を

再現性よく発生させることができる。また、

閉鎖空間における衝撃波および爆風の曝露

によって、開放空間よりも重度の爆傷が生

体に生じる。駆動圧 3.0MPa のコントロール

のブタの生存率は約 50%であり、type2の防

弾チョッキを着用させると呼吸停止の発生

率が低下して、呼吸停止したブタも自発呼

吸が自然に回復して生存率 100%であった。

また、胸部と上後頸部を保護した鋼鉄製の

防御具装着のブタは、呼吸停止を発生させ

ず全て生存した。以上のことより、胸部と上

後頸部の防御が即死を免れるには重要であ

ることが示唆された。 

 一方、小動物のマウスに LISWを用いて行

った研究では、衝撃波の胸部への曝露直後

に発生する著しい血圧低下に対して、ノル

アドレナリンの直後投与がアドレナリンや

ドブタミンよりも血圧回復に有効であり、

救命率の向上を認めた。ブラストチューブ

を用いてブタに衝撃波・爆風を曝露させた

研究でも、直後に発生した血圧低下に対し

てノルアドレナリン投与が血圧上昇に有効

であったので、爆傷の救命即時治療にノル

アドレナリン投与の有用性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

 防衛医科大学校において爆傷基礎研究を

行い、従来の防弾チョッキの救命効果が明

らかになり、超急性期に死亡に至らないた

めには延髄を含めた脳幹部を保護するフル

フェイスの防護具の開発が有用と考えられ

た。また、直後の神経学的なショックに対す

る救命治療にノルアドレナリン投与の有効

性が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1) Sekine Y, Saitoh D, Yoshimura Y, 

Fujita M, Araki Y, Kobayashi Y, Kusumi 

H, Yamagishi S, Suto Y, Tamaki H, Ono Y, 

Mizukaki T, Nemoto M. Efficacy of Body 

Armor in Protection Against Blast 

Injuries Using a Swine Model in a 

Confined Space with a Blast Tube. Ann 

Biomed Eng. 2021 Oct;49(10):2944-2956. 

doi:10.1007/s10439-021-02750-x. Epub 

2021 Mar 8. PMID: 33686618; PMCID: 

PMC8510944. 

2) Seno S, Tomura S, Miyazaki H, Sato S, 

Saitoh D. Effects of selective serotonin 

reuptake inhibitors on depression-like 

behavior in a laser-induced shock wave 

model. Front. Neurol. 12: 602038, 2021. 

2.  学会発表   

1) Seno S, Tomura S, Miyazaki H, Sato S, 

Saitoh D. Effects of selective serotonin 

reuptake inhibitors on depression-like 

behavior in a mouse model of mild blast 

traumatic brain injury. The 5th 

International Forum on Blast Injury 

Countermeasures (IFBIC 2021) Program. 

Sep 27-29. Web Conference. 

2) Kiriu N, Saitoh D, Sekine M, Yamamura 

K, Fujita M, Tanaka Y. A study of the 

effectiveness of body armor on blast 

injury. The 5th International Forum on 

Blast Injury Countermeasures (IFBIC 

2021) Program. Sep27-29. Web Conference. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし。 

3. その他：なし 
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分担研究報告 

「化学テロ危機管理」 

研究分担者 大西 光雄 

（国立病院機構大阪医療センター・救命センター長） 

研究協力者 嶋津岳士 大阪府立急性期・総合医療センター 総長 

研究協力者 奥村徹 （公財）日本中毒情報センター ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 

研究協力者 吉岡敏治  （公財）日本中毒情報センター 理事長 

研究協力者 遠藤容子  （公財）日本中毒情報センター 施設長  

研究協力者 若井聡智  国立病院機構本部・DMAT 事務局 次長 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「化学テロ危機管理」 

研究分担者 大西光雄  国立病院機構大阪医療センター  救命センター長 

研究協力者 嶋津岳士  大阪府立急性期・総合医療センター 総長 

研究協力者 奥村徹   （公財）日本中毒情報センター ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 

研究協力者 吉岡敏治  （公財）日本中毒情報センター 理事長 

研究協力者 遠藤容子  （公財）日本中毒情報センター 施設長  

研究協力者 若井聡智 国立病院機構本部・DMAT 事務局 次長 

研究要旨 

 令和２年度に引き続き「化学テロ危機管理」を推進するために、世界健康安全保障イニシアティ

ブ（Global Health Security Initiative: GHSI）の化学イベントワーキンググループ（Chemical Events 

Working Group：CEWG）の活動を通じて情報収集と発信を行った。 

2021 年 4 月 1 日から 2021 年 12 月 15 日の期間の CEWG の活動は、新型コロナ感染症パンデ

ミックのため web 会議の形で 2021 年 4 月 14 日、5 月 20 日、7 月 29 日、10 月 6 日、12 月 2 日、

2022 年 2 月 3 日、3 月 31 日と７回開催された。また、2022 年 2 月 24 日から始まったロシアのウク

ライナ侵攻以来、化学兵器使用の蓋然性が高まったことから緊急の web 会議が 2022 年度に複数

回予定されている。 

 2021 年度の CEWG の重要な課題の１つは、麻薬系薬剤（オピオイド、Opioid）が人為的に散布さ

れて多数の傷病者が発生した場合の対応で、これは 2017 年 10 月に Boston で開催されたワーク

ショップ「Health Security WS on Mass Casualties from the deliberate Release of Opioids」以来継続

的に検討され、成果物の発表が予定された。 

 第 2 の課題は過去に地域に大きな影響を与えた化学物質・放射性物質イベントからの回復およ

びその前後の過程に関するもので、「Recovery Workshop」として 2022 年 1 月に web symposium の

形で開催された。当初は 2020 年の開催を検討していたが、新型コロナ感染症のため延期されて

いたものである。日本からは、福島第一原発事故からの復興の報告がなされた。全体としてコミュ

ニティーとのリスクコミュニケーションの重要性が示された。

今後も CEWG の活動を通じて、テロ対応に係わる各国の組織・機関間の連携を構築・発展させ

ることが重要である。また、ウクライナで化学兵器使用の懸念に対して一般市民や対応機関の対応

をいかに強化するかが課題となってきている。本年度の CEWG の情報は広範囲に影響を及ぼす

事案が中心であり、局所的な化学災害（テロ）への対応は改めてアップデートする必要がある。 

Ａ．研究目的 

 「化学テロ危機管理」を推進するために、世

界健康安全保障イニシアティブ（Global Health 

Security Initiative: GHSI）の化学イベントワーキン

ググループ（Chemical Events Working Group：

CEWG）の活動を通じて情報収集と発信を行った。

2021 年 4 月 1 日から 2021 年 12 月 15 日の期間

の CEWG の活動は、すべて web 会議の形式で、
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4 月 14 日、5 月 20 日、7 月 29 日、10 月 6 日、

12 月 2 日、2022 年 2 月 3 日、3 月 31 日と７回開

催された。 

 

Ｂ．研究方法 （倫理面への配慮） 

 世界健康安全保障イニシアティブ（GHSI）の化

学イベントワーキンググループ（CEWG）への参画 

 日本は化学イベントワーキンググループの当初

からの主要な構成国であり、近藤久禎氏（主任研

究者）が議長を務めてきたが、2013 年より英国の

David Russell 教授とともに嶋津岳士氏（前研究

分担者）が本 WG の共同議長を務めることとなっ

た。今年度の CEWG には大西が web 会議やメ

ールを通じて各国・各組織からの CEWG への参

加者と意見・情報交換を行った。 

 

○ CEWG 会議の開催時期と場所 

・2021 年度は対面の会議は開催せず。  

○ web 会議の日程 

いずれも午前 8:00-9:30（オタワ時間）に開催（日

本時間で同日の午後 9:00～10:30）された。 

  2021 年 4 月 14 日 

  2021 年 5 月 20 日 

  2021 年 7 月 29 日 

 2021 年 10 月 6 日 

 2021 年 12 月 2 日 

 2022 年 2 月 3 日 

 2022 年 3 月 31 日 

 

Ｃ．研究結果 

GHSI の CEWG を通じての情報収集と発信 

①  電話会議を通じての情報収集 

 資料 1～5 に各会議において取り上げられた主

要な議題について示す。 

  2021 年 4 月 14 日 （資料１） 

  2021 年 5 月 20 日 （資料２） 

  2021 年 7 月 29 日 （資料３） 

 2021 年 10 月 6 日 （資料４） 

 2021 年 12 月 2 日 （資料５） 

 2022 年 2 月 3 日 （資料６） 

 2022 年 3 月 31 日 （資料７） 

 

 Web会議の主要なトピックスとしては、(1)従前か

らの課題であるが、フェンタニル系薬物の散布に

よる化学テロの危険性が増している。Opioid の脅

威に関するレビュー（Public Health and Medical 

Preparedness for Mass Casualties from the 

Deliberate Release of Opioids）の最終稿が出来

上がった状態（12 月現在）であり公開され次第、

日本でも周知していく必要がある。 

 

(2)広範囲に影響を及ぼす災害からの回復に関

するワークショップ（Recovery Workshop）。化学

災害（加えて爆発、原子力災害、COVID-19 パン

デミックを含む）後のコミュニティーの回復に関す

るシンポジウムが 2022 年 1 月に開催された（資料

8）。シンポジウムの目的は 5 つ挙げられている。 

1. 化学物質事故の危険にさらされて

いるコミュニティーの特定すること 

2. 事故の影響を受けながらも利用可

能な公衆衛生ツールの評価するこ

と 

3. 事故後のコミュニティーの回復を

促すために利用・展開できる公衆

衛生介入に関して説明すること 

4. 事故後のコミュニティーにおけるコ

ミュニケーションおよびエンパワー

メントに関する方法論を説明するこ

と 

5. 事故の影響を減弱させ、それによ

って回復力を高め、回復を促進す

るためのツールや手順の概要を示

すこと 

が挙げられている。取り上げらた事故事案をシン

ポジウムが開かれた日程順に示す。本シンポジウ

ムは録画記録され、公開される予定となっている
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が、本報告書作成時点ではまだ公開されていな

い。（発表時の画面情報を資料として本報告書を

作成した。） 

 

シンポジウムを通して注目されていた課題は 

・ 医療システムと公衆衛生に関する準備と対

応における体系的な取り組み 

（systemic challenges in the healthcare 

system and public health preparedness and 

response） 

であった。 

 

2022 年 1 月 13 日開催 

テーマ：危険にさらされているコミュニティーの特

定） 

⚫ ベイルート港爆発事故（2020 年） 

この事故では、硝酸アンモニウムが爆発した

が、人的影響として年齢、性別、体重、フィッ

トネス、個人防護具、栄養、治療へのアクセ

スで検討されていた。また環境要因として、

開放空間、閉鎖空間、建造物の崩壊、衝撃

波の反射や防護の影響、粉塵やその他の

ハザードに関して検討されていた。 

化学物質暴露を伴う爆傷の性質があったが、

トキシドロームとして認識されたものはなかっ

た。 

SNS による誤った情報の拡散が認められた。 

環境へのリスクアセスメントが行われた。影

響を受けたエリアを特定し、情報を収集し大

気のモニタリングや放射線量測定が行われ

た。調査内容としては、粉塵に含まれるアス

ベストのモニタリングや、損壊した建造物か

ら漏出した化学物質、火災の危険性、港湾

に運搬されていた食品の安全性、飲料水や

排水の汚染が挙げられた。アクションプラン

として、記録すること、廃棄物の処理方法や

移送方法、飲料水の評価、火災予防が挙げ

られ、緊急リポートとしてハザードを特定し、

曝露時の評価、危険性の内容、リスクマネー

ジメント/リスクコミュニケーションを発出し順

次アップデートした。 

これらのアクションプランを実行に移すにあ

たり、SNS では放射性物質への曝露が問題

となっていたため、客観的情報（空間放射線

量がバックグラウンドレベルのままであること

など）をレバノン原子力エネルギー委員会か

ら発出した。アスベストの飛散に関する不安

も高まっていたが、実際に港湾地区の大気

からアスベストが検出されたため、広範囲に

アスベストのモニタリングを行ったが他の地

域からは検出されなかった。しかし、アスベ

ストが懸念された建造物を解体する場合に

は評価を行った。爆発 1 ヶ月後に二次火災

が発生し、煙を吸入しないように勧告がなさ

れた。さまざまな瓦礫が集積されたエリアか

らの火災であったが、タイヤやプラスチック、

油や電化製品が燃えたものと考えられた。ア

スベストは含まれない建造物の火災であっ

た。しかし、広域火災となった場合の避難所

や退避方法に関しては調整がなされていな

い課題が明らかとなった。 

地域コミュニティとのコミュニケーション方法

における課題としては、さまざまな利害関係

者に対して導入可能な内容であり、目的

（例：行動変容）、対象者（例：爆発エリアの

周囲の居住者）、特定の課題に対する対処

（例：所有物の清掃法）、時期の設定、これら

コミュニケーションの効果のモニタリングが挙

げられた。 

労働衛生に関しては、瓦礫を処理するボラ

ンティアや NGO 職員などの個人防護具

（PPE）が適切であるか、アスベストの危険性

などが含まれたが、国際労働機関（ILO）な

どのアドバイスを受けることとなった。 

このような取り組みの結果、復興時の健康に

関する助言が出された。その中には、ハザ
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ードに関して詳述され、アスベスト含有の瓦

礫や汚染された所有物の清掃法、マスクの

使用、子供の屋外活動、被災地域内で働く

NGO 職員を通じた地域住民とのコミュニケ

ーションが含まれた。 

健康管理に関して、短期および長期の健康

管理のために登録業務を行なった。曝露レ

ベルを被災場所との位置関係で５段階で評

価し、居住者、緊急対応者、ボランティア、

訪問者等に分類し登録した。ベイルート病

院やレバノン赤十字が把握している傷病者

データ等を基本にWHOの健康管理プロトコ

ールに準拠して行われた。 

一連の対応における成果物として、環境公

衆衛生レポート、WHO レバノン火災通知文

書、科学技術ワーキンググループ設立、健

康管理プロトコールガイドライン、環境公衆

衛生通知戦略、復興での防護的活動文書

が挙げられた。これらにより、利害関係者同

士での協働や意思疎通が図られ、国内外の

関係者に対してアクションプランが明らかと

なり、大衆への連絡が改善され防護的な行

動が促された。 

現在では、化学物質に関する安全トレーニ

ングや PTSD を含む精神的な評価等が取り

組まれている。また、発災三週間以内にヘ

ルスケアシステムは回復していたことや、地

域コミュニティーが心理的応急対応や心理

社会的サポートに取り組んでいることが強調

された。 

 

2022 年 1 月 20 日開催 

テーマ：コミュニティーとの関わり 

⚫ ミシガン州フリントの水質汚染（2016 年）：長

期にわたる鉛等での水質汚染 

フリントは1908年に設立されたゼネラルモー

タースが 1940 年代に工場群を建設し、1960

年代に人口は 20 万人に増加し、1986 年ご

ろから 1999 年にかけてすべての工場が閉

鎖された地域である。2014 年 4 月から飲料

水をフリント川から取水し始め、住民は当初

から異臭に気づいていたが、市は安全であ

ると宣言した。しかし、2016 年 1 月にミシガン

州はフリントの飲料水に対して鉛が含まれて

いるとして緊急事態宣言を出すことになった。 

オペレーションは、５つのタスクフォース（水

質、保健福祉、栄養学と教育、健康と医療、

公衆衛生）から構成された。地域コミュニティ

ーとの関わりで念頭に置いていたのは

“People want to know that you care, before 

they care what you know.（住民が気にして

いることは、我々が知ったことで何を気にし

ているかではなく、我々は何を気にしている

か？である。）”であった。シンポジウムでは

フリントでの当時の調査結果において”信頼

“軸と”有用“軸に分けた四分表が示されコミ

ュニティーに関わる機関等を分類していた。

例としては、大学の科学者や家族、教会の

コミュニティーが比較的高く評価され、州の

科学者や州の公式見解は低く評価されてい

た。このような背景を理解した上で、アクショ

ンプランが練られた。例えば、水質検査にお

いては州と利害関係のない科学者立会のも

とで行い、信頼性を高めた。また、コミュニテ

ィーグループ、オープンハウス、広告塔とな

る人材、円卓会議、草の根活動を通じて地

域住民に積極的に関与し、合意形成や教

育を図っていった。 

結果的には、この事件において、現在、信

頼を得れているか？と考えた場合には、まだ

信頼を得ているとは言えないと判断されてい

た。“People want to know that you care, 

before they care what you know.”が最後に

もう一度強調された。 

 

⚫ メキシコ湾原油流出事故（2010 年） 
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メキシコ湾の特徴としては、598,000 人の労

働者が存在し、その 90％以上が石油やガス

産業に従事している。また、数百万ドル規模

の海洋建築や海運産業があり、２千万ドル

相当の観光や漁業といった産業がある。そ

のような背景から、化学事故災害をもたらす

自然災害や人為災害の危険性が存在する。 

現在の緊急の課題は、今回の話題である

2010 年のディープウォーターホライゾン社の

爆発火災に伴う原油流出事故以外に、2014

年に燃料流出、2016 年と 2021 年のテキサ

ス市のフッ化水素漏出事故、2021 年の メ

ルカプタン漏出事故（当初は硫化水素漏出

事故とされた）など数多くの化学物質が関与

する事故が示された。 

コミュニティーに対して、なぜ、どのように関

与していくかが課題であった。使命として、コ

ミュニティーのニーズに対応する研究に通じ

る関係性を構築することが挙げられた。具体

的には、科学知識を普及させて環境公衆衛

生に関する理解を深め情報に基づいた環

境衛生と健康政策を進めること、科学者と公

衆衛生の関係者の間で多方向性のコミュニ

ケーション戦略を構築すること、最善と考え

られる事例を検討しそれを普及させることで

コミュニティーの関与と環境衛生コミュニケ

ーションという分野を発展させること、とされ

た。 

原油流出事故はメキシコ湾の海洋油田で発

生した。2010 年 4 月 22 日から 7 月 19 日ま

で火災および海洋への原油流出が続いた。

6 月 21 日までにメキシコ湾の約 40％が漁業

の操業停止となった。また、データ（流出デ

ータと衛生写真データ等）に大きな乖離があ

り、ほとんど何も合意が得られない状況に陥

っていた。（特に油の分散剤に関して）説明

責任がほとんどなされておらず、さらに、海

岸の被害状況の把握は 2014 年までかかっ

た。地域コミュニティーには漁業に従事して

いるものがいたが、その大半は海洋油田に

関する労働にも従事していた。 

地域への関与では、最初にコミュニティーの

ニーズと関心の把握が行われた。（長期的

な健康への影響、汚染された海産物に関し

ての関心が示された。）次に、オイル漏出に

関連した調査や教育等のインタビューが行

われた。（地理的、民族的に異なるコミュニ

ティーからの参加者を募るべきとの提案があ

った。）その後、４つの州の 24 のコミュニティ

ーに対して対面の会合を開き、調査する課

題を収集した。（目的を特定し、それぞれに

対する調査課題を抽出した。）最後にルイジ

アナ、ミシシッピ、アラバマ州で科学者、臨

床家、コミュニティーを含む会合を何度が開

かれた。 

その結果、メキシコ湾での懸念事項として、

油と分散剤がもたらす長期的な健康への影

響（特に海産物の摂食に伴うもの）が合意さ

れた。この問題に対応するための４つの州

からなるコンソーシアムが作られた。調査プ

ロジェクトはコンソーシアムにより決定された。

具体的には、湾岸の住民に対する臨床的な

調査、海産物と住民に対する汚染の評価と

生物学的モニタリング方法の研究、コミュニ

ティの脆弱性と回復力に関する調査、コミュ

ニティーに対する教育、知識の普及に関す

る積極的な働きかけであった。コンソーシア

ムの構成メンバーは非常に多岐にわたること

がシンポジウムでは示された。 

以上の対応から学ぶべき事項として以下の

ことが述べられた。 

・対応することは必須であるが健康へのリス

クを正確に特定するには不十分となる。その

ため複数の機関と共に取り組むことが必要と

なる。 

・災害の状況に応じて効果的、迅速かつ適
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切に対応するため、公衆衛生と緊急事態対

応部署が連携する必要がある。 

・資料を収集、分析してエビデンスに基づく

計画を推進し、結果をコミュニティに提供し

なければならない。 

・災害対応の研究と倫理審査を迅速に行う

ための組織や政策を策定しなければならな

い。 

・平時からのハイリスクコミュニティに関する

研究が必要である。 

 

⚫ ラック・メガンティック鉄道事故（2013 年） 

この事故は、2013 年 7 月 6 日に発生したカ

ナダケベック州のラック・メガンティックにお

ける 72 輌編成の原油積載貨物列車の脱

線・爆発・炎上事故である。ラック・メガンティ

ックの住民は６千人であり、死亡者 47 名、44

棟の建物の倒壊、2 千人の避難、比類のな

い原油流出事故となった。 

この事故災害の特徴は、予期せぬ突然の発

災であり、恐怖や混乱、ストレスをもたらし、

人的・物的・経済的損失、避難や行動制限、

インフラや社会サービスの途絶、複雑な政

府の対応、メディアの関心、長期に及ぶ影

響、コミュニティー全員に影響した、といった

ことが挙げられた。 

このような背景から、この事故が地域住民に

与えた精神的な課題の評価や対応が述べ

られた。 

心理学的な影響として、ストレスや苦痛、睡

眠障害、不安障害、うつ、PTSD、希死念慮、

貧困、アルコールや薬物依存、家庭内暴力、

不信と無礼な行動、といったことが挙げられ

た。 

これら心理学的な問題から地域の復興を図

るために、健康や適応能力の増進、敵対感

情反応の防止、心理社会的リスクからの保

護を目的として、健康生成論（salutogenesis）

に基づいた方策がとられた。方策のための３

つの要素が示された。 

理解度：ストレスの多い状況を理解して分析

する能力 

意義：一般的に人がストレスの多い状況での

生活に与える意義 

管理能力：ストレスの多い状況に対処するた

めに利用可能なリソースを特定し動員する能

力 

 コミュニティに対する調査は発災後１年、２

年、３年、５年経過時に行われた。マイナスの

結果（例：PTSD）、プラスの結果（例：sense of 

coherence）が調査するステップ、市民参加を

促しコミュニティの回復を促進するため地域

の関係者と市民と共に行動計画を構築する

ステップといった二つのステップが踏まれた。 

コミュニティーを動員するための計画は５段

階で取り組まれた。１心理社会的インパクトに

気づくこと、２集団で回想する日、３コミュニテ

ィの行動計画、４経済的支援を含む支援、５

地域における積極的介入チームの組織づく

りがなされた。 

例えば２の回想する日では、50 名の市民や

専門家が集い、復興の過程への理解、現在

までコミュニティが経験したこと、これらから学

ぶこと、解決への視点の共有、明瞭で共通な

ポジティブなメッセージをコミュニティに伝達

することを課題とした。 

３の行動計画では、心理社会的サービスの

維持と適応、コミュニティとの繋がりの維持、

住民の関与の促進を目標として、市民の憩

いの場、ポジティブな活動、若者に対する健

康学習、積極的介入チームの常設がなされ

た。 

これらの取り組みは”Promising Initiatives to 

Mobilize the Local Community in a Post-

Disaster Landscape”としてケベック州から出

版された（2021 年）。 
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https://www.santeestrie.qc.ca/clients/Sant

eEstrie/Publications/Sante-

publique/Promising_Initiatives_DSPublique_2

021-10-31.pdf 

憩いの場の開設や、市民それぞれの経験を

共有できるような写真展（コミュニティが魅力

的であることを再認識するための写真）、経

験を語ってもらい傾聴する仕組みが紹介さ

れた。この取り組みにより、発災５年経過後

の 2018 年の調査では、カナダの他の地域と

比べて“親戚からの支援”、“相互支援の風

土”に関する指標が良くなっていることが示

された。 

以上の対応から学ぶべき事項として以下の

５つが示された。 

・心理社会学的な影響に関する長期モニタ

リングは妥当である。 

・さまざまなグループの声を聞き、特定のニ

ーズや能力を考慮に入れる必要がある。 

・公衆衛生は健康を守ることと健康を増進す

ることのバランスを求めなければならない。 

・公衆衛生は地域機関や市民グループと密

接に協力しなければならない。 

・公衆衛生は災害後の戦略と介入の開発と

その適応のために既存の知識を活用するべ

きであろう。 

最後に災害のリスクに関して、心理社会学

的リスクを含み共通の認識を形成しなけれ

ばならないこと、調査と解決の両方に関わる

ものが共に取り組むことが強調された。言い

換えれば、災害そのもののマネージメントに

限定するのではなく、関連するすべてのリス

クマネージメントを含まなければならないと

強調された。 

 

⚫ インシデントからの回復の行動的・心理社会

的側面：COVID-19 以降の対応から学ぶ 

英国での COVID-19 への対応が示されたが、

本研究の内容とは離れているためこの報告

書では割愛する。 

 

2022 年 1 月 27 日開催 

テーマ：コミュニティーの強化“より良い復興” 

⚫ 福島第一原発事故（2011 年） 

上村昌博氏（復興庁統括官付参事官 原子

力災害復興班 福島総括）がご講演された。 

発災後から現在までの過程、帰還した住民

の数、帰還困難区域、放射性物質に関する

調査、風評被害対策、福島の浜通りへの産

業の誘致、原子力災害対応の教育法の開

発などが述べられた。 

 

⚫ 2017 年のハリケーンから学ぶこと 

自然災害からの復興に関する、多機関連携

の実際が報告された。本研究の内容とは離

れているためこの報告書では割愛する。 

 

⚫ ハンガリーアルミニウム赤泥流出事故（2010

年） 

2010 年 10 月 4 日にアルミニウム産業廃棄

物である赤泥を貯留池の堤防が決壊し 100

万立方メートルもの赤泥が流出した事故で

ある。 

健康被害から住民を守るため、即時対応と

してマスクを配布し最も影響を受けるエリア

の住民を退避させた。また、大気のモニタリ

ングを行い市民とのコミュニケーションが図ら

れた。発災 10 日後の 10 月 14 日に復興へ

の概要が示された。その一つとして、住民に

対する起こりうる健康被害のモニターや更な

る潜在的な健康リスクを防ぐために環境健

康監視システムが被災地域に導入された。 

大気汚染においては、粉塵の電子顕微鏡

による解析や PM10 の濃度が計測された。

PM10 の濃度はハンガリーの他地域と有意差

は認められなかった。しかし、小児でも成人
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でも PM10 の濃度と呼吸器症状は密接に関

連した。他地域でも認められたことから、この

PM10 への暴露は赤泥からではなく共同暖房

施設から発生したのではないかと考えられて

いる。 

また小児において尿中の金属排出量（赤泥

に含まれる毒性の高い金属であるヒ素、カド

ミウム、コバルト、クロム、ニッケル、バナジウ

ム）の調査も行われた。その結果、他の地域

と比べて優位な差は認められず、他国のデ

ータとも差は認めなかった。 

政府の健康スクリーニングセンターが 2011

年 12 月まで開設された（発災から 1 年 3 ヶ

月間）。成人と小児の一般的な医療、肺のス

クリーニング、呼吸器脳評価、眼科や耳鼻

科、婦人科的な対応、および被災地の外科

的処置が含まれた。高血圧や心疾患、糖尿

病に関してもハンガリーの他地域と差はなく、

癌に関してもバイオマーカーや白血球やリ

ンパ球の検査が繰り返し行われたが、癌のリ

スク上昇も認められなかった。 

この事故災害をきっかけに、対応を改善す

るため対応する組織が強化された。発災時

に危機管理センターやリスクアセスメント部

門、現地健康対策部門や政府の s クリーニ

ングセンターが開設されることが決まった。ま

た、地域自治体では、元の居住地にできる

だけ早く戻れるようにすること、被災エリアの

大気のモニタリングを行うこと、大気の微粒

子の測定に関して被災住民に説明すること

が重要とされた。 

（これまでの他の災害対応と異なり）単一チ

ャンネルでのコミュニケーションが一貫性の

ある明確な情報を伝えるという意味において

利点があるが、専門家から情報を得る欠点

もあるとされた。（この部分の意味は不明瞭

でした。） 

スウェーデンや国連からの第三者評価を受

けたことも示された。 

赤泥の影響を受けた土壌は 5cm より赤泥の

堆積が厚い場合には除去され、5cm 以下の

場合には赤泥ではなく土壌として扱われた。 

被災エリアには120棟の居宅があったが、赤

泥の影響のないエリアに新しい集落として移

されたことが報告された。 

 

以上が本シンポジウムで紹介された主として

化学物質が影響する被災したコミュニティー

への対応および復興への方策である。 

 

(3)GHSI が予定している Evewnt Management 

Response Framework 作成の準備。 

GHSI は 現 在 、 Risk Management and 

Communication Working Group: RMCWG を通

じて global health security に関して早急の対応

が望まれる、あるいは新たに発生した脅威に対

処するための Evewnt Management Response 

Framework の作成に取り掛かっている。CEWG

はその中で化学イベントに対応するための部

分に関わっており、現時点では化学イベント対

応に役立つと考えられる資料の確認がなされ

ている。代表的な資料を本報告書の末尾に付

記する。 

 

Ｄ．考察  

2021 年度も COVID-19 パンデミックのため

CEWG の活動は種々の制約を受けた。 

オピオイド（麻薬系薬剤、Opioid）が人為的に

散布されて多数の死傷者が発生する可能性

はすでに想定されており、その場合の対応は

喫緊の課題であると考えられた。例えば、ロシ

アの劇場で使用されたと考えられているが、多

数の死者が発生している上に、当初の医療対

応は縮瞳という症状が似ているため神経剤を

想定していた可能性が示唆されている。わが

国ではまだ十分に認識されておらず問題であ
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る。治療には解毒薬（ナロキソン）の備蓄が不

可欠となる。適切に対応するためには、準備段

階として新しい脅威であることを医療関係者に

周知すること、解毒剤の使用方法、あるいは自

動注射器や点鼻薬といった多数傷病者へ投

与可能な薬剤の国内承認を得ておくことが挙

げられる。また、実際に発生した場合のため、

覚知や鑑別するための方法や、その情報を中

毒情報センターおよび緊急時対応機関で共

有し、関係するすべての組織、機関がその役

割を発揮できるよう訓練が必要である。また、

市民にもそのリスクの認識を広げるための活動

が求められている。 

化学災害からのコミュニティーの回復に関する

シンポジウムが 2022 年 1 月に開催された。化

学災害のみならず、COVID-19 感染症、原子

力災害、爆発事故といったコミュニティーに甚

大な影響を及ぼす事案が取り上げられた。そ

れぞれの事案において、コミュニィティの課題、

健康・公衆衛生上の課題、環境面での課題、

リスクコミュニケーションという側面から討議され

た。 

CEWG の現在の取り組みは広範囲に影響を

及ぼす公衆衛生的な側面を中心に行われて

いる。しかしながら、昨今の日本での犯罪事情

を考えた場合、多数傷病者を発生させるため

の事件が複数生じており、手段が化学物質で

あった場合に非常に対応しにくい場面が想像

される。具体的には避難・脱出路が限られた状

態での化学物質散布に対する準備ができてい

るかどうかという懸念がある。化学物質の除染

を含む初期対応の訓練は屋外で行われること

が多い。しかし、以下の事案が発生した場合、

現在の対応方法ではどこまで傷病者を救出で

きるか疑問がある。 

⚫ 高層ビルの高層階での化学物質散布 

⚫ 走行中の列車といった停車位置によっ

ては救出が極めて困難な（トンネル内

など）状況での化学物質散布 

このような場合には、従来の訓練での対応

は極めて困難となるであろう。空調により他

の空間へ拡散する（ロシアの劇場での opioid

散布は空調を利用したと言われている）、窓

が開けられないために換気が不十分になる、

水除染を行う空間が確保しづらい、といった

ことが考えられる。除染ローションなど現場

で対応可能な資機材の採用も考慮しなけれ

ばならないかもしれない。 

化学災害等からのコミュニティーの復興に関

するシンポジウムは WEB 開催であったが日

本からは私を含めて 2 名程度しか参加して

いなかった。日本時間の深夜 2 時ごろから

の開催であったので聴講は難しかったと考

えられる。近日、シンポジウム内容が公開さ

れる予定である。 

このシンポジウムでは被災地域のコミュニテ

ィーの評価やリスクアセスメント、心理社会学

的な介入方法など多岐にわたるものであっ

たが、実際 CBRNE 災害が発生した時に必

ず問題となる事項であり、日本でも平時から

取り組んでおく必要性がある。 

また、CEWG メンバーで話題になったこと

として、化学災害時の初動などを一般市民

に示すツールがある。少なくとも二つ確認す

ることができる。 

一つは米国疾病予防管理センター（CDC）

による一般市民への情報提供“Chemical 

Emergencies”である。 

https://www.cdc.gov/chemicalemergencies/

index.html 

もう一つは米国国土安全保障省による

“Ready”サイトである。 

https://www.ready.gov/chemical 

ともに化学災害発生時の一般市民に対する

対応法が示されている。“Ready”においては

平時からの取り組みに関しても示されている。 
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発災時にできるだけ被害を軽減するために

は一般市民に対する活動も必要であろうと

考えられた。このような一般市民に対する取

り組みは、以前に吉岡敏治先生（現森ノ宮

医療大学副学長）が 2018 年の第 40 回日本

中毒学会総会（大阪）にて収録された“毒ガ

ス講談”があるが、前述の二つのサイトで示

されるように、一般市民の自らを守るための

行動指針を示すのも被災地域コミュニティの

被害軽減を考慮した取り組みであろうと考え

られた。 

毒ガス講談（2019 年 5 月 7 日公開） 

https://www.j-poison-ic.jp/top_topic-2/ 

 

また、今回のシンポジウムでも地域の水が

汚染される事案が複数報告されたが、日本

の場合、特にビルの貯水タンク等への有毒

物質の混入は想定しておくべきリスクである

と考える。故意ではないが地下水がヒ素化

合物で汚染されていた事案としては、茨城

県神栖市のジフェニルアルシン汚染事案

（2003 年）がある。和歌山毒物カレー事件

（1998 年）のような飲食物への混入は現在も

適切に対応できるであろうか。 

なお、今年度より分担研究者が嶋津岳士

氏から大西に変更となるに伴い、大西が

CEWG 代表メンバーとなった。 

 

Ｅ．結論 

わが国は松本サリン事件、東京地下鉄サリ

ン事件（同時多発）や VX 殺傷事件など一連の

化学剤を用いたテロを経験してきたが、化学テ

ロのリスクについての認識は専門家にも市民に

も乏しいのが現状である。英国ソールズベリー

でのノビチョク事件やマレーシアでの VX 事件

を見るまでもなく、化学兵器は今日厳然として

存在する危機であり、常に新たな化学剤が開

発されている。世界的に懸念されている Opioid

を用いたテロ（多数傷病者事案）は現実にある

危機として認識を改める必要がある。 

CEWG による Opioid に関する情報が間も無

く公開される。少なくともその内容に関しては

国内の医療従事者に周知していかなくてはな

らない。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｇ．研究発表 

論文発表：なし 

学会発表 

大西光雄：日本中毒学会合同シンポジ

ウム「化学テロと吸入剤による中毒-新

しい脅威（opioid）を踏まえて」第 48 回

日本毒性学会学術年会 2021 年 7 月 9

日（神戸） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特になし 

 

 

＜報告書本文以外の資料＞ 

資料 1：web 会議議題（2021/4/14） 

資料２：web 会議議題（2021/5/20） 

資料３：web 会議議題（2021/7/29） 

資料４：web 会議議題（2021/10/6） 

資料５：web 会議議題（2021/12/2） 

資料６：web 会議議題（2022/2/3） 

資料７：web 会議議題（2021/3/31） 

資料８：Community Recovery Following a Major 

Chemical Incident – case studies based virtual 

symposium の Flyer 

 

 

化学イベント対応に役立つと考えられる資料 

 
GHSI Chemical Risk Prioritization Tool 
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(http://bmcpublichealth.biomedcentral.com/articl

es/10.1186/1471-2458-13-253) 

 

Mass Casualty Decontamination in a Chemical or 

Radiological/Nuclear Incident with External 

Contamination 

(http://currents.plos.org/disasters/article/mass-

casualty-decontamination-in-a-chemical-or-

radiologicalnuclear-incident-with-external-

contamination-guiding-principles-and-research-

needs/) 

 

Emergency Response Guidebook 2016:  

http://wwwapps.tc.gc.ca/saf-sec-sur/3/erg-

gmu/erg/ergmenu.aspx 

 

WHO Manual for the Public Health Management 

of Chemical Incidents:  

http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/44127/1/

9789241598149_eng.pdf 

 

Chemical Hazards Emergency Medical 

Management 

(https://chemm.nlm.nih.gov/index.html ) 

 

Wireless Information System for Emergency 

Responders – WISER: 

https://webwiser.nlm.nih.gov/getHomeData.do 

 

CAMEO Suite:  

https://www.epa.gov/cameo/cameo-software 

 

ALOHA - Areal Locations of Hazardous 

Atmospheres:  

https://www.epa.gov/cameo/aloha-software 

 

TOXNET – Toxicology Data Network:  

https://toxnet.nlm.nih.gov/ 

 

CDC – Chemical Emergencies Preparedness and 

Response:  

https://emergency.cdc.gov/chemical/ 

 

WHO Human Health Risk Assessment Toolkit: 

Chemical Hazards 

(http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/44458/1

/9789241548076_eng.pdf) 
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分担研究報告 

「尖閣・台湾有事の際の傷病者搬送
に関する研究」 

研究分担者 竹島 茂人 

（沖縄県立八重山病院 医局 救急科部長） 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「尖閣・台湾有事の際の傷病者搬送に関する研究」 

研究分担者 竹島茂人  

(沖縄県立八重山病院・医局・救急科部長) 

研究要旨 

 沖縄県立八重山病院は、八重山諸島の石垣島に位置する。尖閣、台湾に最も近い公的

病院である。石垣～那覇は、約４１０ｋｍと東京～大阪間とほぼ同距離である。尖閣も

しくは台湾で有事が発生した際、傷者は当院もしくは当院近傍でＤＣＳを施した後に沖

縄本島へ航空搬送される可能性が高い。なぜならば、石垣～那覇は、ＵＨ－６０で約１

００分間。ＣＨ－４７では、約１２０分を要する上、台湾～石垣は、約２７０km、尖閣

～石垣は約１７０km の距離があり、重症患者は、止血処置等の処置なしには、その搬

送時間を耐えることは困難であるからである。 

Ａ．研究目的 

 尖閣・台湾における有事の際に傷病者搬

送に資する情報を収集する。 

Ｂ．研究方法 

 各方面からの電話等による情報収集。 

（倫理面への配慮） 

特に必要なし。 

Ｃ．研究結果 

 台湾～石垣は、約２７０km、尖閣～石垣は

約１７０km の距離があり、石垣～那覇は約

４１０ｋｍである。陸自ヘリである、ＵＨ－

６０では約 100分。ＣＨ－４７では約 120分

が必要である。 

Ｄ．考察 

 重症戦傷患者を後送する場合、尖閣・台湾

に最も近い公的医療機関である、八重山病

院で、DCS（Damage Control Surgery）等の

処置を受けないと患者は、後送に耐えられ

ないと思われる。固定翼 LR を使用すると石

垣～那覇間は約 50 分であるが、新石垣空港

の滑走路が使用できる保証はない。複数の

重症戦傷患者搬送には、大型ヘリの使用が

好ましい。 

Ｅ．結論 

 八重山病院近傍に、大型ヘリポートが必

要である。 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表

未 

2. 学会発表

 2022 年 11 月の第 50 回日本救急医学会で

のシンポジウム「安全保障」へ演題申込中。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。

2. 実用新案登録 ：なし。

3．その他 ：なし。 
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分担研究報告 

「医療と法執行機関等との連携に 
関する研究」 

研究分担者 若井 聡智 

（国立病院機構本部 DMAT 事務局 次長） 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「医療と法執行機関等との連携に関する研究」 

研究分担者 若井 聡智 

(国立病院機構本部・DMAT 事務局・次長) 

研究要旨 

令和３年度も COVID-19 の影響で、令和 2 年度に上梓された「事態対処医療ガイドブッ

ク」に基づいた研修・訓練は開催されなかった。しかし、国際的に戦術的戦傷者救護 TC3

の指導を行なっている講師を招聘し、30名の参加者（法執行機関職員、消防職員、医療

者）に対して、２日間にわたり研修・実戦訓練を実施した。その参加者から聞き取り調

査を行い、事態対処医療を実施する上で、本邦における現時点での課題を抽出し、対応

策を検討した。 

Ａ．研究目的 

戦 術 的 戦 傷 者 救 護 Tactical Combat 

Casualty Care（TCCC=TC3）の中でも、特に

敵の脅威に直接さらされている状況下での

救護：Care Under Fire（CUF）を想定した実

戦訓練を実施し、法執行機関隊員と医療関

係者が連携して、テロ事案・事件現場で負傷

した傷病者及び事件に対応した法執行機関

隊員を、現場から安全に離脱させ、さらに傷

病者を医療機関へ円滑に搬送する際の課題

と対応策を明らかにすることを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

 国際的に戦術的戦傷者救護 TC3 の指導を

行なっている、救急救命士資格を持つ１等

陸曹を講師として招聘し、独立行政法人国

立病院機構大阪医療センターにおいて、２

日間にわたり 30名（法執行機関職員、消防

職員、医療者）が参加した研修・実戦訓練を

実施し、参加者から聞き取り調査を行って

課題を抽出し、対応策を検討した。 

（倫理面への配慮） 

なし 

Ｃ．研究結果 

講師：１等陸曹、救急救命士 

参加者：30名 

資格（医師５、歯科医師２、救急救

命士 20、警察官１、刑務官１、その

他１） 

職域（病院５、大学２、警察１、 

法務省１、海上保安庁４、自衛隊２、 

消防 11、一般企業２、その他２） 

研修内容 

1. TC３概論

• TC3における３つの目標

➢ 負傷者の治療

➢ さらなる負傷者の発生防止

➢ 任務の完遂

• 良い医療と良い作戦行動は、常に同

一とは限らない。

• Take On Your Feet. 迅速な判断

• 防ぎ得る戦闘死の原因

➢ 圧迫可能な大出血

➢ 気道閉塞

➢ 緊張性気胸
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➢ 低体温 

2. TC3（CUF/TFC/TACEVAC） 

• Care Under Fire: CUF（砲火下の救

護） 

➢ 敵の脅威に直接さらされてい

る状況下での救護である。 

➢ 安全確保のために、撃ち返す、

または隠れなければならない。 

➢ 主眼は、四肢の大出血であり、

致死的な四肢大出血への緊縛

止血以外の処置は実施しない。 

• Tactical Field Care: TFC（戦術的

野外救護） 

➢ 敵の直接的な脅威が収まった、

あるいは、制圧できた状態での

救護である。 

➢ 提供可能な範囲で、全ての救護 

が実施可能である。しかし、依

然として作戦 地域内であるた

め「安全」ではなく、いつ CUF

の段階に戻ってもいいように 、

常に脅威に対し 360°警戒を継

続する必要がある。また、武器

を安定化させる必要がある。 

➢ 主眼は、圧迫可能な大出血・気

道閉塞・緊張性気胸・低体温で

あり、MARCH*1/PAWS*2 による救

護を実施する。 

• Tactical Evacuation Care: 

TACEVAC（戦術的後送救護） 

➢ 後送の段階である。 

➢ 救護における TFC との大きな

違いは、衛生要員の存在と各

種の電子医療機器が利用可能

になることである。 

➢ 実施すべき救護は TFCとほぼ

同じである。 

 

 

＊1 MARCHと実施すべき対応 

M（大出血の止血）：止血帯、止血剤、 

圧迫包帯 

A（気道管理）：前傾座位、回復対位、 

用手気道確保、経鼻エアウェイ、 

輪状甲状靭帯切開 

R（開放創の閉鎖、緊張性気胸の脱気）： 

弁付き・なしチェストシール、 

胸腔穿刺 

 C（止血、循環動態回復）： 

   止血の再評価と完全な止血、静脈

路 

   または骨髄路の確保、輸液、輸血 

H（低体温対応）：保温 

＊2 PAWS  

P（疼痛管理） 

A（抗生剤投与） 

W（眼外傷を含む創傷保護） 

S（副木固定） 

3. Skill Station1（TQ Application） 

• Combat Application Tourniquet○R

（CAT)と他の四肢用止血帯の使用

方法、リセット法の実習 。 

4. Skill Station2（開放創の露出、評価

と止血法の実習） 

 

5. Skill Station3（気道管理, 経鼻エア

ウェイ, 負傷した眼の保護 etc.） 

6. Skill Station4（TCCC 診療記録, 
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LINE-9*3：医療搬送を要請する際に伝

えるべき情報, Drag & Carry：離脱・

後送の方法） 

*3 LINE-9 

① 患者を迎えに行く場所 

② 無線周波数など 

③ 優先カテゴリー別の患者数 

④ 必要とされる特殊な機器 

⑤ 必要な搬送方法毎の患者数 

⑥ ①の安全性 

⑦ ①の目印 

⑧ 傷病者の国籍・身分 

⑨ CBRNE汚染 

7. MARCH の実践 

8. 安全境界線の考え方と行動, 傷病者集

積所, 武器の管理・無力化・安全管理  

9. チームでの対応練習、チームビルディ

ング、実戦訓練対応の打ち合わせ 

10. Trauma Lane1 （実戦想定訓練１） 

屋上で実施。複数の傷病者に CUFを実

施し、敵の脅威に直接さらされている

状況下から離脱して TFCを実施しなが

ら医療搬送要請をして救出。 

 

11. Trauma Lane2 （実戦想定訓練２） 

草むらで実施。複数の傷病者に CUF を

実施し、敵の脅威に直接さらされてい

る状況下から離脱して TFC を実施しな

がら医療搬送要請をして救出。戦闘員

も負傷する想定、武器の無力化を実

施。 

 

12. まとめ、質疑応答 

 

Ｄ．抽出された課題と対応策 

• 医療者、消防職員は戦闘経験がないため

危険な状況に関して実感がわかず、武器

（銃器）の取り扱いにも不慣れである。 

• 安全管理を徹底するためにも、また医療

者・消防職員がテロ事案・事件現場での医

療救護の実施困難性を理解するためにも、

関係機関の職員が充分な座学をした上で、

実戦想定訓練を繰り返すことが重要であ

る。 

• 医療者、消防職員が CUF を実施すること

は極めて困難であり、法執行機関隊員が

事態対処医療、特に CUF の知識・対処方

法を習得する必要がある。 

• 医療者・消防職員は CUF を理解し、連携

を深めるべきである。 

• TFC に関して、創傷処置・気道管理・薬

剤投与など法執行機関隊員が実施可能な

処置を考慮して、整備する必要がある。 

• 今回の研修を、本邦における法執行機関

との医療連携に応用するためには、法執

行機関で過去に経験した、または直面す

ると予想される課題（対応を要するニー

ズ）を調査し、それらに対応すべきである。 

• 法務省矯正局からの参加があり、矯正施
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設においてもニーズがあることがわかっ

た。 

E.考察  

本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男立て

こもり事件」や「東京都大田区猟銃男立て

こもり事件」（共に令和 4 年）など、銃器

を使った立てこもり事件（事態対処事案）

が散発している。今後も、このような事案

が増加する可能性が高いと考えられる。そ

のため、事態対処医療の普及と研修・訓練

の実施が急務であると思われる。今回実施

した TC3研修・訓練は、戦闘現場を想定し

たものであるが、本邦における法執行機関

との医療連携に応用するためには、法執行

機関で過去に経験した、または直面すると

予想される課題（対応を要するニーズ）を

調査し、それを基にした研修・実戦訓練を

実施していく必要があると考える。また、

現時点では医療者・消防職員が、脅威にさ

らされている状況下での救護・医療を実施

することは極めて困難であると考える。そ

こで、法執行機関隊員が事態対処医療の知

識・対処方法を習得する必要があり、医療

者・消防職員は脅威にさらされている状況

下での救護の困難性と重要性を理解し、全

関係機関が連携を深めるべきであると考え

る。 

 

F.結論 

実戦的な TC3 研修・訓練を経験し、本法に

おいて事態対処医療を実施する上での課題

を抽出し、対応策を提言した。 

G．健康危険情報 

 なし 

H．研究発表 

1.  論文発表 

2.  学会発表   

 なし 

 

I．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ：なし 
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分担研究報告 

「CBRNE テロ災害・マスギャザリング
に関する国内外の最新の科学的・政
策的知見に関わる研究：生物剤・リス
クコミュニケーション分野」

研究分担者 齋藤 智也 

（国立感染症研究所 感染症危機管理研究センター長） 

研究協力者 北山 明子 

（国立感染症研究所 感染症危機管理研究センター第５室長） 
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令和 3年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する国内外の最新の科学的・政策的 

知見に関わる研究：生物剤・リスクコミュニケーション分野」 

研究分担者 齋藤智也（国立感染症研究所感染症危機管理研究センター長） 

研究協力者 北山 明子（同第５室長） 

研究要旨 

CBRNEテロ災害の中でも、生物テロ災害に関する検討を行った。GHSAG Bioワーキンググル

ープにおける活動を再開し情報還元するとともに、COVID-19 対応からの生物テロ対策への

教訓を検討することを目的とした。GHSAG Bio WGでは、COVID-19対応の議論を打ち切り、

再び生物テロ対応に関する議論を再開し、類鼻疽のアウトブレイク事例等、関連事例に関す

る情報共有をおこなったほか、次年度の議題として、机上演習や SOP について議論を行う

とともに国際実働演習に関与していく方向性を確認した。COVID-19 対策は、社会全体の

感染症に対するレジリエンスを大幅に強化する結果となったと考えられる。さまざまな感

染症の基本対策とサージキャパシティの構築に寄与し、また基本的な感染管理が関係諸機

関に浸透した点が生物テロ対策に寄与すると考えられた。一方で、新規感染症の報告体制や

法執行機関との連携、自然発生とテロによる発生のリスク認知のギャップ、リスクコミュニ

ケーション、拡充された体制の維持に課題があると考えられた。

Ａ．研究目的 

東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題である。今後多くのマスギ

ャザリングイベントを控え、CBRNEを用いた

災害、テロのようなリスクの増大もあり、厚

生労働省の健康危機管理・テロリズム対策

の医療・公衆衛生の強化は喫緊の課題であ

る。特に生物テロ対策は、2001年の米国炭

疽菌郵送テロ事件以来、目立った事例は認

められないものの、発生時の社会的インパ

クトは非常に大きく、マスギャザリングイ

ベントを控えて備えるべき脅威の一つであ

る。 

世界健康安全保障行動グループ（GHSAG）

は、G７とメキシコ、WHO、ECの保健大臣級

による生物・化学・核・放射線テロ及び感染

症パンデミック等公衆衛生危機対応への連

携を目的としたグローバルネットワークで

ある世界健康安全保障イニシアチブ（GHSI）

のもとに組織された実務者レベルの会合で

ある。従来この中の、リスク管理・コミュニ

ケーションワーキンググループがリスク管

理全般のテーマの一つとして、生物テロ・感

染症事例（新型インフルエンザを除く）を扱

ってきたが、令和元年 12月にバイオロジカ

ルワーキンググループ（GHSAG BioWG）に改

組され、主に呼吸器感染以外の感染症・生物

テロ問題を扱うグループになった。このよ

うな国外の専門家ネットワークを通じた科

学的・政策的知見を集約し、各国政策・実事

例の分析、結果を国内製作にフィードバッ

クすることは極めて重要である。本研究で
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は、主に生物テロ対策について、GHSAG 

BioWG で得られた当該問題への政策課題等

について、情報還元と、本邦における改善点

を提案することを目的とする。また、明らか

にされた課題・改善点に継続的に対応して

いくために、本邦の健康危機管理対応に資

する人材強化事項を検討する。 

加えて、一連の COVID-19対応から得られた

生物テロに関する教訓を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

① GHSAGを通じて、参加国における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する科学

的・政策的知見の状況を把握した。グループ

の活動には、定期的な電話会合及び年２回

程度の対面会合への参加を通じて行い、情

報の収集と分析、政策・人材育成強化に向け

た課題と改善点のフィードバックを実施し

た。 

② 公衆衛生を担当する組織及び行政執行

機関が発出した通知・通達、活動マニュア

ル、ＨＰ等における COVID-19 に関する対

応を振り返り、バイオテロ対策に繋がる教

訓を抽出し、課題を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 政策課題を扱う研究であり該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

① GHSAG BioWG会合は、COVID-19の影響で

対面会合は行われなかった。令和 3年度は、

関係する電話会合が計 2 回行われた。2021

年 6月に COVID-19対応に関する活動を終了

することをメンバー内で確認し、同年 11月

に電話会合で生物学的脅威・バイオテロに

再度焦点を当てることを確認した。2022年

1月に、類鼻疽のアウトブレイク事例等、関

連事例に関する情報共有をおこなった。ま

た、2022年度の議題として、机上演習や SOP

について議論を行うとともに、SOPを向上す

るための国際実働演習に関与していく方向

性を確認した。 

 

② COVID-19 対応から得られた生物テロに

関する教訓 

新型コロナウイルス感染症対策（以下、

COVID-19 対策）は、社会全体の感染症に

対するレジリエンスを大幅に強化する結果

となった。生物テロ対策強化という観点で

もこれは大いにプラスになると考えられる

が、特に検知、対応、事前準備の３フェーズ

の中では、対応に関する強化につながって

いると考えられる。強化につながったと考

えられる部分について振り返りつつ、引き

続き問題となる点を考察する。 

 

• サーベイランス体制の拡充 

➢ COVID-19 に対しては、新型コロナウ

イルス感染者等情報把握・管理支援シ

ステム（HER-SYS）が開発され、感染

者等情報に関する電子的入力、一元的

管理、共有がなされ、さらに感染者の健

康状態のフォローアップ等も一元化さ

れた。また、集計や各種資料作成の自動

化も進められている。 

➢ HER-SYS は COVID-19 のみが対象で

あり、また導入当初は不備も多く、各種

改善を図り活用が進められているが、

開発経験は次期システムのコンセプト

にも生かされ、より簡便で迅速な情報

収集・分析システムの開発が進められ

ている。 
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• 検査室診断体制の拡充 

➢ 生物テロ発生時には、多数の曝露者が

発生した場合等、大量の検査需要が発

生することが想定されるが、COVID-

19 対応を通じて病原体検査のサージ

キャパシティが大幅に拡大した。国立

感染症研究所において、検査判定を速

やかに実施する多量検体検査システ

ムの緊急整備を行い、検査可能検体数

を大幅に増加させ、ゲノム解析体制も

大幅に拡充した。また、地方衛生研究

所において次世代シークエンサー及

びリアルタイムＰＣＲ装置の整備を

支援し、体制を拡充させた。加えて、

大学や民間検査機関への外部委託も

活用し、サージキャパシティを確保し

た。また、検査法についても、迅速ウ

イルス検出機器を新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）に対応可能に

する開発が開始され、変異株に対する

スクリーニング検査等も迅速に開発

して配布した。 

• 積極的疫学調査（接触者追跡）体制の拡

充 

➢ 生物テロ発生時には、大規模な積極的

疫学調査（接触者追跡）の実施が求め

られる可能性がある。積極的疫学調査

（接触者追跡）についてはキャパシテ

ィが大幅に拡大した。外注による体制

の拡大や外部からの専門人材の活用

も進められている。そのための専門人

材の育成と活用の仕組みとして、

IHEAT 人材の登録、育成プログラム

も開始した。 

• 基本的な感染管理が関係諸機関に浸透 

➢ 秘匿的な散布による生物テロでは、発

生に気づかず初動対応者（医療関係者、

消防、警察等）が無防備なまま曝露す

ることによる被害拡大が懸念される。 

➢ 一方で、感染管理の標準予防策を浸透

させるには、意識の面でもコストの面

でも難しい側面があった。発熱者、呼

吸器症状がある者への対応も、動線や

対応時間を分けるなどの対応が医療

機関で行われてきたとは言い難い。 

➢ しかし、コロナ禍では、これら感染症

が疑われる患者に対する基本的な意

識と PPE を着用しての対応等が相当

に浸透するきっかけとなったと考え

られる。 

➢ 救急隊においても消防庁から２０２

０年２月１日、通達『新型コロナウイ

ルス感染症に係る消防機関における

対応について』が発出され、加えて、

救急隊員の感染防止対策、ワクチン接

種の推奨、資器材の消毒等を適切に実

施するための現場のマニュアルも改

訂され、消防における疑い患者及び陽

性患者の搬送について、感染防止の観

点から具体的な対策が示された。 

• 患者搬送体制の拡充 

➢ 感染者の搬送キャパシティが大幅に

増加し、公用車や消防等に加え、民間

救急サービスもフルに活用されるよ

うになった。 

• 大規模予防接種体制の構築 

➢ 新型インフルエンザ等対策の中で大

規模予防接種体制の検討は進められ

てきたが、COVID-19ワクチンの接種

体制は 1 日 100 万回接種を達成する

大規模接種体制が実現された。 

• 警察との連携機会 
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➢ 生物テロ発生時には、特に捜査・調査

の過程で保健所等公衆衛生当局と警

察の連携が必要とされる。また、対応

にあたって、感染者との接触や、汚染

された現場の立ち入り等曝露機会が

あることから、感染対策等で保健所が

助言を求められる機会も想定される。 

➢ 新型コロナウイルス感染症（COVID-

19)の自宅療養等の対象者について、

保健所において行方を把握すること

ができない事例について、保健所から

行方不明者として都道府県警察に行

方不明者届を提出する枠組みが整理

された（新型コロナウイルス感染症の

軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療

養の対象並びに自治体における対応

に向けた準備について（令和 2 年 4 月

2 日付事務連絡）」。 

➢ この届出に係る行方不明者は、感染症

の発症や感染拡大の可能性があるこ

とから、特異行方不明者（規則第２条

第２項第５号）として、規則第 30 条

に基づく警察署長の措置により保健

所長から行方不明届を受理すること、

としている（保健所長から新型コロナ

ウイルス感染症の患者に係る行方不

明者届がなされた場合の対応上の留

意事項について（通達））。この場合、

特異行方不明者として必要な手配を

行うとともに、立ち回り見込み先の調

査等、所要の発見活動を行うこととさ

れる。また、発見時には、各都道府県

の個人情報保護条例に従い、保健所に

対し、当該行方不明者の居所や連絡先

に関する情報を提供すること、として

いる。 

 

平成 21 年国家公安委員会規則第 13 号行方

不明者発見活動に関する規則 

第２条２ この規則において「特異行方不

明者」とは、行方不明者のうち、次の各号の

いずれかに該当するものをいう。 

五 精神障害の状態にあること、危険物を

携帯していることその他の事情に照らして、

自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれ

がある者 

第三十条 警察署長は、行方不明者届がな

されていない場合又は行方不明者届をしよ

うとする者が第六条第一項各号に掲げる者

でない場合であっても、生活の本拠を離れ

その行方が明らかでない者のうち、第二条

第二項各号のいずれかに該当すると認めら

れるもの、他の法令に基づき行方の調査等

を求められたものその他特に必要があると

認められるものについて、この規則による

措置をとることができる。 

 

➢ 本通達には留意事項として、「発見活

動においては防護具等が必要と認め

られる場合は、保健所に提供を求める

など、警察職員の感染防止に十分配意

すること」「受理時においては、当該

行方不明者を発見した場合における

保健所側の対応や、夜間・休日の連絡

窓口等について確認しておくなど、必

要な調整を図ること」としており、感

染対策や保健所との連携強化を求め

る文言が示されている。 

➢ 通達では、感染症法には、警察が行使

し得る特別な権限に関する規定は設

けられておらず、一般的な警察権限に

関する法令の枠内での対応が原則と
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なることを明示している。 

今後の課題 

• 新規感染症の報告体制 

➢ COVID-19 発生当初は、感染症法の位

置付けがまだ無い中でどのように感染

者の報告を得て情報収集を行うかが問

題となり、疑似症サーベイランスの枠

組みを活用して報告を得て検査を行っ

た。感染症法外の感染症で、指定感染症

等の感染症法の位置付けが与えられる

前段階での感染者報告・情報収集を得

る枠組みについては、生物テロ対策の

コンテクストでも課題となり得る。 

• 法執行機関との連携 

➢ 上記のように、COVID-19 対応を通じ

て警察との連携強化につながる局面は

あったものの、具体的に人為的散布が

疑われる事例において必要とされる警

察と公衆衛生機関の連携については、

引き続き検討が必要である。 

➢ 感染性の環境検体の採取や検査等にお

いて、COVID-19 対応関連で警察と地

衛研が連携強化につながる事例はなか

ったと考えられる。 

➢ 事案現場の交通封鎖や除染についても、

特段連携強化につながる事例はなかっ

たと考えられる。 

➢ また、生物テロ発生の認知過程におい

ては、脅威情報に関する公衆衛生関係

機関への共有や合同評価も不可欠な要

素であるが、当然今回の COVID-19 対

応ではカバーされていない。 

➢ COVID-19 対応を通じて、両機関のコ

ミュニケーションの機会は増えたと考

えられ、今後もまずはその機会を増や

すこと、さらにはシナリオ演習等を通

じ、問題点の共有や合同での検討を行

う機会を設定することが必要であると

考えられる。 

• 自然発生とテロによる発生のリスク認

知のギャップ 

➢ 同じ感染症の患者発生であっても、未

知の要素や人為的な要素が加わるこ

とで、社会のリスク認知は大きく異な

る。病院や搬送機関のキャパシティが

増加したものの、それが未知の病原体

やテロによるものであった場合、同様

に活用できるとは限らないことに留

意する必要がある。 

• 拡充された体制の維持 

➢ 今回 COVID-19 対応で拡充された体

制がいかに維持されるかが課題であ

る。感染管理については、基本的な文

化として定着していくことが求めら

れる。サージキャパシティについては、

再度拡張可能な体制を維持・構築して

いくことが求められる。 

• 発生時のリスクコミュニケーション 

➢ COVID-19 対応においてもリスクコ

ミュニケーション（発生状況の周知、

対策に関する周知や双方向的なコミ

ュニケーション）については多くの経

験を詰んだ一方、課題があったところ

である。特に国民の不安を解消し、対

策に納得を得るコミュニケーション

のあり方については引き続き検討が

必要である。 

➢ 特に生物テロについては、それが人為

的なものであるとの評価が必要であ

るが、誰がどのように評価して、国民

に対して説明するのか、という点が、

特にコミュニケーション上問題とな
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ると考えられるが、COVID-19対応で

はそのような要素はなく、引き続き検

討が必要である。 

Ｄ．考察 

 本年度の GHSAG の活動は、ようやく本来

の活動である生物テロに関する対応の検討

を戻していく方向性が再確認され、令和４

年度より本格的に活動再開するための準備

が行われた。 

COVID-19 への対応は、自然発生の感染

症への対応であったことから、バイオテロ

で必要となるであろう、高病原体に曝露さ

れた患者の搬送・検査・治療、そのための警

察や消防の連絡・連携体制、事案現場の交通

封鎖及び現場保存、サンプリング、適切な除

染の実施、テロ実行者に繋がるプロファイ

リング、国民に対する情報発信の要領など

は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

のための「実地訓練」では十分ではないこと

を理解しておかなければならない。 

COVID-19 対応からの生物テロへの教訓

をフィードバックしつつ、より生物テロを

中心としたグローバルな感染症問題につい

て、専門的な議論を行う機会を探っていく

必要がある。 

Ｅ．結論 

 世界健康安全保障行動グループバイオロ

ジカルワーキンググループにおいては、生

物テロ事象を中心とした情報交換窓口とし

て演習をベースとした議論を再開すること

が確認された。今後も枠組みを維持し、有事

の際に専門的な知見から意見交換する枠組

みを保持することが重要である。COVID-19

対応で生物テロ対応強化につながった部分

を認識し、その維持・拡充に努めるととも

に、引き続きギャップとなる部分を埋める

努力が不可欠である。 

Ｆ．健康危険情報 

 特記事項なし。 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表

なし 

2. 学会発表

なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。

2. 実用新案登録 ：なし。

3. その他 ：なし。
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分担研究報告 

「CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関す
る公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に 

資する人材の強化に関する研究」 

研究分担者 高橋 礼子 

（愛知医科大学 災害医療研究センター 助教） 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

分担研究報告書 

「CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に 

資する人材の強化に関する研究」 

研究分担者 高橋 礼子 （愛知医科大学・災害医療研究センター・助教） 

研究要旨 

【目的】 

CBRNEテロ対応能力の拡充及び本邦における継続的な CBRNEテロ対応能力の向上を図る

ため、令和 2 年度の本研究で改訂を行った MED-ACT の各分野掲載資料の追加掲載及び

モニター評価を踏まえた改訂（医療分野）と、社会医学系専門医研修プログラムの『経

験すべき各論的課題（健康危機管理）』として活用可能な研修プログラム（案）の策定

（公衆衛生分野）を目的とする。 

【結果・考察】 

≪医療分野≫化学テロに対し、自動注射器研修関連資料（H31・R2小井土班にて作成・

実施）の追加掲載を行った上で、有用性・利便性のアンケート調査を行った。回答数が

少なかったため、正確な検証を行う事は困難であったが、MED-ACTは CBRNE テロ対応に

有用であるとして受け入れられる傾向にあると考えられた。また、病院マニュアル作成

など事前準備・学習に向けたツールとして有用とのコメントもあった。 

≪公衆衛生分野≫ 

各論的課題（健康危機管理）での実践に関する研修プログラム（案）を作成し、「国立

病院機構本部 DMAT 事務局を基幹とする社会医学系専門医研修プログラム」にて、当該

プログラム（案）に沿った形で専攻医の経験課題として提供した。専攻医・指導医のヒ

アリングの結果、知識を得る機会の少なさの指摘があったため、その点を踏まえた研修

プログラム（案）のブラッシュアップを行った。 

【研究協力者】 

小井土 雄一（国立病院機構本部 DMAT 事

務局） 

赤星 昂己（国立病院機構本部 DMAT 事務

局） 

Ａ．研究目的 

 現在、本邦では東京 2020オリンピック・

パラリンピック競技大会（以下、東京オリパ

ラ）の開催を控えているが、近年の国際状況

を背景に、CBRNEを用いた災害・テロの脅威

が増大している。この中で、厚生労働省の健

康危機管理・テロリズム対策の強化、特に公

衆衛生及び医療における対策の強化は喫緊

の課題である。 

今年度の本研究では、平成 31年度厚生労

働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危

機管理対策総合研究事業）「2020年オリンピ

ック・パラリンピック東京大会等に向けた
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包括的な CBRNE テロ対応能力構築のための

研究」（研究代表者：小井土雄一）（以下、H31

小井土班）内の「CBRNEテロ発生時の傷病者

対応アウトリーチツール作成に関する研究

（高橋礼子 研究分担者）」で作成し、令和

2 年度の本研究で改訂を行った MED-

ACT(Medical Emergency Directory Against 

CBRNE Terrorism):CBRNE テロ対策医療・救

護支援ツール）の各分野掲載資料を人材育

成・教育的観点から更にブラッシュアップ

すると共に、ユーザーによるモニター評価

で利便性・有用性の評価と最適化を図るこ

とで、CBRNEテロ対応能力の拡充及び本邦に

おける継続的な CBRNE テロ対応能力の向上

を図ることを主な目的とする。 

更に、令和 2 年度の本研究にて明らかと

なった、社会医学系専門医研修モデルプロ

グラムの中でカバーされていない部分・不

十分な部分（※）を踏まえ、社会医学系専門

医研修プログラムの『経験すべき各論的課

題（健康危機管理）』として活用可能な研修

プログラム（案）を策定することも併せて目

的とする。 

（※社会医学系専門医研修モデルプログラムの中でカバー

されていない部分・不十分な部分：基本プログラム（e-

learning）では最新のトピックス（例：新型コロナウイルス

感染症に伴う感染症対策・健康危機管理対応の変化、東京オ

リンピック・パラリンピック開催に伴うテロ対応体制の強化

状況等）の習熟が困難であるため、各施設での研修プログラ

ムの各論的課題の中で実践の場を提供し、CBRNE テロ対応に

関する人材の強化に繋げる必要がある） 

 

Ｂ．研究方法 

【医療分野】 

1. MED-ACTの各分野掲載資料のブラッシ

ュアップ（特に人材育成の観点） 

 コンテンツ収集 

 H31・R2小井土班及び今年度研

究班での新規作成資料の確認・

収集 

 CBRNE各分野における文献・既

存資料等の情報収集 

 レイアウト・構成等の検討、コンテンツ

掲載 

2. R3版 MED-ACTのモニター評価 

 評価ツール：WEBアンケート 

 アンケート項目：資料 1参照 

 モニター対象者： 

 DMAT インストラクター・タスク 

（DMAT インストラクターML（登

録者約 2000名）にて周知） 

3. モニター評価を踏まえた MED-ACTの改

訂 

評価結果より、必要に応じて MED-ACTの

改訂を行う。 

 

【公衆衛生分野】 

1. 各論的課題（健康危機管理）での実践に

関する研修プログラム（案）を作成 

2. 研修プログラム（案）に沿った課題の実

施 

 「国立病院機構本部 DMAT 事務局を

基幹とする社会医学系専門医研修

プログラム」にて、専攻医の経験課

題として提供する 

 課題に対する計画・実施・評価・改

善の一連のプロセスを経験させる 

3. 研修プログラム（案）のブラッシュアッ

プ 

 専攻医及び指導医より研修内容・難

易度等についてヒアリングを行う 

 必要に応じて研修プログラムの内

容・実施時期・指導方法等について

再検討する 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては特定の個人、実験動物

などを対象とした研究は行わないため倫理

的問題を生じることは少ないと考えられる。 
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Ｃ．研究結果 

【医療分野】 

1. MED-ACTの各分野掲載資料のブラッシ

ュアップ 

 本研究班の分担研究者及び各種研究班の

情報収集を行ったところ、人材育成に関す

る新規資料としては、以下の資料を入手し

た。 

➢ 自動注射器研修関連資料（H31・R2小井

土班にて作成・実施） 

 講義資料（スライド） 

 講義動画 

 試験関連資料（筆記試験問題、実技

試験評価票） 

 Q&A 

 資料掲載の際、各種資料はＷＥＢ上での

閲覧だけでなく、ダウンロードも可能な設

定とし、オフラインでも利活用出来るよう

にした。但し、当該研修自体が自動注射器使

用を想定した実働部隊（消防官・警察官・自

衛隊員・海上保安官）向けの研修であったた

め、本研究担当課室（厚生労働省大臣官房厚

生科学課健康危機管理・災害対策室）とも協

議の上、ID・パスワード付きの限定公開とし

た。 

 

2. R3版 MED-ACTのモニター評価 

ML 登録者約 2000 名の内、22 名から回答

を得た。以下に、主なアンケート結果を示す

（詳細は、資料 2を参照）。 

  

【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際の

内容として十分ですか？   

 専門的すぎる 4 

 丁度良い 16 

 内容が不足している 2 

  

【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際に

読みやすい・見やすいですか？  

 読みやすい・見やすい 8 

 普通 12 

 読みにくい・見にくい 2 

  

【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場で

活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 3 

 丁度良い 19 

 内容が不足している 0 

 

【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床現

場で活用する際に読みやすい・見やすいで

すか？  

 読みやすい・見やすい 6 

 普通 14 

 読みにくい・見にくい 2 

  

【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場で

活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 1 

 丁度良い 21 

 内容が不足している 0 

  

【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床現

場で活用する際に読みやすい・見やすいで

すか？  

 読みやすい・見やすい 5 

 普通 16 

 読みにくい・見にくい 1 

  

【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨床

現場で活用する際の内容として十分です

か？  

 専門的すぎる 3 

 丁度良い 19 

 内容が不足している 0 
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【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、

臨床現場で活用する際に読みやすい・見や

すいですか？  

 読みやすい・見やすい 6 

 普通 16 

 読みにくい・見にくい 0 

  

【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場で

活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 4 

 丁度良い 18 

 内容が不足している 0 

  

【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？  

 読みやすい・見やすい 8 

 普通 14 

 読みにくい・見にくい 0 

  

【Q11】PWA 機能（オフラインでも資料閲覧

が可能な機能）は有用ですか？  

 有用である 15 

 機能自体は有用だが使いにくい 2 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 5 

  

【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザ

ー別に各資料及び個別項目をピックアップ

して表示）は有用ですか？  

 有用である 12 

 機能自体は有用だが使いにくい 3 

 不要である 1 

 使っていないのでわからない 6 

  

【Q13】単語からのページ移動機能は有用で

すか？  

 有用である 16 

 機能自体は有用だが使いにくい 3 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 3 

  

【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリ

ンク追加は有用ですか？  

 有用である 14 

 機能自体は有用だが使いにくい 2 

 不要である 1 

 使っていないのでわからない 5 

  

【Q15】検索機能は有用ですか？  

 有用である 18 

 機能自体は有用だが使いにくい 1 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 3 

  

【Q16】MED-ACT を CBRNE テロ等発生時の対

応資料として活用したいですか？  

 活用したい 20 

 活用したくない 0 

 わからない 2 

 

3. モニター評価を踏まえた MED-ACTの改

訂 

 モニター評価の結果から、以下について

改善の要望（一部抜粋・要約）があった。 

 （総論）資料のリンク切れ（厚労省 HP）

の対応をして欲しい。 

 （各論：化学）情報量が多いので、緊急

時向けに重要事項をピックアップして

欲しい。 

 （各論：生物・化学）：対応をフローチ

ャート化して欲しい。 

 （検索機能）大まかな位置が示される

だけで、どこに記載されているかがわ

かりづらい。 
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しかし、 

 リンク切れ資料については改訂版の発

出があるが、厚労省 HP に公開が無い。 

 重要事項ピックアップやフローチャー

ト化は、既存資料を改変せず掲載する

形をとっているため、即応が難しい。 

 検索時にピンポイント表示させるため

には高度なシステムが必要であり、即

応が難しい。 

の理由から今年度の改訂は見送り、来年度

以降の課題として継続的に対応することと

した。 

 

【公衆衛生分野】 

1. 各論的課題（健康危機管理）での実践に

関する研修プログラム（案）を作成（詳

細は資料 3参照） 

 研修プログラム（案）として、以下の 3項

目に分けて整理・作成した。 

➢ 研修全体の大まかな流れ・概要 

 テロ関連課題に先行して、総括的課

題で災害対応を主軸にしたものを

経験したり、各論的課題の大規模災

害対策を経験する 

 テロ対応は実践例が非常に稀であ

るため、訓練企画や対応計画策定等

をベースに課題付与する 

➢ 課題の具体例 

 テロ関連訓練の企画・実施 

 災害 BCPへのテロ事案の組込み 

➢ 課題実施時のプロセス 

 情報収集→情報の分析→解決のた

めの計画の立案→実行→評価 

 

2. 研修プログラム（案）に沿った課題の実

施（詳細は資料 4参照） 

I. 研修実施状況・課題設定（関連分野の

み抜粋） 

➢ 研修 1年目  

【総括的な課題】 

 組織マネジメント：札幌市における

コロナ対応体制作り 

 プロセスマネジメント：R2 大規模

地震時医療活動訓練（北海道）の企

画 

【各論的な課題】 

 大規模災害対策：R2 大規模地震時

医療活動訓練（北海道）での対応計

画策定・検証 

➢ 研修 2 年目 

【各論的課題】 

 テロ対策：『神経剤解毒剤自動注射器

の配備・配送訓練』の企画・実施を課

題として設定 

 

II. 課題実施プロセス 

① 情報収集 

本邦における Cテロ対策全般と自動

注射器導入の経緯について確認 

② 情報の分析 

R2小井土班（国家備蓄・自動注射器

の配備・配送についてのコンピュータ

ーシミュレーション）での結果を踏ま

えた問題点の整理 

③ 解決のための計画の立案 

対応計画として、以下のステップを

設定。 

i. 国家備蓄の備蓄場所から医療

機関への配送 

ii. 自動注射器の事前配備場所か

ら発災現場への配送 

iii. 発災現場における自動注射器

の使用も含めた現場活動 

iv. 発災現場から医療機関への傷

病者の搬送 

v. 医療機関における受入れ・外来
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診療・入院 

④ 実行 

対応計画の内、有識者・関係機関等

へのヒアリングにて検証するパート

（ⅱ）、机上訓練で検証するパート（ⅲ、

ⅳ、ⅴ）、実動訓練で検証するパート

（ⅰ）に分けて設定 

⑤ 評価 

当初のシミュレーション結果より

も、時間が掛かる/条件が増えること

が判明。 

⑥ 評価結果に基づく継続的改善 

検証結果を踏まえ、追加/新規デー

タを踏まえた配備・配送シミュレーシ

ョンを実施予定。 

 

3. 研修プログラム（案）のブラッシュアッ

プ 

≪専攻医ヒアリング≫ 

➢ 課題の内容 

オリパラのタイミングもあり、実動のみ

では検証が難しい事案について、小井土班

でのコンピューターシミュレーション等も

含めた検証に携わることが出来、非常に良

い経験になった。 

➢ 課題の難易度 

一般論として、指導医含めて前例・経験が

少なく、決まり事も少ないので、『セオリー

通りの課題経験』という事にはなりにくい。

また、教科書や勉強会等が少なく、知識を身

に着ける機会がどうしても少ないため、相

対的に課題の難易度は高く感じると思われ

る。 

➢ 先行課題との関連付けの必要性 

危機管理対応全般の基礎として学ぶこと

が出来るため、先行して大規模災害等の課

題を経験出来るとよい。 

➢ 課題実施のタイミング（研修年次とし

て適切か） 

副分野での学習をどの程度重点的に行う

かにもよるが、3年目に副分野経験及び主分

野経験課題の論文化等を行うならば、1年目

で大規模災害関連課題を先行経験した上で、

2 年目でのテロ関連課題の経験が良いかと

思う。一方で、DMAT 事務局での経験ベース

に考えれば、1 年目で基礎（DMAT 養成研修

等）、2年目で災害訓練主担当、3年目でCBRNE

（特殊災害）という流れがスムーズと思わ

れる。 

≪指導医ヒアリング≫ 

➢ 課題設定の一般化にあたっての課題 

 DMAT 事務局では、指導医の専門分野によ

りテロ関連課題の設定も比較的容易だが、

指導医の専門性により設定困難な場合は、

テロ対策研修等の実績のある施設との連携

（例：新潟大学災害医療教育センターの教

育プログラム等の活用）を行うと良い。また

可能であれば、専門センター（中毒情報セン

ター・放医研・感染研等）との連携を図ると、

より専門的な学習が可能である。 

更に、テロ対策は医療関係者だけでなく

実動部隊（消防・警察・自衛隊・海保等）と

の連携も重要であるため、指導医により意

見交換等の場を積極的に設けることも、課

題経験の中で必要である。 

 

Ｄ．考察  

【医療分野】 

本研究におけるアンケートでは、回答数が

少なかったため、正確な検証を行う事は困難

であったが、MED-ACTは一般医療従事者に

よる CBRNEテロ対応に有用であるとして受け

入れられる傾向にあると考えられる。また、テロ

発生時のみではなく、病院マニュアル作成など

事前準備・学習に向けたツールとして有用との

コメントも頂いた。 

本ツールの内容の充実度としては、全体的
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に丁度良いという回答が中心であった。但し、

総論部分については資料のリンク切れという事

もあり、内容不足との回答も見られた。こちらは

最新版の資料が掲載出来るよう、厚労省との

調整若しくは公開資料の確認を進める。 

また、本ツールの使いやすさについては、各

分野で構成が揃っていない事による見づらさ

の指摘や、フローチャートの活用・追加等の要

望が散見された。個別の分野で見ると、核・放

射線テロ及び爆発テロについては、読みにく

い・見にくいという意見はなかったが、それ以外

は意見が分かれる傾向にあった。この理由とし

ては、核・放射線及び爆発テロについては、1

つのガイドライン・指針としてまとまっているもの

であり、また両分野共に対応フローチャートが

盛り込まれていることが理由として考えられた

が、本ツールのコンテンツは既存資料の活用

をメインとしているため、各分野での構成の不

一致等への対応には限界があった。但し、化

学テロの院内対応については、一般医療機関

向け及び三次救急・災害拠点病院等向け共に

簡易的なフローチャートが掲載されているた

め、構成の変更含め、来年度以降の課題とし

て対応することとしたい。 

更に本ツールの機能面では、検索機能が不

十分（大まかな位置表示しかされない）であるこ

とへの指摘があったが、ピンポイント表示のた

めには高度なシステムが必要となり、改訂に必

要な経費が高額となってしまうため、こちらも来

年度以降の課題として継続的に対応することと

したい。 

 

【公衆衛生分野】 

 社会医学系専門医研修において、テロ対

応能力の獲得・向上も含めた研修プログラ

ム（案）を作成し、それに沿って実際に専攻

医の課題実施・指導医による指導を行った

所、概ね好意的な評価を頂いた。しかし、課

題の難易度についてのヒアリングにおいて

「知識を身に着ける機会が少ない（教科書・

勉強会など）」という要望に対し、元々は NBC

専門家会合の場を活用する予定でいたが、

令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症流

行及びその対応が続いており、NBC専門家会

合自体が開催されなかったため、十分対応

することが出来なかった。これを踏まえ、研

修プログラム（案）の「2．課題の具体例」

の中に『テロ関連研修等の運営サイドでの

参加』を加え、プロジェクトマネジメント等

の経験及び基本的なテロ対応知識を学習で

きる課題付与の例として提示することとし

た。 

 今後は本研修プログラム（案）を踏まえ、

本研究班各研究者が関与する社会医学系専

門医プログラムにて、専門医を目指す医師

へのテロ対応能力の獲得・向上に向けた指

導を行うと共に、他施設プログラムにおけ

る活用に向けて周知を図っていく。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、CBRNEテロ対応能力の拡充及

び本邦における継続的な CBRNE テロ対応能

力の向上を図るため、MED-ACTの改訂と社会

医学系専門医研修プログラムにおけるテロ

対応課題も含めた研修プログラム（案）を作

成した。今後も医療分野・公衆衛生分野共に

継続した体制強化を行うため、両ツールの

改訂・周知等を図っていく。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表   

○高橋礼子 他. CBRNE テロ対策医療・救

護支援ツール（MED-ACT:Medical 

Emergency Directory Against CBRNE 

Terrorism）の作成【口演】第 49回日本救

急医学会総会・学術集会 2021.11.21（東
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京） 

○高橋礼子 他. COVID-19第 5波における

愛知県入院待機ステーション設置の課題と

第 6波での対応策【口演】第 27回日本災

害医学会総会・学術集会 2022.3.3（広

島） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし。 

3.その他：なし 
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資料 1 アンケート項目 

【職種】 

医師・看護師・薬剤師・臨床検査技師・放射線技師・救急救命士・その他コメディカル・事

務・その他 

【勤務先】 

医療機関・研究教育機関・実働機関（消防・警察等）・その他 

【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

⚫ 専門的すぎる

⚫ 丁度良い

⚫ 内容が不足している

※Q1 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。

【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいですか？ 

⚫ 読みやすい・見やすい

⚫ 普通

⚫ 読みにくい・見にくい（具体的な理由・箇所：  ） 

※Q2 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 

【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

⚫ 専門的すぎる

⚫ 丁度良い

⚫ 内容が不足している

※Q3 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。

【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいです

か？ 

⚫ 読みやすい・見やすい

⚫ 普通

⚫ 読みにくい・見にくい（具体的な理由・箇所：  ） 

※Q4 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 
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【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

⚫ 専門的すぎる 

⚫ 丁度良い 

⚫ 内容が不足している 

※Q5 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

 

【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいです

か？ 

⚫ 読みやすい・見やすい 

⚫ 普通 

⚫ 読みにくい・見にくい 

※Q6 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 

 

【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

⚫ 専門的すぎる 

⚫ 丁度良い 

⚫ 内容が不足している 

※Q7 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

 

【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やす

いですか？ 

⚫ 読みやすい・見やすい 

⚫ 普通 

⚫ 読みにくい・見にくい 

※Q8 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 

 

【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

⚫ 専門的すぎる 

⚫ 丁度良い 

⚫ 内容が不足している 

※Q9 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

 

【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいで

すか？ 

⚫ 読みやすい・見やすい 

⚫ 普通 

⚫ 読みにくい・見にくい 

※Q10 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 
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【Q11】PWA 機能（オフラインでも資料閲覧が可能な機能）は有用ですか？ 

⚫ 有用である 

⚫ 機能自体は有用だが使いにくい 

⚫ 不要である 

⚫ 使っていないのでわからない 

※Q11 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 

【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザー別に各資料及び個別項目をピックアップし

て表示）は有用ですか？ 

⚫ 有用である 

⚫ 機能自体は有用だが使いにくい 

⚫ 不要である 

⚫ 使っていないのでわからない 

※Q12 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 

【Q13】単語からのページ移動機能は有用ですか？ 

⚫ 有用である 

⚫ 機能自体は有用だが使いにくい 

⚫ 不要である 

⚫ 使っていないのでわからない 

※Q13 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 

【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリンク追加は有用ですか？ 

⚫ 有用である 

⚫ 機能自体は有用だが使いにくい 

⚫ 不要である 

⚫ 使っていないのでわからない 

※Q15 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 

【Q15】検索機能は有用ですか？ 

⚫ 有用である 

⚫ 機能自体は有用だが使いにくい 

⚫ 不要である 

⚫ 使っていないのでわからない 

※Q15 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
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【Q16】MED-ACT を CBRNE テロ等発生時の対応資料として活用したいですか？ 

⚫ 活用したい 

⚫ 活用したくない 

⚫ わからない 

※Q16 で活用したくないとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 

【Q17】ご意見・お気づきの点等ございましたら、ご記入ください。 

 

 

91



資料 2 アンケート結果（詳細） 

 

 
 

 
 

  

11

6

1
0

0

0

1

2
1

職種

医師

看護師

薬剤師

臨床検査技師

放射線技師

救急救命士

その他コメディカル

事務

その他

18

2

1 1

勤務先

医療機関

研究教育機関

実働機関（消防・警察等）

その他
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※Q1 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

 「NBC テロその他大量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデル」へのリンクが繋がり

ません。 

 リンク切れです。 

 

 
※Q2 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ 上記と同じ理由です。うまくリンクが繋がっていないので。 

・ リンク切れで確認できませんでした。 

 

 

 

4

16

2

【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際の内容と

して十分ですか？

専門的すぎる

丁度良い

内容が不足している

8

12

2

【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際に読みやす

い・見やすいですか？

読みやすい・見やすい

普通

読みにくい・見にくい
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※Q3 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

・ なし 

 

 
※Q4 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ 情報量が多いので、緊急時に取捨選択するのが大変だと思います。 

・ 緊急時にはゆっくり読んでいる時間がないことも想定し、冒頭に最重要事項（まずこれ

をやること）を書いたらいいのではと思います。 

 

 

 

 

 

3

19

0

【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場で活用す

る際の内容として十分ですか？

専門的すぎる

丁度良い

内容が不足している

6

14

2

【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床現場で活

用する際に読みやすい・見やすいですか？

読みやすい・見やすい

普通

読みにくい・見にくい
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※Q5 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

・ なし 

 

 
※Q6 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ 縦に長いため、必要情報をスクロールしながら見逃しそう。 

 

 

 

 

 

 

 

1

21

0

【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場で活用す

る際の内容として十分ですか？

専門的すぎる

丁度良い

内容が不足している

5

16

1

【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床現場で活用

する際に読みやすい・見やすいですか？

読みやすい・見やすい

普通

読みにくい・見にくい
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※Q7 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

・ なし 

 

 
※Q8 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ フローチャートになっていて非常にわかりやすいです。生物テロ、化学テロもこの形式

で統一できませんでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

3

19

0

【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨床現場で

活用する際の内容として十分ですか？

専門的すぎる

丁度良い

内容が不足している

6

16

0

【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、臨床現

場で活用する際に読みやすい・見やすいですか？

読みやすい・見やすい

普通

読みにくい・見にくい
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※Q9 で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 

・ なし 

 

 
※Q10 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ

い。 

・ なし 

 

 

 

 

 

 

4

18

0

【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場で活用す

る際の内容として十分ですか？

専門的すぎる

丁度良い

内容が不足している

8

14

0

【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床現場で

活用する際に読みやすい・見やすいですか？

読みやすい・見やすい

普通

読みにくい・見にくい
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※Q11 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ なし 

 

 

※Q12 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ 量が多いため、しかし、しょうがないか。 

 

 

 

 

 

15

2

0

5

【Q11】PWA機能（オフラインでも資料閲覧が可能

な機能）は有用ですか？

有用である

機能自体は有用だが使いにくい

不要である

使っていないのでわからない

12

3

1

6

【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザー別に

各資料及び個別項目をピックアップして表示）は有

用ですか？

有用である

機能自体は有用だが使いにくい

不要である

使っていないのでわからない
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※Q13 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

 なし 

 

※Q14 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ リンクした先の情報量が多すぎれば、結局は読みやすさを損ねてしまうのではないでし

ょうか。 

 

 

 

 

 

16

3

0 3

【Q13】単語からのページ移動機能は有用ですか？

有用である

機能自体は有用だが使いにくい

不要である

使っていないのでわからない

142

1

5

【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリンク追

加は有用ですか？

有用である

機能自体は有用だが使いにくい

不要である

使っていないのでわからない
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※Q15 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ 大まかな位置が示されるだけで、どこに記載されているかがわかりづらい。 

 

 
※Q16 で活用したくないとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 

・ なし 

 

 

 

 

 

 

 

18

1
0

3

【Q15】検索機能は有用ですか？

有用である

機能自体は有用だが使いにくい

不要である

使っていないのでわからない

20

0
2

【Q16】MED-ACTをCBRNEテロ等発生時の対応資

料として活用したいですか？

活用したい

活用したくない

わからない
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【Q17】ご意見・お気づきの点等ございましたら、ご記入ください。 

・ 当院では DMAT 隊員でも NBC 研修は受講できていない者が多い。 

・ 有事の際に、一斉にアクセスが集中しサーバーがパンクし被災地の職員が見れないこと

が起こります。せめて EMIS 等にバックアップがあり、DMAT 隊員他でもストレスな

く見られれば良いかなと思いました。 

・ CBRNE は苦手なので、本ツールの公開は大変助かります 

・ C, B, RN, E それぞれスタイルが違うので、統一していただけませんか。緊急時に読む

なら、RN テロ対応のようにフローチャートの該当箇所クリックから始めるのが良いと

思います。 

・ お知らせが ID、パスワードがないと読めない。 

・ 実際に CBRNE テロ対応に遭遇したことがなく、現場感がわからない。病院のマニュア

ルを作るのには MED-ACT はとても参考になった。 
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資料 3 研修プログラム（案） 

 

1. 研修全体の大まかな流れ・概要 

➢ 基本プログラムは e-learning 等で実施 

➢ テロ関連課題に先行して、（可能な範囲で）総括的課題で災害対応を主軸にしたも

のを経験したり、各論的課題の大規模災害対策を経験する 

→健康危機管理事案におけるマネジメント体制の基礎を学ぶ 

➢ テロ対応は実践例が非常に稀であるため、訓練企画や対応計画策定等をベースに

課題付与する 

➢ 可能であれば、以下の様な工夫・サポートも適宜行う 

 先行経験課題等で得た知見・人脈等も活用し、より発展的な課題解決プロセス

を経験出来るようにする 

 関係者・関係機関との意見交換等の場を積極的に設ける 

 

2. 課題の具体例 

【各論的課題（テロ対策）での付与】 

➢ テロ関連訓練の企画・実施 

→医療機関・行政機関等におけるテロ対応の現状把握と問題点抽出、訓練による対

応策の評価と改善まで、一連の流れとして経験する 

➢ 災害 BCP へのテロ事案の組込み 

→医療機関等では BCP 作成が進められているが、主に自然災害（特に地震）が中

心であるため、既存の災害対応体制を踏まえたテロ対応時の問題点抽出・対策の検

討を行う 

 

【総論的課題での付与】 ※専攻医ヒアリング後に追加 

➢ テロ関連研修等の運営サイドでの参加 

→指導医がコースディレクターを行う研修等に運営側で参加し、一般的なテロ対

応知識を学習すると共に、研修運営を通じて教育体制構築のプロジェクトマネジ

メント等を経験する 

※可能であれば、当該コース受講後にタスク等として運営サイド参加する事が望

ましい 

 

3. 課題実施時のプロセス 

① 情報収集 

 設定課題に対する対応計画の有無の確認 

 ある場合は計画内容の確認 
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② 情報の分析 

 既存計画が無い場合は、現状の体制で何が起こりうるかを整理 

 既存計画がある場合は、その問題点の抽出や各種マニュアル等（他機関作成の

もの含む）との整合性確認 

③ 解決のための計画の立案 

 分析での問題点・齟齬等を踏まえ、対応計画を作成・改訂 

 検証時に確認が必要な事項の整理と目標の設定 

④ 実行 

 実動訓練や机上シミュレーション等を実施 

※対応計画の全てではなく、一部を検証するような課題設定としても可 

⑤ 評価 

 検証項目の実施状況と目標の達成状況の確認 

⑥ 評価結果に基づく継続的改善 

 検証を踏まえて対応計画を修正 

※補足事項 

➢ 可能であれば一連の流れを全て経験出来ると良いが、難しければ前後を他の専攻

医・スタッフ等が実施し、引継ぎ・継続しても可。 
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資料 4 「国立病院機構 DMAT 事務局プログラム」専攻医の研修実施状況・課題設定と課

題実施プロセス（詳細） 

 

I. 研修実施状況・課題設定 

⚫ 対象：国立病院機構 DMAT 事務局プログラム専攻医 

※DMAT事務局非常勤勤務 2 年目より専攻医として登録 

⚫ 研修 1 年目  

【総括的な課題】 

 組織マネジメント：札幌市におけるコロナ対応体制作り 

 プロジェクトマネジメント：DMAT 隊員養成研修の試験内容改訂 

 プロセスマネジメント：R2 大規模地震時医療活動訓練（北海道）の企画 

 医療・健康情報の管理：神奈川県のクラスター情報の一元管理化 

【各論的な課題】 

 大規模災害対策：R2 大規模地震時医療活動訓練（北海道）での対応計画策定・

検証 

 有害要因の曝露予防・健康障害対策：医療・福祉施設クラスターのデータ解析

及び研修によるフィードバック 

 職場環境衛生：クラスターが発生した医療・福祉施設職員の心理的ストレス・

疲労度の解析・評価 

⚫ 研修 2 年目 

【各論的課題】 

 テロ対策：『神経剤解毒剤自動注射器の配備・配送訓練』の企画・実施を課題

として設定 

※R2 小井土班（テロ）の分担研究として実施（実際はコロナのため R3 に繰

り越し） 

 

II. 課題実施プロセス 

① 情報収集 

→本邦における C テロ対策全般と自動注射器導入の経緯について確認 

 H29-R2 の小井土班（特に C テロ・自動注射器関連）報告書 

 R1 発出の自動注射器関連通知 

 R3 改訂の NBC テロ関係機関連携モデル 等 

② 情報の分析 

→R2 小井土班（国家備蓄・自動注射器の配備・配送についてのコンピューターシ

ミュレーション）での結果を踏まえた問題点（≒シミュレーション精度向上のため

に必要な情報）の整理 ※R2政府訓練等で得た人脈（情報工学専門家）を活用 
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 国家備蓄の最適な場所が不明 

 自動注射器の最適な配置場所が不明 

 国家備蓄と自動注射器の最適な搬送手段が未決定 

 C テロ発災現場における現場対応時間が加味されていない 

 C テロ発災現場における事前の自動注射器配備量が未検討 

 受け入れ医療機関における受け入れ可能数が現実に即していない 

 一人入院させるためにかかる時間が加味されていない 

③ 解決のための計画の立案 

 対応計画として、以下のステップを設定 

i. 国家備蓄の備蓄場所から医療機関への配送 

ii. 自動注射器の事前配備場所から発災現場への配送 

iii. 発災現場における自動注射器の使用も含めた現場活動 

iv. 発災現場から医療機関への傷病者の搬送 

v. 医療機関における受入れ・外来診療・入院 

※計画立案の段階で、関係者と意見交換を行い、適宜計画の修正・追加等を実施 

④ 実行 

 対応計画の内、有識者・関係機関等へのヒアリングにて検証するパート（ⅱ）、

机上訓練で検証するパート（ⅲ、ⅳ、ⅴ）、実動訓練で検証するパート（ⅰ）

に分けて設定 

 特に実動訓練では、各種行程実施に伴う時間のロスを含めた、正確な所要時間

を測定 

⑤ 評価 

→当初のシミュレーション結果よりも、時間が掛かる/条件が増えることが判明 

≪主な要因≫ 

 状況を踏まえた配送時間（混雑状況等） 

 備蓄場所での現場対応時間（内容確認、梱包、受け渡し等） 

 医療機関における受入に係る条件（初療室ベッド数・スタッフ数等）  

⑥ 評価結果に基づく継続的改善 

 検証結果を踏まえ、追加/新規データを踏まえた配備・配送シミュレーション

を実施予定 
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令和 ４年  ３月  ３１日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 楠岡 英雄         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   DMAT 事務局・次長                    

    （氏名・フリガナ）   近藤 久禎・コンドウ ヒサヨシ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 

 



令和 ４年 ３月 ２２日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
 
                              機関名 東京医療保健大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
 
                              氏 名 亀山 周二   
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 東が丘看護学部・教授                       

    （氏名・フリガナ） 明石 眞言（アカシ マコト）                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ４ 年 ３ 月 １５ 日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  防衛医科大学校 

 
                      所属研究機関長 職 名  学校長 
                                                                                      
                              氏 名  四ノ宮 成祥          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学教育部医学科免疫微生物学講座・教授                    

    （氏名・フリガナ）   木下 学（キノシタ マナブ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和 4 年 3 月 15 日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  防衛医科大学校 

 
                      所属研究機関長 職 名  学校長 
                                                                                      
                              氏 名  四ノ宮成祥     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）    防衛医学研究センター外傷研究部門 ・教授                              

    （氏名・フリガナ）    齋藤大蔵・サイトウダイゾウ                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和 3 年  3 月 25 日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名   大阪医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  松村 泰志          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  救命救急センター  ・ 救命救急センター長                                

    （氏名・フリガナ）  大西 光雄    ・  オオニシ ミツオ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和 ４年  ３月  ３１日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 沖縄県立八重山病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 篠﨑 裕子         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   救急科・部長                    

    （氏名・フリガナ）   竹島 茂人・タケシマ シゲト                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：研究機関ではないため       ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ■（無の場合は委託先機関：独立行政法人国立病院機構    ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和 ４年  ３月  ３１日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 楠岡 英雄         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   DMAT 事務局・次長                    

    （氏名・フリガナ）   若井 聡智・ワカイ アキノリ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和 ４年 ４月 １日 

国立保健医療科学院長 殿 

 機関名  国立感染症研究所 

所属研究機関長 職 名  所長 

 氏 名 脇田 隆字  

次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業  

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる

研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 感染症危機管理研究センター ・センター長 

 （氏名・フリガナ） 齋藤 智也・サイトウ トモヤ

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 



令和 4 年 5 月 18 日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                                                
                                機関名  愛知医科大学 
 
                      所属研究機関長  職 名  学長 
                                                                                      

氏 名  祖父江 元     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 CBRNE テロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   災害医療研究センター・助教                    

    （氏名・フリガナ）   高橋
タカハシ

 礼子
ア ヤ コ

                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 




